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独⽴空隙型⼈⼯軽量⾻材を⽤いたコンクリートのワーカビリティーに関する研究 

 
論⽂要旨 
 

コンクリートには，まだ固まらない状態では，打込み・締固めに必要なワーカビリティー
が求められ，硬化した後には，設計で想定した強度・剛性および耐久性が求められる。この
ほかに，考慮すべき重要な性質として「重量」がある。コンクリート構造物は，鋼構造物に
⽐べて重量が⼤きく，⽔圧・⼟圧などの外⼒や地震時の滑動・転倒に対する抵抗性，遮蔽性
などで⾼い性能を発揮する。その⼀⽅で，重量に対する強度，すなわち⽐強度が⼩さいため
に，⾃重および地震時の慣性⼒が⼤きくなり，その結果として下部構造を増⼤する必要があ
ること，基礎地盤の補強を増⼤する必要があること，部材の架設・設置の際の設備や⽀保⼯
を強固とする必要があること，などのデメリットも多い。これらのデメリットを解決する⽅
法の⼀つとして，コンクリート部材の軽量化が挙げられ，例えば，橋梁では，上部⼯の軽量
化によって，下部⼯を縮⼩するなど，設計・施⼯の合理化が図られ，建設コストの削減にも
寄与できる。さらに，既設構造物の部分的な補修・補強においても使⽤するコンクリートの
軽量化により，設計上，施⼯上の課題を解決することもできる。 

コンクリート部材の軽量化の⼿法としては，コンクリートの強度・剛性を増⼤させて部材
を薄く，⼩さくする⽅法と，コンクリート⾃⾝を軽量化させる⽅法とがある。コンクリート
⾃⾝を軽量化させる⽅法には，密度の⼩さい⼈⼯軽量⾻材を利⽤する⽅法（軽量⾻材コンク
リート）と発泡剤でコンクリートを多孔質化させる⽅法（軽量気泡コンクリート：ALC）と
がある。本研究では，前者の軽量⾻材コンクリートに着⽬し，これまで先⼈が構築してきた
技術をレビューした。そして，軽量⾻材コンクリートの⻑年の課題である「凍結融解抵抗性
を確保するために軽量⾻材を低含⽔状態で練り混ぜ，圧送すると，⾻材の加圧吸⽔によって
コンクリートの流動性が損なわれ，配管の閉塞が⽣じる」という現象の解決に取り組んだ。
具体的には，新たに開発された低吸⽔率性を有する独⽴空隙型⼈⼯軽量⾻材を，気中乾燥状
態で施⼯に供するための配合選定技術と施⼯技術の構築である。圧送実験によって，⾻材の
加圧吸⽔と圧送性の関係を把握し，室内実験において，⾻材の吸⽔と圧送に伴う流動性の低
下を抑制する⼿法を研究した。そして，増粘剤ウェランガムを添加したうえで，単位⽔量，
単位粗⾻材量を適切に設定し，圧送前のスランプフローを 500mm 程度以上とすることで円
滑な圧送と凍結融解抵抗性を両⽴できることを⾒出した。また，この流動性を⾼めた軽量⾻
材コンクリートについて様々な試験施⼯を⾏って，圧送，打込み・締固め，仕上げ作業にお
ける留意点を抽出し，新幹線⾼架橋など実構造物の構築に展開・活⽤した。 

なお，普通⾻材コンクリートでは，粗⾻材とモルタルの密度差は，0.3〜0.4g/cm3 程度で
あり，粗⾻材の⽅がモルタルよりも重い。⼀⽅，軽量⾻材コンクリートでは，粗⾻材の⽅が
モルタルよりも軽く，その密度差が 1.0g/cm3 を超えることもある。コンクリートの材料分



離は，構成材料の密度差によって⽣じるが，軽量⾻材コンクリートの場合には，特にバイブ
レータによる⾼周波の振動締固めによって材料分離，すなわち⾻材の浮上がりが顕著とな
り，硬化体としての均質性が著しく損なわれるリスクがある。凍結融解抵抗性と圧送性を改
善した上記の軽量⾻材コンクリートの実施⼯においても，打込みの間隔を⼩さくして流動
距離を制限し，⾻材の浮上がり状況を⽬視確認しながら締め固め，仕上げ時には，打込み上
⾯に浮き上がった軽量⾻材をジッタバックで押し込むといった特別な配慮と⼊念な施⼯が
必要であった。 

そこで，さらに軽量コンクリートのワーカビリティーを改善することを⽬指した。バイブ
レータの振動による軽量⾻材の浮上がりをなくし，部材を構築するコンクリートの均⼀性
を⾼めることを⽬的に，振動締固め作業を⾏わなくとも⾃重で充塡する「⾃⼰充塡コンクリ
ート」に着⽬し，その実現を試みた。研究を開始した 1999 年頃は，「ハイパフォーマンスコ
ンクリート」に代表される締固めを不要とする⾃⼰充塡コンクリートが，世の中に広まりつ
つある時代であった。使⽤される⾻材は普通⾻材であり，前述のとおり，モルタルとの密度
差が⽐較的⼩さいものであった。これに対し，本研究は，モルタルとの密度差が 1.2g/cm3

を超えるような，浮上がりが⽣じやすい軽量⾻材を対象とし，そのような条件であっても，
⾻材の浮上がりを抑制し，⾼い流動性と材料分離抵抗性を兼ね備えた軽量⾃⼰充塡コンク
リートを実現しようとする先駆的なものであった。密度の異なる様々な独⽴空隙型⼈⼯軽
量⾻材を⽤いたコンクリートについて，新たに考案した試験⽅法で流動性や材料分離抵抗
性を評価し，独⾃の配合設計⼿法を⾒出した。具体的には，使⽤する軽量粗⾻材とモルタル
の密度差に応じて，⽬標とするＶ75 漏⽃流下時間や 500mm フロー到達時間を設定し，それ
を満⾜するように⽔粉体容積⽐をコントロールする⼿法である。これにより，密度差が⼤き
くても軽量⾻材の浮上がりが⽣じず，型枠の隅々まで均質に充塡する締固め不要⾃⼰充塡
軽量⾻材コンクリートを実現した。また，この⼿法を⽤いて配合設計したコンクリートを
種々の既設構造物の補強に活⽤し，構造物の⾃重の増加を抑制することで下部⼯を含む基
礎構造の補強を最⼩限にして，補強⼯事を完了させた。 

⼈⼯軽量⾻材を⽤いたコンクリートのワーカビリティーに関する知⾒を取りまとめた本
研究の成果は，新設構造物はもとより，補修・補強⼯事や⼤規模更新・⼤規模修繕⼯事に展
開・活⽤できると考える。 
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第１章 序論

１．１ 研究の背景と目的

 人工軽量骨材コンクリート（以下，軽量骨材コンクリート）は，その特性を熟知した技術者が

適切な構造設計を行い，適切な配合を選定し，適切な施工を行うことで，所要の品質を有する硬

化体となり，コンクリート構造物を構成する部材として活用される。その部材は，普通骨材コン

クリートと同等の断面の場合に，軽量となることから，構造物全体の自重（死荷重）が低減され，

地震時の慣性力や基礎地盤への負荷を小さくすることができる。そのため，構造物の高層化，長

大化，大断面化に対応しやすく，より合理的な設計を可能にする材料である。さらには，部材の

軽量化に伴う輸送や架設・設置の効率化，建設機械の小型化を可能とし，工程短縮も含めたトー

タルの建設コストの縮減にも寄与できる。

我が国での土木分野における軽量骨材コンクリートの使用は 1950 年代から始まり，1960 年代

には設計基準強度 40N/mm2 の高強度軽量骨材コンクリートが適用されてきた１）。しかしながら，

軽量骨材は吸水率が大きく，圧送する際には，骨材出荷時のプレソーキングやコンクリートの練

混ぜ前のプレウェッティングが必要となることや，凍結融解抵抗性に劣っていたことなどから，

土木分野おけるその後の需要は低迷してきた。建築分野においても，高所への圧送性や価格競争

力が課題となって，1972 年をピークに出荷量の増加は見られない。しかしながら，その一方で，

冒頭で示した軽量骨材コンクリートの「軽量性」の利点をうまく利活用することは，依然として

求められ，高層建築物等の新設工事以外にも，昨今では，補修・補強工事や大規模修繕・大規模

更新工事において，手当てが必要な部材のみを改修し，構造物全体の自重の増加を最小限に抑え

ることを可能にするために，なくてはならない材料として，改めて期待が寄せられていることも

事実である。

 軽量骨材コンクリートには，普通骨材コンクリートに対して，いくつかの課題が指摘されてい

る。

①まず，フレッシュコンクリートの特性として，ポンプを用いた圧送におけるワーカビリティ

ーの確保が挙げられる。軽量骨材の内部には，多くの空隙が存在し，その空隙が水で満たされて

いない状態で圧送された場合には，骨材の加圧吸水に伴うコンクリートの流動性の低下が生じ，

打込み時に安定したワーカビリティーの確保が困難となる。この課題は，骨材のプレソーキング

とプレウェッティングによって十分に吸水した骨材をコンクリートの練混ぜに供することで解決

される。

②次に，硬化後の力学的特性として，骨材自身の強度が小さく 50N/mm2を超えるような高い圧

縮強度には不向きであること，同一の圧縮強度の普通骨材コンクリートに対して，せん断強度や

引張強度，ヤング係数が小さいことが挙げられる。ただし，この課題は，適切な鋼材配置はもと

より，プレストレスを有効に活用したり，断面形状を工夫したりして補えば克服することが可能

であり，「軽量性」を活かした構造とすることで，むしろ合理的で経済的な設計・施工が可能とな

る。

③耐久性については，中性化や塩害に対する抵抗性は，普通骨材コンクリートに比べて，大き

な差異はない。ただし，普通骨材コンクリートよりも凍結融解抵抗性が劣ることが挙げられる。

寒冷地での使用に際しては，特殊な配慮が必要となるが，エントレインドエアを適切に混入した

上で，骨材の含水率が低い状態で練混ぜに供したり，後述する吸水率が小さい骨材を活用したり

1
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することで，改善がなされる。

④体積変化については，乾燥収縮ひずみが小さくなるものの，クリープひずみがやや大きくな

ることが挙げられる。ただし，これらを適切に設計に反映させることで，問題なく構造物の設計・

施工が可能となっている。

これらの課題と対策は，既に先人の研究者・技術者により解決がなされ，その知見が，土木学

会「コンクリート標準示方書」１）や日本建築学会「鉄筋コンクリート標準示方書・JASS５」２）

に反映され，各種指針とともに活用されて各種構造物の築造に役立てられている。

1980 年代に入り，それまでの軽量骨材における課題を改善すべく，新しい軽量骨材の開発が始

まり，1993 年に製品として初めて出荷されたのが真珠岩を主原料とする「独立空隙型人工軽量骨

材３）」である。この骨材は，それまでの軽量骨材の特徴であった連続した空隙構造を，材料の調

合と製法の工夫により，骨材内部を微細で独立した空隙構造としたものである。これにより，骨

材自身の高強度化と骨材の低吸水率化を実現し，軽量骨材コンクリートの 50N/mm2を超えるよう

な高強度領域での活用，凍結融解抵抗性が求められる寒冷地での活用といった，人工軽量骨材コ

ンクリートの利活用の場を広げる技術として期待された。

本研究は，人工軽量骨材コンクリートの適切な利活用を促進するために実施したものである。

大きくは，以下に示す（１）（２）の二つの内容を柱とし，（３）として研究で得られた知見を実

構造物に適用し，研究成果を実証するとともに現場の課題解決に貢献した。

（１）適切なワーカビリティーを有する独立空隙型人工軽量骨材コンクリートに関する研究

独立空隙型人工軽量骨材を用いたコンクリートの基礎的な特性は，骨材製造会社の研究により

明らかにされてきた。特に，凍結融解抵抗性に関しては，骨材のプレソーキングやプレウェッテ

ィングを行わないことで，飛躍的な改善効果が得られることが確認され，骨材を絶対乾燥状態あ

るいは気中乾燥状態で練り混ぜ，コンクリートを製造することがポイントとなった。こうして製

造された独立空隙型人工軽量骨材コンクリートで実構造物を構築するためには，圧送性を含む適

切なワーカビリティーを付与する手法を確立しておく必要があった。

近年のコンクリート工事においては，コンクリートの場内運搬は，コンクリートポンプによる

圧送が不可欠となっており，ブームを用いた圧送や配管を用いた圧送など，施工条件によって様々

な圧送形態が採用される。一般に，コンクリートの圧送では，スランプが小さいもの，単位水量

が小さいもの，水セメント比が小さいものほど，コンクリートポンプのピストン前面圧が大きく

なり，配管の管内圧力が増大する。また，配管の水平換算距離が長いもの，圧送速度が速いもの

ほど，ピストン前面圧，管内圧力が増大する。管内圧力は，コンクリートの性状に影響を及ぼし，

管内でのブリーディングや粗骨材のロッキング現象のほかに，軽量骨材コンクリートでは，骨材

内部への加圧吸水が生じ，圧送中から圧送後に流動性が低下することが知られている。一般的な

軽量骨材は，骨材内部に連通した空隙が存在するため，圧送中にその空隙にコンクリート中の自

由水が入り込み，コンクリートの流動性の低下が生じることが知られている。そのため，軽量骨

材のプレソーキングに加え，十分なプレウェッティングを行うことで対処している。一方，プレ

ソーキングやプレウェッティングによる骨材中の水は，コンクリートの凍結融解抵抗性の低下を

引き起こす要因となる４）。本研究で取り扱った「独立空隙型人工軽量骨材」を用いたコンクリー

トの最大の特徴は，骨材のプレソーキングやプレウェッティングを行わず，骨材内部に水を極力

存在させない状態（以下，気中乾燥状態＝気乾状態）で練り混ぜ，施工に供することで，コンク

リートの凍結融解抵抗性を確保しようとするところにある。
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内部に水を含まない気乾状態の独立空隙型人工軽量骨材を用いたコンクリートの圧送性につい

ては未知な部分が多く，実構造物の適用に際しては，適切な圧送性を確保するための手法を確立し

ておく必要があった。本研究では，気乾状態の独立空隙型人工軽量骨材を用いたコンクリートの圧

送負荷や，圧送中の骨材の吸水について検討を行い，圧送に適した配合の提案を行った。検討に際

しては，まず，事前圧送実験を行って課題や骨材の加圧吸水現象を明らかにした。次に，骨材の加

圧吸水抑制に関する検討を室内実験で実施し，圧送性を確保するための手法として，コンクリート

の流動性を高めた上で増粘剤ウェランガムを添加することを考案・提案した。さらに，その手法を

検証するための圧送実験を実施した。 

また，提案した手法を反映させたコンクリートを対象に，様々な実規模部材の施工実験を行い，

圧送はもとより，打込み，締固め，仕上げの観点から施工上の留意点を整理した。 

 

（２）自己充塡性を有する独立空隙型人工軽量骨材コンクリートに関する研究 

 圧送性を高めた軽量骨材コンクリートは流動性が高く，軽微な振動締固めによって良好な充塡

性が得られる。これは，上記（１）で実現した手法であるが，バイブレータによる振動締固めに

よって，打込み上面に密度の小さい軽量骨材が浮き上がりやすく，特に型枠内での横移動距離が

大きくなるとその現象が認められ，仕上げの際に，浮き上がった軽量骨材を内部に押し込む必要

性も示された。骨材の浮上がりは，部材内の不均一性を生じさせることになる。そこで，この不

均一性を解消し，より均一な硬化体を形成するためには，振動締固めに頼ることなく，密実に充

塡できる性質を付与することが必要となると考えた。人工軽量骨材を用いた自己充填性を有する

高流動コンクリートの実現である。 

自己充塡性を有する高流動コンクリートは，そもそも，作業従事者・技能者の技量や施工の良

否に拠らず耐久性の高いコンクリート構造物を構築することを目的として，研究開発がなされ，

実用化されてきた５）。現在では，材料や配合の選定技術，施工技術が蓄積・進化され，広く一般

的に使われるようになっている。ただし，これまでの自己充填性を有する高流動コンクリートに

使用される粗骨材は普通骨材であり，骨材とモルタルとの密度差は 0.3～0.5g/cm3程度である。こ

れに対し，本研究では，モルタルとの密度差が 1.2g/cm3を超えるような軽量骨材を対象とし，そ

のような条件であっても，骨材の浮上がりを抑制し，高い流動性と材料分離抵抗性を兼ね備えた

軽量自己充填コンクリートの実現を目指した。 

我が国においては，自己充塡性を有する高流動コンクリートの製造・供給体制における価格構

造が障壁となって，その年間シェアは，全てのレディーミクストコンクリートの 1％にも満たな

い。その用途は，高密度配筋部や閉塞空間等，締固めが困難な部位に限定されている。しかし，

「自己充塡性」は，構造条件や施工条件によっては必要不可欠な性質であり，締固めを必要とす

る通常のコンクリートでは実現しえない複雑な構造を実現し，狭小な断面，狭隘な施工条件にお

いても，所要の性能を満たす部材・構造物の構築を可能にする。この「自己充塡性」に加え，「軽

量性」をコンクリートに付与することができれば，従来にない新しい構造や，狭小な部位を狭隘

な条件で施工することを余儀なくされる補修・補強工事，更新工事において，自重の増加を抑制

しつつ，合理的かつ均質にコンクリートの打込みを行うことができる。適切な凍結融解抵抗性が

付与できれば，その活用の場はさらに広がる。 

軽量骨材コンクリートに高流動性や自己充塡性を付与に関する研究については，過去に数例の

報告６）,７）がなされているものの，配合設計時の指標や流動性，充塡性，材料分離抵抗性の目安

となる指標は提案されていなかった。本研究では，密度の異なる数種類の軽量粗骨材を用い，水

粉体容積比５），モルタルの単位容積質量，軽量粗骨材の種類および単位量に着目して流動性，材

料分離抵抗性，自己充てん性を評価する各種試験を行い，使用材料や配合条件がフレッシュコン
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クリートの性状に及ぼす影響について検討した。そして，これらの検討結果をもとに，密度が小

さい軽量骨材を用いても，良好な材料分離抵抗性と高い流動性を有する自己充塡コンクリートの

配合設計手法を提案した。 

 

（３）研究結果を反映させた軽量骨材コンクリートの実構造物への適用 

 上記（１），（２）の研究結果を実構造物に適用して，研究成果の実証を行うとともに，コンク

リートの軽量化という現場の課題を解決した。そして，それらの適用結果を今後のコンクリート

工事の参考となる知見として残すことを目的に，施工記録としてとりまとめた。具体的には，①

独立空隙型人工軽量骨材を用いたコンクリートによるダム仮排水路プレキャスト埋設型枠，②独

立空隙型人工軽量骨材を用いたコンクリートのポンプ施工により構築した新幹線高架橋，③自己

充塡性を有する軽量骨材コンクリートを補強用コンクリートとして適用した鋼ロゼアーチ橋，④

道路床版の軽量化を目指した鋼コンクリートフルサンドイッチ床版，⑤モノレール高架橋基礎の

耐震補強，⑥鉄道高架橋基礎の耐震補強のほか，⑦歩道橋公共デッキに用いた超高強度コンクリ

ートの自己収縮低減対策である。 
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１．２ 本論文の位置付け 
 

本論文でとりまとめる研究内容は，1998 年から 2002 年にかけて集中的に取り組んだものであ

る。ただし，2021 年現在，本研究で取り扱った「独立空隙型人工軽量骨材」は，骨材製造会社の

事業の見直しがあり，製造がなされていない。それでも今なぜ，軽量骨材コンクリートの研究を

まとめるのか。それは，軽量骨材コンクリートの最大の特長である「軽量性」に期待されるもの

が，当時以上に，そして今後は今以上に大きくなっていくと考えたからである。 

例えば，新設される構造物において，建築分野では，東京首都圏をはじめ大阪，名古屋，札幌

などの都心部の再開発事業が活発になっており，高さ 200m あるいは 300ｍを超える超高層ビル

の建築計画が数多く進められている。超高層ビルの上部では，部材の軽量化が必要不可欠であり，

軽量骨材コンクリートの活用が必須である。また，土木構造物においても，橋梁上部工以外にも，

日本国土を取り囲む海洋を有効に活用する浮体式構造物（浮き桟橋，浮体道路，防災基地，風力

発電施設等）の計画が盛んに行われるようになっており，「軽さ」を求められる構造物への軽量骨

材コンクリートの活用が，当然のように見込まれる。 

また，高度経済成長期に建設されてきたインフラ構造物が，経年の物性変化により，徐々に機

能が低下してきており，機能の維持あるいは回復が強く望まれるようになっている。特に，阪神

淡路大震災をはじめとする幾多の自然災害の教訓や道路交通状況が想定以上の重交通となってい

る状況等から，設計で考慮する作用・外力の見直しや設計の考え方，それに基づく構造細目の見

直しがなされ，機能は低下していなくても，今現在期待される性能を満たすことができない，い

わゆる既存不適合な構造物が散見されるようになっている。それらの構造物は，今も供用が続け

られているものがほとんどであり，現状の性能を正しく評価し，適切な処置（補強，改修）を行

うことで，今後も十分に供用を続けることができる。補強や改修は，構造物に付与すべき性能に

応じて，掛ける費用を最小限に抑える必要がある。そのためには，部分的な補強・改修が行われ

ることになるが，補強・改修部分の重量の増加を抑制することができれば，他の部位の補強を最

小限に収めることができる。補強・改修に使用される構造材料として，軽量骨材コンクリートが

注目されるのは，至極当然の流れであり，そして，その部分の施工を行うためには，圧送性や自

己充塡性をはじめとする軽量骨材コンクリートのワーカビリティーに関する知見が必要となる。 

そこで，軽量骨材コンクリートのワーカビリティーについて，これまでに取り組んできた研究

内容を学位論文としてとりまとめ，軽量骨材コンクリートが，軽さを求められる新設構造物なら

びに大規模修繕・更新分野に広く活用されることを期待した次第である。 

 

 

5



第１章 序論 

１．３ 本論文の構成 
 

 本論文の構成は，以下のとおりである。 

 

第１章 序 論 

第２章 人工軽量骨材コンクリートの発展の経緯と技術の現状 

第３章 独立空隙型の人工軽量骨材を用いたコンクリートの性質 

第４章 適切なワーカビリティーを有する独立空隙型軽量骨材コンクリートの提案 

第５章 独立空隙型人工軽量骨材を用いた自己充塡性を有する高流動コンクリートの提案 

第６章 実構造物への適用 

第７章 結 論 

 

第１章では，本論文の研究の背景と研究目的について記すとともに，本論文の構成と研究内容の

概要を記す。 

 

第２章では，人工軽量骨材コンクリートの発展の経緯と技術の現状を概観する。 

 

第３章では，従来の人工軽量骨材とは異なる製法で生産された独立空隙型軽量骨材とこれを用い

たコンクリートの基礎的な特性に触れ，本論文の主題である，これを用いたコンクリートのワー

カビリティーに関する研究の方向性を記す。 

 

第４章では，適切なワーカビリティーを有する独立空隙型軽量骨材コンクリートならびにその施

工方法の提案を行う。ポンプ施工に適した流動性の設定，圧送によって生じる軽量骨材内部への

圧力吸水の抑制と材料分離抵抗性付与のための増粘剤の活用，これらの配合設計手法を反映した

軽量骨材コンクリートの打込み，締固め，仕上げ方法について，室内ならびに実施工レベルでの

実験的検討を行った結果を記し，これに基づいた提案を行う。 

 

第５章では，第４章で課題として残った振動締固め伴う軽量骨材の浮上がりとそれに伴う不均一

性を解消する技術として，振動締固めを行うことなく密実な充塡性が得られる自己充填軽量骨材

コンクリートに関する配合設計手法の提案を行う。軽量骨材の浮上がりを評価する試験方法を考

案し，密度の異なる軽量骨材を用いた種々のコンクリートの流動性と材料分離抵抗性を評価し，

モルタルと粗骨材の密度差を考慮しつつ，コンクリートの粘性を調整する手法を提案する。 

 

第６章では，４章，５章で得られた知見を反映し，実構造物の施工に適用した結果についてとり

まとめる。独立空隙型軽量骨材コンクリートについて，プレキャスト埋設型枠ならびに鉄道高架

橋に適用した事例を記す。また，自己充塡性を有する軽量骨材コンクリートを既設構造物の補修・

補強工事に適用した事例を記す。「軽量」という特長を有効に活用した構造を実現するための材料

選定，配合設計，施工方法に，研究成果を反映させる。 

 

第７章では，本研究で得られた結論を整理するとともに，新設構造物の建設や既設構造物の補修・

補強における多様なニーズに対して，研究成果を反映させた軽量骨材コンクリートの活用や課題，

将来の展望について述べる。 
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第２章 人工軽量骨材コンクリートの発展の経緯と技術の現状 

第２章 人工軽量骨材コンクリートの発展の経緯と技術の現状 

 

 

２．１ はじめに 

  

人工軽量骨材コンクリートは，我が国では，1960 年代から用いられ，橋梁，海洋構造物，高層

建物など，多くの構造物に使用されてきている。土木構造物の場合，1960 年代に首都高速道路公

団や日本国有鉄道を主として設計基準強度 40N/mm2
の高強度軽量コンクリートが使用され１），そ

の後，1977 年のコンクリートバージ C-BOAT500２），1984 年の北極海石油掘削プラットフォーム３）

の構築に設計基準強度 45N/mm2
の高強度人工軽量骨材コンクリートがそれぞれ適用されるまで

に発展した。建築分野では，1980 年代に入り，軽量骨材コンクリートの高強度化やさらなる軽量

化が取り組まれ，日本建築学会「高強度人工軽量骨材コンクリートを用いた建築物の設計と施工」

と題する調査研究をもとに，東京都庁や横浜ランドマークタワー，最近では，阿部野ハルカスと

いった超高層建築に活用されている。しかしながら，1990 年代からは，北欧を中心に 60N/mm2

クラスの高強度軽量コンクリートを用いた橋梁や浮体式プラットフォームが数多く建設され始め
４），今現在も様々な構造物に適用されている海外の状況５）とは対照的に，特に，土木構造物にお

ける軽量骨材コンクリートの国内需要は低迷しているのが実態である。 

 一方，高度経済成長期に築造されたインフラ構造物の中には，経年に伴う機能・性能が低下し

てしまったもの，あるいは，設計基準の変化に伴って既存不適格となったものが増えてきており，

それらの構造物は，維持管理のフェーズから修繕・更新のフェーズへと徐々に移行しつつある。

さらに，高速道路を始めとする主要なインフラが，大規模修繕・大規模更新を必要とされる時代

に入り，すでにその事業が始まっている。そのような事業においては，既存の部位を有効に活用

することが求められ，部材の自重を増加させることなく，性能を回復あるいはアップグレードす

ることが理想とされ，軽量骨材コンクリートの活用が有効となる。例えば，人工軽量骨材を使用

した高強度軽量プレキャストＰＣ床版６）が開発され，従来のＲＣ床版に比べて 25％，一般のプレ

キャストＰＣ床版に比べて約 20％の自重軽減が可能となっており，設計荷重変更への対応や幅員

拡幅による床版の死荷重の増加を抑え，既設の主桁や下部工への応力負担が軽減される。この特

長を活かして，実際の工事での活用が始まっている。また，最近では，同じ目的で，超軽量高流

動コンクリートを用いたサンドイッチ型複合床版の研究開発も進められている７），８）。このほかに

も，下水処理場のリニューアル工事での軽量骨材コンクリートの活用に向けた取組み９）,10）もな

され，リニューアル市場のニーズに応えるべく，軽量骨材コンクリートの新たな活用が始まりつ

つある。さらには，新設される構造物においても，膨張材を混和した軽量骨材コンクリートで高

耐久な道路床版を構築する試みとして，2015 年に首都高速道路横浜北線新横浜付近の上部工（パ

イロット工事）への適用がなされ，その後さらなる検討が進められている 11），12）。 

このように，低迷していた軽量骨材コンクリートの需要に，新たな変化が生まれてはじめてい

る。現在の建設現場では，補修・補強，更新工事に限らず，新設の工事においても，構造条件や

施工条件が複雑多岐にわたっている。コンクリートの施工に関しても，ポンプによる圧送や狭隘

な環境の中での打込み・締固め作業を強いられることもあり，さらには，薄肉かつ高密度配筋と

いった複雑な部位を構築しなければならないことも多い。軽量骨材コンクリートにおいても違う

ことなく，種々の条件に応じたワーカビリティーを有する軽量骨材コンクリートの配合設計技術，

施工技術が求められることになる。 

 これらのことを踏まえ，本章では，軽量骨材コンクリート技術の現状と課題をとりまとめる。 
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２．２ 国内における軽量骨材コンクリートの変遷 

  
我が国における構造用軽量骨材の変遷は，笠井ら 13）によってとりまとめられている。我が国

の軽量骨材コンクリートの研究は，1940 年後半から 1950 年代は，天然軽量骨材を使用したコン

クリートに関するものが中心であった。1955 年に天然軽量骨材を対象とした製品規格として，JIS 

A 5002「構造用軽量骨材」が制定された。1960 年代に入り，膨張頁岩系の人工軽量骨材が米国か

ら技術導入され，1964 年に国内で初めて製品としての販売が始まった。これに合わせ，建設省か

ら住宅局指導課発令第 180 号「人工軽量骨材を使用する軽量コンクリートの構造設計基準」が制

定され，日本建築学会 RC 基準では人工軽量骨材コンクリートの許容応力度の考え方が，JASS

５では施工標準が示された。土木分野においても，1964 年の首都高速道路三宅坂の床版や国鉄高

円寺駅のプラットフォームへの適用を皮切りに，研究と実績が積み重ねられた。そして，1966 年

に人工軽量骨材協会（ALA）が設立された。このように，1960 年代は人工軽量骨材を軽量コン

クリートに使用できる基盤づくりがなされた時代であった。 

1970 年代になると，1971 年に JIS A 5002 が改正され，人工軽量骨材が追加された。1973 年に

は，住指発第 769 号「人工軽量骨材を用いる軽量コンクリートの使用基準」が制定された。また，

1978 年に建築学会が「軽量コンクリートの調合施工指針（案）」を制定し，人工軽量骨材および

これを用いたコンクリートの品質基準が確立された。1970 年代は人工軽量骨材の使用が本格化さ

れ,我が国の高度経済成長とともに，人工軽量骨材コンクリートが最も脚光を浴びた時代であった。 

1980 年代に入ると，1985 年に建設省建築研究所において，人工軽量骨材を用いたコンクリート

の圧縮強度 36～50N/mm2クラスの物性試験や 1986 年に実施された 24～27N/mm2クラスの構造部

材実験により，高強度軽量コンクリートの基礎データが蓄積された。また，1985 年には，土木学

会からコンクリートライブラリー第 56 号「人工軽量骨材コンクリート設計施工マニュアル」が刊

行され，広く活用できる土壌が整った。1980 年代は，人工軽量骨材の新たな用途拡大に向けられ

た時代であった。  

1990 年代になると，高強度軽量コンクリートの構造実験が進められ,研究成果をまとめたものと

して，1992 年に日本建築学会から「高強度人工軽量骨材を用いた建築物の設計と施工」が出版さ

れた。1996 年には日本建築学会 JASS５の改定により，軽量 1 種コンクリートの設計基準強度の

最大値が 36N/mm2まで引き上げられた。一方，新しい軽量骨材の開発がなされ，膨張頁岩，抗火

石，真珠岩，さらには，石炭灰を主原料とする各種軽量骨材が商品化された。1990 年代は，新し

い軽量骨材が誕生し，これを活用するための研究開発がなされた時代であった。 

2000 年代に入ると，2000 年に，日本コンクリート工学協会（現，日本コンクリート工学会）主

催の「軽量コンクリートの性能多様化と利用の拡大」に関するシンポジウムが開催され，軽量骨

材コンクリートの活用と発展に多くの期待が寄せられた。ただし，図－2.2.1に示すように，2001

年以降は，コンクリートの需要低迷とともに軽量骨材コンクリートの需要も低迷しているのが実

態である 14）。 

しかしながら，近年，建築分野では，都心部を中心とした再開発事業が数多く計画され，250

ｍを超える超高層ビルの建築計画が活発に行われている。また，土木分野においては，大規模更

新・大規模修事業が本格化してきており，軽量骨材コンクリートの需要は，今後，高まっていく

ものと期待される。 
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図－2.2.1 軽量骨材コンクリートの全国出荷量の推移 14） 
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２．３ 軽量骨材コンクリートの性質 

 

軽量骨材コンクリートの基本的な性質については，土木学会「コンクリート標準示方書」や日

本建築学会「鉄筋コンクリート標準示方書・JASS５」に記載され，土木学会コンクリートライブ

ラリー第 56 号「人工軽量骨材コンクリート設計施工マニュアル（1985 年）」や日本建築学会「高

強度人工軽量骨材を用いた建築物の設計と施工（1992 年）」といった指針類にも基礎データが掲

載されている。また，人工軽量骨材（ALA）の技術資料には，最新の情報が集約されている。本

章では，軽量骨材コンクリートのフレッシュコンクリートの性質，強度性状，変形性状，耐久性

について，改めてレビューする。 

 

２．３．１ フレッシュコンクリート 

（１）流動性 

 フレッシュコンクリートの性質は，コンクリートの配合および骨材の含水状態によって大きく

異なる。一般的な軽量骨材は吸水率が大きく，絶乾あるいは気乾状態で使用すると骨材の吸水に

よってコンクリートの流動性の低下が生じ，時間経過や圧送を含む運搬によって，打込み時に安

定したワーカビリティーワーカビリティーを得ることが困難となる。このため，骨材内部の空隙

を予め水で十分に満たした状態で，コンクリートの練混ぜに供する。友澤ら 15）は，水セメント

比 35％，45％の流動化コンクリートを対象として，軽量骨材コンクリート１種および２種ならび

に普通骨材コンクリートのスランプの経時変化を測定している。プレソーキングした軽量骨材を

用いることで，普通骨材コンクリートとほぼ同等のスランプの変化となることが示されている。

また，桝田ら 16）も高性能 AE 減水剤を用いた水セメント比 30～45％の配合で，プレソーキング

した軽量粗骨材を用いたコンクリートと，普通骨材コンクリートのスランプの経時変化を測定し，

両者で差がないことを示している。骨材内部の空隙を水で満たしておけば，普通骨材コンクリー

トと同様のワーカビリティーワーカビリティーが得られる。 

 
（２）圧送性 

 軽量骨材コンクリートを圧送する場合，圧力によって骨材内部への吸水が生じるという課題が

あり，注意が必要である。これについては，多くの研究がなされ，軽量骨材の吸水率を予め高く

しておけばその影響が少なく，高性能 AE 減水剤や流動化剤の使用によって，圧送前の流動性を

高めておくことで，一般的な圧送条件であれば，問題なく圧送性を確保できる。軽量骨材の製造

会社は，製造段階で強制吸水させた（プレソーキング）状態で骨材を出荷し，生コンクリート工

場は，その吸水状態を保持するために骨材への散水や浸水を行って（プレウェッティング），骨材

内部の空隙を予め水で満たしておくことが重要となる。圧送前後のスランプの測定結果の例 17）

を図－2.3.1に示すが，プレソーキングとプレウェッティングを行い，圧送前のスランプを 15cm

程度以上とすることで，圧送後のワーカビリティーワーカビリティーを確保できることが示され

ている。また，圧送計画は，図－2.3.2に示す管内圧力損失 17）を用いることで，立案することが

できる。 
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図－2.3.1 圧送前後のスランプの調査例 17） 

 

 

図－2.3.2 軽量骨材コンクリートの管内圧力損失 17） 

 

（３）打込み・締固め・仕上げ 

普通骨材コンクリート同様に，コンクリートを横流しすると骨材が分離して，豆板の原因にな

りやすい。特に，流動先端部において軽量骨材の浮き上がりが顕著となるため，打込み位置を細

やかに移動して水平に打ち上げる必要がある。 

締固めについても，普通骨材コンクリートと同様に，バイブレータを用いて材料が分離しない

範囲で入念に行う。軽量骨材コンクリートの場合には，振動伝達範囲が小さく，挿入間隔を小さ

くする必要がある。また，バイブレータを過度に使用すると軽量粗骨材がモルタルと分離して打

込み上面に過剰に浮き上がることがあるので，注意が必要である。 

仕上げについても，普通骨材コンクリートと同様，打込み・締固めが完了したら，木ごてまた

は定規で均す。コンクリート表面に浮き出た軽量粗骨材は，ブリーディングが収束し，ブリーデ

ィング水を除去した後に，ジッターバッグ（鉄網のついている突き道具：図－2.3.3）18）を用い

たタンピングや木ごて押さえによって，モルタル内部に押さえ込むようにし，平滑に仕上げる。

その後，コンクリートの硬化の時期を判断して金ごてやフィニッシャで仕上げる。 
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図－2.3.3 ジッターバッグ 18） 

 
 

（４）高流動性・自己充塡性 

本研究を実施した 1999 年頃までに，軽量骨材コンクリートにスランプフローが 600mm を超え

るような高い流動性を付与するための取り組みは，主に建築分野を中心になされていた。例えば，

山本ら 19）は，高性能 AE 減水剤を適切に選定することで，経時変化の少ないスランプフロータイ

プの軽量骨材コンクリートが得られることを示している。また，小山らは 20），高炉スラグ微粉末

や分離低減剤を混和して，Ｖ漏斗試験や鉄筋通過試験を行ってフレッシュ性状を評価し，流動性・

充塡性に優れた軽量骨材コンクリートの実現性を示している。ただし，これらの研究では，軽量

骨材コンクリートの流動性を高めることに主眼がおかれ，骨材の浮上がりに代表される材料分離

に関する定量評価には言及がなされていない。一方，国内土木分野においては，河井ら 21）の研

究により，高流動性を有する軽量骨材コンクリートの基礎研究が行われ，1992 年には，ゴルフ場

内の歩道橋として建設された３径間 PC 連続斜張橋の中央径間主桁に設計基準強度 40N/mm2の締

固め不要・高強度軽量コンクリートが適用されている 22）。その基礎研究では，流動性を高めた軽

量骨材コンクリートを打ち込んだ際の，高さ方向や水平流動方向の骨材分布を評価し，材料分離

に言及がなされ，スランプフローが65cmを超えると材料分離が顕著になることが示されている。

また，実施工においては，練混ぜから運搬における骨材の吸水量と高性能減水剤の厳密な管理を

行いながら，バケットによるコンクリートの運搬が採用された。このような取り組みがなされた

ものの，流動性を高めた自己充塡性を有する軽量骨材コンクリートの材料分離を抑制するための

考え方や配合設計指標の提案を示すには至らず，また，その後の実構造物への展開も進んでいな

い状況であった。これらを改善すべく 1999 年頃に取り組んだのが，本研究の第５章である。なお，

第５章の人工軽量骨材を用いた自己充塡性を有する高流動コンクリートに関する研究を取りまと

めた論文 23）は，当時，世界でも先駆的であり，Journal of Advanced Concrete Technology State-of-the-art

「Lightweight Aggregate Self-Compacting Concrete」24）に，最初の論文として以下のように紹介され

ている。 

Yanai et al. (1999) first studied the influence of the type and proportions of lightweight aggregates – 

LWA (namely, artificial perlite of various densities and coal ash), and of the water-to-powder volume ratio 

on the self-compactness, strength characteristics and durability (resistance in freeze-thaw cycles) of 

LWASCC. The results of the study showed that concrete could be endowed with excellent flowability, 
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self-compactness and segregation resistance by adjusting the unit quantity of LWA and water-to-powder 

volume ratio according to the properties of LWA. It was observed that the use of high-density LWAs 

resulted in the increase of both the mixtures’ flowing and filling abilities and their compressive strengths.  

This was attributed to the minimization of the density difference between aggregates and paste. 

 その後，現在に至るまでに，軽量骨材コンクリートの自己充塡性付与に関する研究が進められ，

国内では，2000 年には，小林 25）により，流動性や自己充塡性は良好であっても，骨材の浮上が

りが生じている場合があり，配合設計時の注意が提起され，2008 年には，谷口ら 26）により，粗

骨材に軽量骨材を用いた粉体系ならびに増粘剤系の高流動コンクリートの実現性を示す研究報告

がなされた。また，2010 年には，水越ら 27）によって，水セメント比を 30％程度まで低減した上

で鋼繊維を混入し，高強度化とひび割れに対する抵抗性を付与した高流動軽量コンクリートの実

験的研究も行われている。また，海外でも同様に様々な自己充塡性を有する軽量骨材コンクリー

トに関する研究開発がなされている 28）～30）。 
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２．３．２ 硬化コンクリート 

軽量骨材コンクリートの力学的特性については，人工軽量骨材（ALA）協会が発行している技

術資料 31）に詳しくまとめられている。ここでは，本研究の主な対象となる圧縮強度が 40N/mm2

以上の軽量骨材コンクリートについて述べる。 

 

（１）圧縮強度 

 図－2.3.4に水セメント比と圧縮強度の関係の例を示す 32）。軽量骨材コンクリートの圧縮強度

は，同じ水セメント比の普通骨材コンクリートに比べてやや小さく，その傾向は骨材の単位量が

多いほど，また，単位容積質量が小さいほど顕著になる。軽量骨材コンクリートの圧縮強度は，

普通骨材コンクリートと同様に，水セメント比が小さくなるほど増大するが，水セメント比が

40％程度以下になると，水セメント比の低下に対する圧縮強度の増加の割合が普通骨材コンクリ

ートに比べて小さくなることが知られている。 

 

 

図－2.3.4 水セメント比と圧縮強度の関係 32） 

 

（２）引張強度および曲げ強度 

 図－2.3.5に圧縮強度と割裂引張強度の関係の例 32）を示す。割裂引張強度の圧縮強度に対する

比率は普通骨材コンクリート，軽量骨材コンクリートとも圧縮強度の 1/10～1/15 の範囲にあり，

高強度になるほど小さくなる傾向を示す。 

 なお，土木学会「人工軽量骨材コンクリート設計施工マニュアル」（1985.6）では，引張強度の

圧縮強度に対する比率のおよその範囲として，普通骨材コンクリートで 1/9～1/13，軽量骨材コン

クリートで 1/9～1/15 と記されている。 

 図－2.3.6に圧縮強度と曲げ強度の関係の例 32）を示す。軽量骨材コンクリートの曲げ強度の圧

縮強度に対する比率はほぼ 1/7～1/10 程度の範囲にあり，普通骨材コンクリートの 1/6～1/9 に比

べて若干小さい値を示す。また，その比率は，割裂引張強度と同様に，高強度になるほど小さく

なる傾向を示す。 
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図－2.3.5 圧縮強度と割裂引張強度の関係 32） 

 

 
図－2.3.6 圧縮強度と曲げ強度の関係 32） 

 
（３）ヤング係数およびポアソン比 

 軽量骨材コンクリートのヤング係数は使用する骨材の組合せ，コンクリートの単位容積質量，

圧縮強度に影響を受けるが，図－2.3.7 に示すとおり 32），日本建築学会「鉄筋コンクリート構造

計算基準・同解説－許容応力度設計法」33）に示された式で概ね求めることができる。軽量骨材コ

ンクリート１種のヤング係数は，同一圧縮強度において，普通骨材コンクリートの 30～40％小さ

い値となっている。 

 軽量骨材コンクリートのポアソン比は，0.20～0.21 程度であり，普通骨材コンクリートと同程

度である。 
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図－2.3.7 圧縮強度とヤング係数の関係 32） 

 
(４)乾燥収縮およびクリープ 

 図－2.3.8に軽量骨材コンクリートの乾燥収縮の測定結果の例 34）を示す。軽量骨材コンクリー

トの最終的な乾燥収縮ひずみは普通骨材コンクリートに比べて若干小さいことが報告されている。 

 軽量骨材コンクリートのクリープひずみは，使用する骨材の種類，コンクリートの配合，荷重

条件および環境条件等によって大幅に異なり，一般には普通骨材コンクリートと同等かやや大き

い。しかし，弾性ひずみが大きいので軽量骨材コンクリートのクリープ係数は普通骨材コンクリ

ートより小さい値の 1.0～2.0 を採用してよいとされている 34）。図－2.3.9 に圧縮強度の 1/3 の応

力を載荷した圧縮クリープ試験の結果の例 34）を示す。 

 全ひずみから収縮ひずみを差し引いたクリープひずみを比較すると，密閉状態でのクリープひ

ずみは普通骨材コンクリートに比べて軽量骨材コンクリートの方が若干小さい。しかしながら，

自然乾燥状態では軽量骨材コンクリート１種は普通骨材コンクリートよりも大きくコンクリート

の種類によって相違がみられる。 

 クリープひずみを載荷時の弾性ひずみで除したクリープ係数を比較すると密閉状態では普通骨

材コンクリートに比べて軽量骨材コンクリートの方が小さい。また，自然乾燥状態では，軽量骨

材コンクリート１種と普通骨材コンクリートとでは大差はない。クリープひずみを載荷時の応力

で除した単位クリープひずみを比較すると密閉状態ではコンクリートの種類による差はない。乾

燥状態では，軽量骨材コンクリート１種は普通骨材コンクリートよりも若干大きい値を示す。ま

た，この例では，軽量骨材コンクリートはクリープひずみ，クリープ係数，単位クリープひずみ，

いずれにおいても，水セメント比が小さいものほどそれらの値は小さくなる傾向を示している。 
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図－2.3.8 乾燥収縮試験の結果の例 34） 

 
 

 
図－2.3.9 クリープ試験の結果の例 34） 
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２．３．３ 耐久性 

（１）中性化 

 図－2.3.10に促進中性化試験（温度 30℃，湿度 60％，炭酸ガス濃度５％）の結果の一例 27）を

示す。水セメント比が 40％以下の軽量骨材コンクリートの中性化深さは，促進期間４ヶ月までは

普通骨材コンクリートよりも小さく，４ヶ月～８ヶ月においては普通骨材コンクリートと同等で

あることが報告されている。水セメント比が 40％以下では，中性化に及ぼす軽量骨材の影響は小

さい。 

 
図－2.3.10 促進中性化試験の結果の例 34） 

 

（２）凍結融解抵抗性 

 一般に軽量骨材コンクリートの凍結融解抵抗性は，普通骨材コンクリートに比べて低い。しか

しながら，吸水率の小さい骨材を使用する，コンクリートの空気量を普通骨材の場合より大きく

する，コンクリート中の全水量を小さくする，人工軽量骨材を絶乾状態で使用する，コンクリー

ト製造時に分割混練方法（軽量骨材表面にセメントペースト皮膜を作った上で，残りの材料を投

入し，コンクリートを練混ぜる方法）を採用する，等によって，軽量骨材コンクリートの凍結融

解抵抗性を改善できることが報告されている。一例として，軽量骨材の含水率とシリカフューム

混入率を変化させた場合の高強度軽量コンクリートの凍結融解試験の結果を図－2.3.11 および

図－2.3.12 に示す 35）。骨材含水率を小さくし，結合材にシリカフュームを 10％混入することで

凍結融解抵抗性が大幅に改善されることが示されている。 

 

 

図－2.3.11 軽量骨材の含水率と耐久性指数 35） 
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図－2.3.12 相対動弾性係数の経時変化 35） 
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（３）塩化物イオンに対する浸透抵抗性 

 軽量骨材コンクリートの塩化物イオンの浸透抵抗性は，西ら 36）や杉山ら 37）によって，同一水

セメント比であれば，普通骨材コンクリートとほとんど差がなく，むしろ軽量骨材コンクリート

の方が高いことが示唆されている。図－2.3.13 は，設計基準強度 24N/mm2 を想定したコンクリ

ートの塩化物イオン浸透深さの比較である１）。同一圧縮強度を得るために必要な水セメント比が

異なるものの，軽量骨材コンクリートは，普通骨材コンクリートに比べて塩化物イオンの浸透に

対する抵抗性が高い結果となっている。また，土木学会「人工軽量骨材コンクリート設計施工マ

ニュアル」でも，実施工された桟橋ケーソンと同時に沈設した軽量骨材コンクリートの塊の分析

では，スプラッシュゾーンでコンクリート表面に近い部分では，軽量骨材コンクリートの塩分量

は普通骨材コンクリートよりも多くなっているが，深部になるほど塩分量が少なくなり，コンク

リート表面から 5cm 以上深い部分については，逆に普通骨材コンクリートよりも塩分量が少なく

なっていたことが示されている。軽量骨材中の浸透圧の関係で塩分が吸着される，あるいは，骨

材の保水がよいことからコンクリートを湿潤状態に保って塩分浸透を抑制する効果があると推察

されている。 

 

 
 

図－2.3.13 EPMA 分析による塩化物イオンの浸透深さの比較１） 

 

（４）アルカリ骨材反応 

コンクリートに用いる骨材のアルカリシリカ反応性試験は，JIS では，化学法（JIS A 1145-2001）

およびモルタルバー法（JIS A 1146-2001）が規定されている。ただし，両試験法の規準では適切

に判定できない種類の骨材があること，また，人工軽量骨材に関しては，両試験法の解説中に化

学法及びモルタルバー法が適用できないと記述されている。そのため，軽量骨材のアルカリシリ

カ反応性の有無は，過去の使用実績あるいはコンクリートバー法によって確認しなければならな

い。 

 図－2.3.14にコンクリートバー法の試験結果を示す。コンクリートバー法には，①コンクリー

ト内部にアルカリ(NaOH，NaCl 等)を添加し，アルカリ骨材反応を促進させる方法（JCI 法，カナ

ダ法等），②外部よりアルカリを供給させ，アルカリ骨材反応を促進させる方法(ASTM 法，デン

マーク法等)がある。図に示した試験法は，外部よりアルカリ(NaCl)が常に供給される非常に厳し

い養生条件下の試験であるデンマーク法により評価した結果である。この試験は，供試体を脱型

後 50℃，飽和NaCl溶液中に浸漬させる方法で，比較として示した反応性粗骨材(富山県産川砂利，

JIS 化学法で「無害でない」と判定)の膨張量が著しい結果であるのに対し，軽量骨材コンクリー

トではほとんど膨張を示しておらず，「無害」の判定領域にあることがわかる。このことより，人

工軽量骨材のアルカリ骨材反応性は問題ないものであると判断されている１），38）。 

（W/C＝55％） （W/C＝50％） （W/C＝48％） 
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図－2.3.14 コンクリートバー法（デンマーク法）の測定結果（W/C＝43％)38） 

 

（４）疲労特性 

 軽量骨材コンクリートの圧縮疲労特性は，普通骨材コンクリートと大差ないという結果 39）,40）

と普通骨材コンクリートよりも 10～25％下回るという結果 41），42）が報告されているが必ずしもそ

の比較については明確でない。普通骨材コンクリートに比べて圧縮疲労強度が低下する報告の一

例を表－2.3.1に示す 43）。これらの報告では，軽量骨材コンクリートの 200 万回疲労強度は静的

載荷の 50～80％，普通骨材コンクリートに対する比率は 0.7～0.9 程度であり，普通骨材コンクリ

ートに対して若干劣ることが示されている。 

 図－2.3.15 に土木学会の限界状態設計法における疲労限界状態の照査の基本となる普通骨材

コンクリートの圧縮疲労に対するＳ-Ｎ関係 44）を示す。また，図－2.3.16に軽量骨材コンクリー

トに関して多くの研究者によって行われた圧縮疲労試験結果 44）を示す。図－2.3.16 中の式は，

実験結果の大部分を安全側に包含するものである。 

また，軽量骨材コンクリートを用いた部材の曲げ疲労特性は，普通骨材コンクリートと同程度

であるといわれている 34）。最近では，軽量骨材コンクリートに膨張材を混和した道路橋ＲＣ床版

の疲労特性に関する研究も行われ，図－2.3.17に示されるように，普通骨材コンクリートよりも

優れた耐疲労性を付与できることも確認されている 11）。 

 
表－2.3.1 圧縮疲労試験の結果（土木学会指針）43） 
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図－2.3.15 土木学会におけるＳ-Ｎ線図 44） 

（普通骨材使用） 

 

 
図－2.3.16 軽量骨材コンクリートのＳ-Ｎ線図 44） 

 

 

 
図－2.3.17 輪荷重走行試験結果（S-N 線図）11） 
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２．４ 軽量骨材コンクリートを有効に活用するために必要な技術 

  
軽量骨材コンクリートは，「普通骨材コンクリートに比べて収縮やクリープ係数が小さいこと，

骨材が工場製品であり品質の安定化が図れること，アルカリ骨材反応に対する懸念がないこと，

長期使用性についての実績が積まれてきていること，等の有意点がある。」との提言がなされてい

る 45）。また，建築分野における高強度軽量コンクリートの実績に加え，土木構造物における耐久

性に関する知見も 1960 年代後半から適用されてきた橋梁等の経年調査によって明らかになって

きてい 46）。 

施工の経済性・合理化を追求していく上で，軽量骨材コンクリートは，今後も有用な構造材料

であり続けることは間違いない。以下に，本章のレビューをもとに，軽量骨材コンクリートを有

効に活用していくにあたって，実現すべき主な項目を列挙する。 

 

① 軽量骨材のさらなる高強度化，軽量化，低吸水率化の実現 

② 圧送性，自己充塡性など優れたワーカビリティーを有するコンクリートの配合設計，施工技

術の確立 

③ 長期耐久性，特に凍結融解抵抗性を確保するための技術の確立 

④ 疲労に対する詳細検討 

⑤ コンクリートの品質管理・品質保証システムの確立 

 

本研究では，上記のうち，①，②，③について言及していく。 

 

①，③について 
絶乾状態あるいは気乾状態の軽量骨材を用いたコンクリートは，現状でも凍結融解抵抗性の確

保が可能となっている。ただし，この場合，スランプの経時変化が大きく，流動性が損なわれて

打込み位置でのワーカビリティーの確保が困難となる。コンクリートポンプを用いて圧送する場

合には，その課題解決が一層困難となる。 

一方，プレソーキングとプレウェッティングを行って高含水状態にした軽量骨材を用いれば，

経過時間や圧送に伴う流動性の変化は小さく，打込み位置でのワーカビリティーの確保が容易と

なる。ただし，凍結融解抵抗性が著しく低下し，耐凍害性に劣るコンクリートとなる。寒冷地で

の適用を図るうえでは，課題が残る。 

すなわち，打込み位置でのワーカビリティーと凍結融解抵抗性の両者を同時に確保させるため

の技術が望まれる。その一つとして，絶乾状態あるいは気乾状態で用いても吸水が生じにくく，

コンクリートのワーカビリティーに影響を及ぼすことなく，かつ凍結融解抵抗性を低下させない

『高性能な』人工軽量骨材が望まれる。そして，その骨材を用いたコンクリートを，実施工に供

するための配合選定や施工方法に関する提案を行うことが必要となる。 

 
②について 
軽量骨材の浮上がりを抑制しながらの締固め作業には，熟練した技能を要するが，技能・技量

に依存することなく材料分離を防止することを第一の目的とし，複雑な施工条件，構造条件にお

いても型枠内の隅々にまで充塡し，硬化後の品質を均質に確保できる「自己充塡性」を付与する

ための検討も必要となる。 
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第３章 独立空隙型人工軽量骨材を用いたコンクリートの基本特性 

 

 

３．１ 独立空隙型人工軽量骨材の品質 

 

膨張頁岩を主原料とした従来の人工軽量骨材に比べて，吸水率が非常に小さくかつ高強度な人

工軽量骨材（写真－3.1.1，以下，独立空隙型人工軽量骨材と記す）が開発され，この骨材を用い

た軽量骨材コンクリートの研究が盛んに行われ１），第２章で示した課題（圧送性と凍結融解抵抗

性の両立）を解決できる軽量骨材として多くの期待が寄せられた。 

本章では，この高性能軽量骨材の製造方法，品質およびこれを用いたコンクリートのフレッシ

ュ時の特性，硬化後の主な特性について記述する。 

 

 
写真－3.1.1 独立空隙型人工軽量骨材 

 
 従来型の人工軽量骨材は，膨張頁岩を主原料とし，原料の粉砕，分級，焼成，旧令，熱間吸水，

分級の工程を経て製造される。焼成の過程において，膨張頁岩の表層部は，高温にさらされて次

第に軟化して粘稠なガラス相になる。この後，1,000～1,200℃付近で分解ガス（O2，CO2など）が

発生し，このガスが封じ込められることにより，多孔質構造が形成される。その後，冷却機で 300

～350℃程度にまで温度を下げて粒度調整した後，十分に吸水させる（プレソーキング）。 

一方，独立空隙型人工軽量骨材は，図－3.1.1 に示す粉砕混合，造粒，乾燥および焼成からな

る４つの工程を経て製造される。粉砕混合ならびに造粒の各工程では，主原料となる真珠岩を微

粉砕しながら可塑材，発泡材などの添加材を所定割合加えて混合し，この混合微粉原料を回転造

粒機により高密度造粒する。高密度造粒物は，乾燥工程を経て焼成されるが，焼成の初期におい

て焼結することでさらに緻密化し，その後の焼成工程で発泡が生じて軽量化される。この製造方

法により内部に独立した微細な閉気孔が形成され，低吸水性の骨材が得られる。このような造粒

型骨材は，粉末を成形して焼成するセラミックスと同様な製造であり，急激に冷却すると温度応

力が生じて微細なクラックが発生し，強度低下が生じる。このため，焼成後は，従来型の人工軽

量骨材のような急冷は行わず，骨材の品質に悪影響を与えないように徐冷される。焼成された骨

材は，ふるい分け機によって粒度調整され，プレソーキングを行うことなく出荷される。 
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図－3.1.1 独立空隙型人工軽量骨材の製造工程１） 

 

 

人工軽量骨材は，製造方法によって造粒型と非造粒型の２種類に大別される。人工軽量骨材の

開発当初は非造粒型が大半を占めており，膨張頁岩を破砕して焼成するタイプの骨材が主流であ

った。表－3.1.1 に従来型の非造粒型人工軽量骨材と独立空隙型人工軽量骨材の物性の一例を示

す。従来型の軽量骨材の絶乾密度は，粗骨材で 1.25g/cm3, 細骨材で 1.68g/cm3 と通常の天然骨材

2.6g/cm3 程度に比べてかなり軽い。ただし，骨材内部には連通した空隙が存在するため吸水率が

非常に高く，水に接すると表面の毛細管を通じて内部に水が浸透する。このような軽量骨材を絶

乾あるいは気乾状態でコンクリートとして練り混ぜた場合，コンクリート中の水が骨材内部に吸

水され，経過時間に伴うスランプの低下やポンプを用いた圧送によるスランプの低下が大きく，

かつその低下量が不安定となり，打込み位置でのワーカビリティーを低下させる。そればかりで

なく，配管の閉塞などのトラブルの原因にもなり，施工性の低下の低下とともに，構造物の品質

低下を招いていた。一方，このような事象を防止するべく，プレソーキングやプレウェッティン

グを施した骨材の含水率は，粗骨材で 20％以上，細骨材で 10％以上と非常に大きく，含水率の小

さい通常の骨材に比べてコンクリートの凍結融解抵抗性を低下させていた。これに対し，独立空

隙型軽量骨材は，前述のとおり焼成過程で一度焼結して脱気し，その後発泡させるため，内部は

微細で独立した気孔が均質に分散している。独立空隙型人工軽量骨材の絶乾密度は，粗骨材で 0.8

～1.2g/cm3，細骨材で 0.9～1.1g/cm3 と従来型のものよりも軽く，また，24 時間吸水率および飽

和吸水率も非常に小さくなっている。この低吸水率化により，プレソーキングやプレウェッティ

ングを行わずに使用でき，コンクリートの軽量性を保ちながら，凍結融解抵抗性を確保できる。 

 
表－3.1.1 軽量骨材の物性値の例（従来型と独立空隙型の比較） 

 

粗⾻材 細⾻材 粗⾻材 細⾻材
絶乾密度（g/cm 3） 1.25 1.68 0.8〜1.2 0.9〜1.1
24 時間吸⽔率（％） 9.7 9.8 5.0 以下 8.0 以下 
出荷時吸⽔率（％）※1 28 16 − −
飽和吸⽔率（％）※2 − − 10.0 以下 10.0 以下 
※1：プレソークングさせた場合の吸⽔率 
※2：2時間煮沸後 2時間徐冷放置後の吸⽔率 

⾮造粒型⼈⼯軽量⾻材 独⽴空隙型⼈⼯軽量⾻材 
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３．２ 独立空隙型人工軽量骨材を用いたコンクリートの性状 

 

３．２．１ フレッシュコンクリート 

 

独立空隙型軽量骨材を用いたコンクリートの高強度性および高耐久性を発現するためには，高

強度化されたマトリクスとの組合せが必須となる。このため，水結合材比を 30～40％，結合材量

を 400～500kg/m3とすることが多く，混和剤には高性能 AE 減水剤を使用する。独立空隙型軽量

骨材は，膨張頁岩系非造粒型軽量骨材よりも密度が小さいため，通常のコンクリート配合のまま

で流動性を高めたり，過剰な振動締固めを行ったりすると骨材が浮き上がり，材料分離が生じや

すい。しかしながら，低水結合材比とすることでモルタルの粘性を高めることで，骨材分離が抑

制されて均質なコンクリートを製造できる。図－3.2.1は，独立空隙型軽量骨材（図中では高性

能軽量骨材）および膨張頁岩系非造粒型軽量骨材（図中では従来型軽量骨材）を用いたコンクリ

ートについて，各骨材をそれぞれ絶乾状態ならびに事前吸水して使用したときのスランプの

経時変化を示したものである２）。従来型軽量骨材を用いたコンクリートは，事前吸水を行わ

なければ，経過時間とともにスランプが急激に低下している。これに対し，独立空隙型軽量

骨材を用いたコンクリートは，事前吸水の有無にかかわらず，つまり，事前吸水を行わなく

ても，スランプの低下が緩やかであり，事前吸水した従来型軽量骨材を用いた場合と同等の

スランプ保持が示されている。すなわち，独立空隙型軽量骨材は，プレソーキングやプレウ

ェッティングを行わなくても，製造から打込み・締固めまで，コンクリートのワーカビリテ

ィーを確保できる可能性が示された。 

 

 
図－3.2.1 軽量骨材コンクリートの経過時間に伴うスランプの変化２） 
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３．２．２ 硬化コンクリート 

 

（１）力学的特性 

表－3.2.1 は，室内試験レベルで取得した軽量骨材コンクリートの物性値の例である１）。また，

表－3.2.2には，独立空隙型軽量粗骨材を使用したコンクリートについて，後述の研究で取得し

た物性値の一例を示した。 

これらによれば，普通骨材コンクリートの圧縮強度に対する引張強度の比率は 1/10～1/13 程度

であるのに対し，独立空隙型軽量骨材を用いたコンクリートは 1/13～1/18 と小さい値となってい

る。曲げ強度についても，普通骨材コンクリートが圧縮強度の 1/5～1/8 であるのに対し，独立空

隙型軽量骨材を用いたコンクリートは，1/8～1/9 であり，やはり小さい値になっている。圧縮強

度が 40N/mm2程度以上の領域では，軽量骨材コンクリートの引張強度は圧縮強度を増大させても

頭打ちの状態になることは第２章で示したとおりであるが，独立空隙型軽量骨材を使用した場合

でもその傾向は同様となっている。普通骨材コンクリートでは，引張破壊がモルタル自体ならび

にモルタルと粗骨材の界面に発生するひび割れから生じるのに対し，軽量骨材の場合は粗骨材自

体にもひび割れが発生し，モルタルのひび割れが骨材を貫通するため，脆性的な破壊に至ること

になる。この点は，構造設計に十分に反映しなければならない。 

 

表－3.2.1 軽量骨材コンクリートの各種強度試験の結果の例１） 

 
 

表－3.2.2 独立空隙型軽量骨材を使用したコンクリートの強度特性 

圧縮強度 引張強度 曲げ強度 ヤング係数 単位容積質量

（N/mm2） (N/mm2） (N/mm2） （kN/mm2） （kg/m3）

実験値 54.4 4.23 7.20 21.9 1,816

圧縮強度に対する比率
1.00

（１/1）
0.078

（1/13）
0.132
（1/8）

－ －

水セメント比38％，単位粗骨材量320㍑/m3
 

 

独立空隙型軽量骨材を用いたコンクリートのヤング係数は，同程度の圧縮強度を有する普通骨

材コンクリートに比較して小さい。これは，従来の軽量骨材コンクリートと同じであり，圧縮強

度および単位容積質量と密接な関係がある。表－3.2.1に示すように，絶乾密度 1.2g/cm3の独立

空隙型人工軽量骨材を粗骨材に用いた圧縮強度 60N/mm2のコンクリートのヤング係数は，

22kN/mm2程度であるが，2017 年制定土木学会コンクリート標準示方書［設計編：本編］に示さ
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れる圧縮強度 60N/mm2の普通骨材コンクリートのヤング係数 35kN/mm2の 60％程度となっている。 

 

（２）体積変化（自己収縮と乾燥収縮） 

独立空隙型軽量骨材の含水状態と自己収縮，乾燥収縮の測定結果の例を図－3.2.2および図－

3.2.3に示す３）。ここで図中の煮沸吸水とは，煮沸水中で強制的に吸水させた時の含水率である

（独立空隙型軽量粗骨材では 10vol.％程度）。これらの図より，軽量骨材の含水率が増えるほど，

最終的な自己収縮量は低減し，乾燥収縮量は増大することが分かる。これは，程度の差はあれど，

従来型の軽量骨材の収縮特性と同じであり，骨材内部に水があれば，マトリクスへの供給によっ

て自己収縮が抑制され，乾燥収縮では，最終的な収縮ひずみがわずかに大きくなる。なお，絶乾

状態と 24 時間吸水させた状態とでは，収縮挙動の差が小さく，骨材を一般的な条件で使用する場

合には，含水率の影響はほとんどないといえる。 

 

 
図－3.2.2 独立空隙型軽量粗骨材の含水状態と自己収縮ひずみの関係３） 

 

 
図－3.2.3 独立空隙型軽量粗骨材の含水状態と乾燥収縮ひずみの関係３） 

 

 

33



第３章 独立空隙型人工軽量骨材を用いたコンクリートの基本特性 

（３）耐久性（凍結融解抵抗性） 

 独立空隙型軽量粗骨材を用いた水セメント比 40％のコンクリートの凍結融解試験 (ASTM C 

666 A 法「急速水中凍結融解試験方法」に準拠)の結果の例を図－3.2.4に示す１），４）。軽量骨材の

含水状態は絶乾状態，24 時間吸水，煮沸吸水の３水準とし，空気量は，5.5±1.5％に調整されてい

る４）。これによると独立空隙型軽量骨材を使用したコンクリートの耐凍害性は骨材の含水率の影

響を受け，練り混ぜ時の含水率が大きいと相対動弾性係数が早期に低下することが示されている。

これは，従来型の人工軽量骨を使用したコンクリートと同じ傾向であるが，大きく異なるのは，

独立空隙型軽量骨材は，通常の圧力下では含水率が小さく，24 時間吸水率あるいはそれ以下の含

水率で使用されることである。このような場合，コンクリートの水セメント比および空気量を適

正な値とすることにより，実際の寒冷環境よりも厳しいといわれる促進試験による評価法によっ

ても十分な耐凍害性を示すことが分かる。 

 

 
図－3.2.4 独立空隙型軽量骨材を用いたコンクリートの凍結融解試験１），４） 

 

 表－3.2.3および表－3.2.4には，本研究において，独立空隙型軽量粗骨材を用いたコンクリー

トについて，JIS A 1148 に準拠して実施した凍結融解試験（水中凍結融解試験方法 A 法）の結果

を記す。詳細は，第４章および第６章で記すが，単位粗骨材量を 320 ㍑/m3 程度，水セメント比

を 40％以下，空気量を 5％程度以上確保することで，耐久性指数は 80％以上となり，また，写真

－3.2.1 に示すように表面のスケーリングも非常に小さい結果が得られることを確認している。

また，表－3.2.3に示すように，ポンプによる圧送を行った後でも，軽量骨材の含水率が小さく，

このような状態を保つことで，凍結融解抵抗性を確保できることを確認している。 

 

表－3.2.3 施工性確認実験におけるコンクリートの試験結果（後述：表－4.2.5） 

出荷時 現場到着時 ポンプ筒先 ポンプ筒先

練上りからの

経過時間（分）

スランプフロー（mm） 558 518 574 478

空気量（％） 7.3 7.0 6.2 －

単位容積質量（kg/m3） 1,783 1,700 1,783 －

コンクリート温度（℃） 27.0 27.0 28.0 －

外気温（℃） 30.0 28.0 28.0 －

軽量骨材含水率（％） 1.06 1.14 1.71 －

28日圧縮強度 43.1 44.1 44.2 －

耐久性指数 － 81.0 88.5 －

1274 52 68
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表－3.2.4 鉄道高架橋への適用に際して実施したコンクリートの室内試験結果 

（後述：表－6.1.11） 

ｺﾝｸﾘｰﾄ温度 ｽﾗﾝﾌﾟﾌﾛｰ 空気量 単位容積質量

（℃） （mm） （％） （kg/m3） ７日 28日 耐久性指数 質量変化率(%)

35 23.5 520 5.6 1,832 48.4 55.9 86.9 0.28

38 23.0 551 6.6 1,816 42.7 48.5 87.2 0.47

40 23.0 519 7.0 1,810 40.1 48.7 83.7 0.56

38-0 21.0 535 5.9 1,812 41.4 48.4 － －

38-0.35 21.9 517 6.9 1,827 46.5 51.6 － －

38-0.5 22.1 518 6.0 1,824 45.8 50.5 － －

圧縮強度（N/mm2）
No.

凍結融解抵抗性

 

 

写真－3.2.1 凍結融解試験 300 サイクル後の供試体の状況（表－3.2.4 中の No.38 配合） 

（後述：写真－6.1.7） 

 

（４）アルカリ骨材反応 

 本論文第２章でも示した通り，我が国の人工軽量骨材を用いたコンクリートは，アルカリ骨材

反応性は問題ないとされている５）。一方で，人工軽量骨材コンクリートで構築された実構造物に

おいてアルカリシリカ反応（ASR）による劣化の疑いのある事例が報告されており６），アルカリ

骨材反応によるコンクリートの劣化を防止するためには，人工軽量骨材の反応性を正しく評価し

ておく必要がある。化学法（JIS A 1145）やモルタルバー法（JIS A 1146）では ASR 反応性を適切

に判定できない人工軽量骨材については，岩石・鉱物学的検討に加え，コンクリートバー法によ

る膨張量の測定が提案されている７）。 

そこで，まず，真珠岩を主原料とする独立空隙型人工軽量骨材を用いたコンクリートについて，

コンクリートバー法による膨張量の測定を実施した。測定に供したコンクリートの配合を表－

3.2.5に示す。セメントは早強ポルトランドセメントを，細骨材は ASR 化学法で「無害」と判定

された陸砂および砕砂を用い，粗骨材に絶乾密度 1.23g/cm3，24 時間吸水率 1.91％の独立空隙型

人工軽量粗骨材を用いた。単位セメント量 435kg/m3，水セメント比 38％の高強度軽量骨材コンク

リートである。膨張量の測定は，JCI AAR-3「コンクリートバー法によるアルカリシリカ反応性

試験方法」に基づき，材齢 6 カ月まで 40℃で湿気を保った養生室の中で 1 カ月おきに実施した。

2001 年当時の規定で，水酸化ナトリウムを Na2Oeq で 2.4kg/m3添加したものと添加しないものの

長さ変化の測定結果から膨張量を算出した（当時の判定基準：6 か月の膨張率 0.100％）。 

膨張量の測定結果を図－3.2.5 に示す。6 カ月の膨張量は 0.001％以下（判定基準の 1/100）で

仕上げ面 

側面 

底面 
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あり，水酸化ナトリウムを添加した場合でも，有意な膨張は示さなかった。また，写真－3.2.2

に示すように，ひび割れの発生や外観上のゲルの生成は見られなかった。 

 

表－3.2.5 試験に供したコンクリートの配合 

ｽﾗﾝﾌﾟﾌﾛｰ 空気量 W/C Gvol s/a 単位量（kg/m
3
）

高性能
AE減水剤

増粘剤
ｳｪﾗﾝｶﾞﾑ

（cm） (%) (%) (㍑) (%) 水
早強
ｾﾒﾝﾄ

陸砂 砕砂
軽量

粗骨材
(P×%) (W×%)

165 435 490 338 394 1.00 0.05

165 139 190 126 320

下段は単位容積（㍑/m
3
）

49.755±5 6.0 38.0 320
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図－3.2.5 コンクリートバー法による膨張率の測定結果 

 

 
写真－3.2.2 供試体の外観（３カ月） 

 

次に，表－3.2.5 に示すコンクリートで構築した実構造物（鉄道高架橋）から採取したコア供

試体（φ55mm，写真－3.2.3）について，残存膨張率を測定した。コア供試体は，打設後約２年

経過した時点で採取し，すぐに残存膨張率の測定に供した。膨張率の測定は，JCI-DD2「アルカ

リ骨材反応を生じたコンクリート構造物のコア採取による膨張率の測定方法」に準じて実施した。 

 長さ変化率（残存膨張率）の測定結果を図－3.2.6に示す。6 カ月経過後の残存膨張率は，No.1

巨視体で 0.019％，No.2 供試体で 0.017％であり，ともに有害な膨張を示さなかった（20℃におけ

る解放膨張率はともに 0.02％以下）。 
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写真－3.2.3 実構造物から採取したコア供試体 

 

 

図－3.2.6 長さ変化率（残存膨張率）の測定結果（温度 40℃，相対湿度 95％以上） 

 

高温で焼成された人工軽量骨材の中には，アルカリシリカ反応を持つ鉱物（ガラス相，クリス

トバライト，トリジマイト）が含有される場合がある。ただし，その場合であっても，アルカリ

シリカ反応によるゲルの生成量自体が比較的少なく，また，軽量骨材が多量の気孔を有すること

により，ゲルが生成してもその膨張圧が緩和され，有害な膨張が生じないことが報告されている
６）。独立空隙型人工軽量骨材についても，気孔が独立しているものの，内部に多量の気孔を有す

ることに変わりはなく，既往の報告６）と同様の現象が起きているものと思われる。コンクリート

バー法による試験結果，実構造物から採取したコア供試体の残存膨張率の測定結果からも，独立

空隙型人工軽量粗骨材を用いた軽量骨材コンクリートは，ASR 化学法で「無害」と判定される細

骨材を用いれば，アルカリ骨材反応による劣化は生じにくいといえる。 

No.1 供試体 No.2 供試体 

No.2 供試体 No.1 供試体 
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３．３ まとめと本研究の方針 

 

独立空隙型軽量骨材を用いたコンクリートの特性について，骨材製造会社が取得した知見に加

えて，独自に実施した施工実験において採取した圧送前後の試料を対象に実施した凍結融解抵抗

性試験の結果を概説した。また，アルカリ骨材反応性について，コンクリートバー法による試験

および実構造物から採取した供試体の残存膨張率の測定を実施した。 

独立空隙型人工軽量骨材は，従来の軽量骨材コンクリートの施工性，力学的特性，耐久性をさ

らに進歩させる材料として，大きな期待か寄せられる。ただし，このコンクリートを実構造物へ

適用し，その特長と性能を発揮させるためには，施工に関する実験データが少なく，未解明な部

分も多いのが実態であった。 

そこで，本研究において，第４章でワーカビリティーに関する提案を，第５章で自己充塡性付

与に関する提案を行い，第６章でこれらを導入した実構造物の構築により，施工性と耐久性を両

立させる軽量骨材コンクリート技術の研究成果の実証を行った。 
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第４章 適切なワーカビリティーを有する独立空隙型軽量骨材 

コンクリートの提案 

 
 
４．１ 適切な圧送性の確保の必要性 

 

４．１．１ 圧送性を阻害する要因 

 近年のコンクリート工事では，コンクリートの場内運搬は，コンクリートポンプによる圧送が

不可欠となっており，ブームを用いた圧送や配管を用いた圧送など，施工条件によって様々な圧

送形態が採用される。一般に，コンクリートの圧送では，スランプが小さいもの，単位水量が小

さいもの，水セメント比が小さいものほど，コンクリートポンプのピストン前面圧が大きくなり，

配管の管内圧力が増大する。また，配管の水平換算距離が長いもの，圧送速度が速いものほど，

ピストン前面圧，管内圧力が増大する。管内圧力は，コンクリートの性状に影響を及ぼし，管内

でのブリーディングや粗骨材のロッキング現象のほかに，骨材内部への加圧吸水が生じることが

知られている。特に，軽量骨材を用いる場合には，吸水率が大きく，骨材内部に連通した空隙が

存在するため，圧送中にその空隙にコンクリートの自由水が入り込み，コンクリートの流動性の

低下が生じることが知られている。そのため，軽量骨材コンクリートを圧送する場合には，骨材

のプレソーキングに加え，十分なプレウェッティングが行われる。 

一方，プレソーキングやプレウェッティングによる骨材中の水は，コンクリートの凍結融解抵

抗性の低下を引き起こす要因となること１）から，凍結融解作用を受ける寒冷地においても耐久性

が求められる土木構造物にはほとんど使用されていないのが現状である。このような状況下で，

第３章で示した「独立空隙型人工軽量骨材」が開発され２），骨材自身の高強度化と低吸水率化が

図られ，凍結融解抵抗性に優れた人工軽量骨材コンクリートの実用化が期待された。独立空隙型

人工軽量骨材を用いたコンクリートの最大の特徴は，骨材のプレソーキングやプレウェッティン

グを行わず，骨材内部に水を極力存在させない気中乾燥状態（気乾状態）で練り混ぜ，施工に供

することでコンクリートの凍結融解抵抗性を確保しようとするところにある。 

内部に水を含まない気乾状態の独立空隙型人工軽量骨材を用いたコンクリートの圧送性につい

ては未知な部分が多く，実構造物への適用に際しては，適切な圧送性を確保するための手法を確立

しておく必要があった。本節では，気乾状態の独立空隙型人工軽量骨材を用いたコンクリートの圧

送負荷や，圧送中の骨材の吸水についての検討を行い，圧送に適した配合の提案を行った。検討に

際しては，まず，事前圧送実験を行って課題や骨材の加圧吸水現象を明らかにした。次に，骨材の

加圧吸水抑制に関する検討を室内実験で実施し，圧送性を確保するための手法を考案した。さらに，

その手法を検証するための圧送実験を実施した。 
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４．１．２ 事前圧送実験による課題の確認 

 気乾状態の独立空隙型人工軽量骨材を使用したコンクリートの圧送性について，基本的な知見

を得るべく，事前圧送実験を実施した。事前圧送実験に先立ち，室内実験において，圧送を想定

したフレッシュコンクリートの加圧試験を行い，骨材内部への吸水や吸水に伴う流動性の低下に

関する基本的なデータを取得した。次に，配管延長 122.8m の圧送実験を行って，実際の圧送で

生じる現象を確認した３）。 

（１）室内実験 
１）使用材料およびコンクリート配合 
使用材料を表－4.1.1 に示す。粗骨材は流紋岩系真珠岩を造粒・焼成した独立空隙型人工軽量

骨材であり，24 時間吸水率が 2.9%のものである。高性能 AE 減水剤にはポリカルボン酸系のもの

を用い，時間経過に伴う性状変化を小さくすることを目的に，遅延形のものを用いた。表－4.1.2

に検討の対象としたコンクリートの配合を示す。コンクリートは，粗骨材のみに軽量骨材を用い，

圧縮強度 40N/mm2，単位容積質量 1,800kg/m3程度の高強度軽量骨材コンクリートとした。配合や

流動性の違いが加圧後の性状に及ぼす影響を検討するためにスランプ 21cm およびスランプフロ

ー550mm の２種類のコンクリートについて実験を実施した。 

 
表－4.1.1 使用材料 

使用材料 記号 銘　　柄 摘　　要

セメント Ｃ 普通ポルトランドセメント 密度：3.15g/cm3，比表面積：3,400cm2/g

粗砂：朝日村産山砂 表乾密度：2.58g/cm3，吸水率：1.71%

細骨材 Ｓ 細砂：中条町産山砂 表乾密度：2.57g/cm3，吸水率：1.64%

混合比　粗：細＝70：30 粗粒率：2.64

絶乾密度：1.10g/cm3，24h吸水率：2.90%

実積率：66.4％，最大骨材寸法：15mm

混和剤 SP 高性能AE減水剤 ポリカルボン酸系(遅延形）

人工軽量粗骨材
（独立空隙型人工軽量骨材）

粗骨材 Ｇ

 

 
表－4.1.2 コンクリート配合 

流動性 空気量 W/C Gvol s/a

の目標値 (%) (%) (㍑） (%) Ｗ Ｃ Ｓ粗 S細 Ｇ ＳＰ

1
ｽﾗﾝﾌﾟ

21±1.5cm
5.0 40.0 350 48.0 155 388 582 247 385 3.88

2
ｽﾗﾝﾌﾟﾌﾛｰ

550±50mm
6.0 40.0 310 50.5 175 438 571 243 341 5.26

NO. 単位量(kg/m
3
)

 

W/C：水セメント比，Gvol：単位粗骨材容積，s/a：細骨材率，G：絶乾状態で表示 

 
２）実験方法 
コンクリートの練混ぜにはパン型強制練りミキサ（容量 60ℓ，回転数 60r.p.m）を用い，全材料

投入後 120 秒間練り混ぜた。練混ぜ量は 1 バッチ 30ℓ とし，2 バッチを練混ぜてから試験に供し

た。なお，軽量骨材は絶乾状態のものを用いた。 

 試験では，表－4.1.2 に示す No.1 配合および No.2 配合の練り上がったコンクリートを傾動式

ミキサに投入して，2r.p.m.で撹拌しながら，フレッシュ性状の経時変化を確認するとともに，練

上がり 120 分後のコンクリートについては，非排水加圧試験を行って，加圧後のコンクリートの

スランプおよび軽量骨材の含水率を測定した。非排水加圧試験は，粗骨材最大寸法 40mm コンク

リート用の加圧ブリーディング試験装置（φ200m×h250mm）を用い，非排水状態として加圧力

3.5N/mm2，繰返し回数 10 回の加圧を行った。その際の加圧に要する時間は 20 分であった。また，
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圧送によるコンクリートの流動性低下の主な原因を，コンクリート中の水が軽量骨材に吸水され

ることであると仮定し，単位水量だけを減少させた配合のコンクリートについてスランプおよび

スランプフローを測定した。これは練混ぜ時に水量を変化させたものであり，練混ぜ後に軽量骨

材の吸水によるものとは機構が異なるが，水量の変化がコンクリートの流動性に及ぼす影響を把

握するために実施したものである。No.1 配合については，単位水量 155kg/m3（標準配合），

152.5kg/m3，150kg/m3および 145kg/m3の４ケースについて試験を行った。また，No.2 配合につい

ては，単位水量 175kg/m3（標準配合），170kg/m3，165kg/m3，160kg/m3 および 155kg/m3 の５ケー

スについて試験を行った。 

 

３）実験結果および考察 

No.1 配合および No.2 配合のコンクリートのスランプあるいはスランプフローの経時変化を図

－4.1.1に示す。図に示すようにそれぞれ目標とする流動性を 120分間保持することを確認した。

練上がり 120 分後に，非排水加圧試験を行った結果，図－4.1.2に示すように，No.1 配合では同

じ時間の加圧を行わないコンクリートのスランプが 15.5cm であったのに対し，加圧を行ったもの

のスランプは 0cm であった。また，No.2 配合では加圧を行わないコンクリートのスランプが

24.5cm（スランプフロー480mm）であったのに対し，加圧を行ったもののスランプは 18cm であ

った。軽量骨材の加圧前の含水率は No.1 配合で 1.05％，No.2 配合で 1.19％であったのに対し，

加圧後の含水率は No.1 配合で 4.74％，No.2 配合で 4.70％とともに 3.5％程度増加している結果と

なった。本試験では軽量骨材を絶乾状態で使用したが，コンクリートの流動性の経時変化は２ケ

ースともに僅かであり，また，練上がり 120 分後の骨材の含水率が 1％程度であることから，圧

力が作用しない状態では，コンクリート中の軽量骨材はほとんど吸水しないことが示された。し

かしながら，コンクリートに 3.5N/mm2 の圧力が加わると，独立空隙型人工軽量骨材といえど，

軽量骨材の吸水が生じる結果となった。この吸水によって，図－4.1.2 に示すコンクリートの流

動性の低下につながったものと考えられる。 
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図－4.1.1  スランプ（フロー）の経時変化 
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図－4.1.2  加圧前後のスランプの比較 

 
  そこで，単位水量だけ異なるコンクリートの流動性の変化について検討した。図－4.1.3 およ

び図－4.1.4に単位水量とスランプあるいはスランプフローの関係を示す。図に示すように，No.1

配合では水量が 10kg（含水率に換算した場合 2.8％に相当）減少することによってスランプが 20cm

から 5cm に低下した。これに対し，No.2 配合では同様に流動性が低下するものの，水量 20kg（含

水率に換算した場合 6.3％に相当）減少してもスランプが 22cm であり，十分なワーカビリティー

を有するコンクリートであった。このように，初期に高い流動性を有するコンクリート，ここで

は，単位水量が大きく，単位粗骨材量が小さい配合では，圧送後の軽量骨材の吸水が生じてもコ

ンクリートの流動性の低下を抑制できることが示された。 
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図－4.1.3  単位水量とスランプの関係（配合１） 
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図－4.1.4  単位水量とスランプ（フロー）の関係（配合２） 
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（２）事前圧送実験 

１）実験方法 

コンクリートの製造は，市中のレディーミクストコンクリート工場の水平二軸式強制練りミキ

サ（容量 2.5m3，回転数 60r.p.m）を用いて行い，全材料投入後 60 秒間練り混ぜた。使用材料およ

びコンクリートの配合は，前出表－4.1.1および表－4.1.2に示すものである。軽量骨材は絶乾状

態のものを用いた。各ケースともに１バッチの練混ぜ量は 1.5m3 とし，３バッチ 4.5m3 を練り混

ぜ，練り上がったコンクリートをアジテータ車（10t 車）に投入した。そして，そのコンクリー

トについて表－4.1.3 に示すフレッシュ性状試験を行い，所定の性状を満足していることを確認

後，実験現場まで約 120 分かけて運搬した。アジテータ車が実験現場に到着後，直ちに No.2 配合

から圧送を開始し，続いて No.1 配合について同様の手順で圧送を行った。使用したポンプは表－

4.1.4 に示す油圧ピストン式のものであり，高圧仕様の設定で圧送を行った。輸送管は５Ｂ管と

し，配管は，図－4.1.5に示す総延長 122.8m および 44.8m の２ケースとした。 

圧送に際しては，圧送前および圧送後のコンクリートについて，表－4.1.3 に示す試験を適宜

行った。ここで，軽量骨材の含水率は，採取したコンクリートを 5mm ふるいの上で洗い，残っ

た粗骨材を炉乾燥にかけて絶乾状態とすることで測定した。 

 

表－4.1.3 フレッシュコンクリートの試験項目 

試験項目 目標値 摘要
スランプ 21±1.5cm JIS A 1101

スランプフロー 550±50mm JSCE-F503-1990
空気量 4～7％ JIS A 1128

単位容積質量 － JIS A 1116
コンクリート温度 － 温度計により測定
軽量骨材含水率 － 洗い試験後，乾燥して測定  

 

表－4.1.4 コンクリートポンプの仕様 

ストローク長

シリンダ数
ホッパ容量

標準圧仕様 高圧仕様

理論吐出量 10～100m3/h 10～60m3/h
最大理論吐出圧力 4.90N/mm2 8.05N/mm2

水平輸送距離 530ｍ 820ｍ
垂直輸送距離 125ｍ 220ｍ

シリンダ径

1650mm
2

0.50ｍ3

φ205mm

 

 

 

図－4.1.5 配管形状 

0.3mアジテータ車 ポンプ車
114.0m 4.0m

4.5m
配管の総延長122.8m

∬

∬36m
4.0m

4.5m
0.3m

配管の総延長44.8m
アジテータ車 ポンプ車
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２）実験結果および考察 

図－4.1.6 に圧送実験におけるスランプあるいはスランプフローの経時変化を示す。図に示す

ように，No.2 配合のスランプフローは練上がり直後 535mm に対し，練上がりから 118 分後の現

場到着時 578mm，139 分後の圧送実験終了時 573mm であった。また，No.1 配合のスランプは練

上がり直後 21.5cm に対し，練上がりから 127 分後の現場到着時 21.5cm，168 分後の第１回目の圧

送性実験終了時 20.5cm，221 分後の第２回目の圧送性実験終了時 18.5cm であった。このように流

動性の経時変化が小さかった理由としては，遅延形の高性能 AE 減水剤を用いたことに加え，コ

ンクリート温度が 10℃前後（外気温も 10℃前後）と低かったことが考えられる。また，室内実

験結果同様に，練上がり後のコンクリートは，アジテータ車による運搬・攪拌時には軽量骨材へ

の吸水がほとんど生じなかったためと考えられる。なお，空気量は７％程度でほぼ一定であった。 

図－4.1.7 にピストン前面圧の経時変化を示す。スランプフロー550mm の No.2 配合では，圧

送後ピストン前面圧が漸増し，その後 3N/mm2で一定となり，4.5m3のコンクリートを閉塞するこ

となく配管距離 122.8m を順調に圧送した。続いて，スランプ 21cm の No.1 配合を圧送したが，

圧送開始後７分でピストン前面圧が 7N/mm2 以上となり，閉塞状態となった。そこで配管を切断

し，コンクリートの状態を観察したところ，コンクリートはピストン近傍で最も硬くなっており，

ピストンから離れるにしたがって流動性が大きくなっていることが観察された。そこで，配管距

離を 44.8m と短くして，再度 No.1 配合について圧送性実験を行った。この場合においても圧送開

始から約３分でピストン前面圧が 7N/mm2以上となり，閉塞状態となった。 
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図－4.1.6  スランプ（フロー）の経時変化 
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図－4.1.7  ピストン前面圧の経時変化 
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図－4.1.8に No.2 配合の圧送前と圧送後のスランプフローの関係を示す。No.1 配合は閉塞した

ため配管距離 122.8m でのデータがなく，配管距離 44.8m では閉塞直前に採取したもので圧送前

18.5cm に対し，圧送後 14.0cm であった。図－4.1.8 から No.2 配合のスランプフローは，圧送前

に 573～578mm のものが圧送後 433～467m と，100mm 程度低下しているものの，圧送後のコン

クリートはスランプ 22cm 程度であり，十分に施工可能なコンクリートであった。従来の人工軽

量骨材（吸水率 27.0%程度）を用い，その骨材をプレウェッティングしたコンクリートの圧送実

験の結果では，圧送前のスランプフロー468mm に対し，圧送後は 384mm に低下している４）。こ

れらのことから，圧送前のスランプフローを 550mm 程度とすることによって，独立空隙型の人

工軽量骨材を用いた場合には，その骨材が絶乾状態であっても圧送が可能であることが示された。 

図－4.1.9に No.2 配合の圧送前後の軽量骨材の含水率を示す。圧送前の含水率は約 2％でほぼ

一定であったのに対し，圧送後の含水率は圧送時間が長くなるほど大きくなる傾向を示した。図

－4.1.10にピストン前面圧と圧送後の軽量骨材の含水率の関係を示す。同図において，No.1 配合

のピストン前面圧 7.22N/mm2の含水率はピストン近傍で採取したコンクリートの軽量骨材につい

てのものである。図に示すように，ピストン前面圧と圧送後の軽量骨材の含水率は比例関係にあ

り，ピストン前面圧が大きくなるほど軽量骨材の含水率が大きくなることが分かった。 
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図－4.1.8  圧送前後のスランプフローの関係 
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図－4.1.9  圧送前後の骨材含水率の関係 
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図－4.1.10  ピストン前面圧と圧送後の骨材含水率の関係 

 

  図－4.1.11 に閉塞状態となった No.1 配合のポンプ根元からの距離と軽量骨材の含水率の関係

を示す。図に示すようにピストン近傍で含水率が 7％以上となり，ポンプから 75ｍ離れたところ

では，含水率は 4.58％であった。コンクリートの流動性は，目視ではあるがピストン近傍では硬

化したコンクリートのように硬く，ポンプから離れるにしたがって流動性が大きくなる傾向にあ

った。以上のことから，今回実験を行った独立空隙型人工軽量骨材を用いたコンクリートの配管

の閉塞は，管内圧力が最も大きくなるピストン近傍で軽量骨材への吸水が大きく生じてコンクリ

ートの流動性が低下することによって起こったと考えられる。その機構は，コンクリートのスラ

ンプが 21cm 程度の場合，軽量骨材への吸水によってスランプが大幅に低下し，その結果さらに

ピストン前面圧が増加，それによって骨材への吸水がさらに増大するという悪循環となって，最

終的に閉塞状態になるものと考えられる。これに対し，コンクリートのスランプフローが 550mm

程度の場合，軽量骨材に吸水が生じてもコンクリートの流動性の低下は小さく，その結果ピスト

ン前面圧も上がらず安定した圧送が可能になったものと考えられる。 
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図－4.1.11  ポンプからの距離と骨材含水率の関係 
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図－4.1.12に圧送前後のコンクリートの圧縮強度試験結果を示す。図に示すように，No.1 配合

では圧送前後の圧縮強度は，圧送後の方がわずかに大きいものの，ほぼ同じであった。これは No.1

配合では圧送開始後数分で閉塞したため，採取した筒先におけるコンクリートの粗骨材の吸水率

は 2.59％であり圧送後の粗骨材の吸水率の増加が小さかったことによるものと考えられる。これ

に対し，No.2 配合では明らかに圧送後の強度の方が大きくなった。従来の人工軽量骨材を用いた

既往の研究５）では，圧送前後の圧縮強度を比較すると若干圧送前の方が大きくなっている。しか

し，今回の実験では，独立空隙型の人工軽量骨材を絶乾状態で使用したため，圧送によってモル

タル中の水分が骨材に吸水され，その結果モルタルの強度が増大したものと考えられる。実際に，

No.2 配合において圧送後の粗骨材の吸水率は 4.58％であり，圧送前に比べて 2％以上大きくなっ

ていた。 
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図－4.1.12  圧送前後の圧縮強度の関係 

 

 

（３）まとめ 

独立空隙型の人工軽量骨材を用いたコンクリートの圧送性について，室内実験および圧送実験

を行った結果，以下のことが明らかとなった。 

 

・軽量骨材を絶乾状態で使用した場合でも，圧力が作用しない状態ではコンクリート中の骨材は

ほとんど吸水せず，コンクリートの流動性の経時変化に影響を及ぼさない。 

・圧送前のコンクリートのスランプフローを 55cm 程度とすることによって，軽量骨材が絶乾状

態であっても十分に圧送が可能である。 

・圧送性を確保するためには，単位水量を確保し，粗骨材の絶対容積を大きくしないこと，圧送

負荷（管内圧力）を下げ，骨材への吸水を抑制することがポイントである。つまり，配合の工

夫により，圧送前の流動性を高めておくことが有効である。 

・軽量骨材を絶乾状態で使用した場合，圧送後のコンクリートの圧縮強度は，圧送前よりも大き

くなる。 
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４．１．３ 骨材の加圧吸水の抑制に関する検討 

前節の事前圧送実験において，安定した圧送性を確保するためには，軽量骨材の加圧吸水を抑

制する必要性が示された。本節では，その一手法として，併用系高流動コンクリートに用いられ

る特殊増粘剤ウェランガム６）をコンクリートに添加する方法について検討した７）。ウェランガム

に期待した効果としては，①フレッシュコンクリート中の水の粘性が増大することで，骨材に吸

水が生じにくくなること，②同一の流動性を得るための高性能 AE 減水剤の量が増加することで，

経過時間に伴う流動性の低下が小さくなること，であり，これらの効果が有効に機能すれば，安

定した圧送性を付与できると考えた。これに加え，③同一の流動性における材料分離抵抗性が向

上し，打込み，締固めの難易度が下がること，④温度や練混ぜ水量の変化に対して，流動性の変

化が鈍化し，フレッシュコンクリートの性状が安定することも期待した。 

  

（１）実験概要 

１）使用材料およびコンクリートの配合 

使用材料を表－4.1.5 に示す。使用した粗骨材Ｇl は，独立空隙型人工軽量粗骨材であり，24

時間吸水率が 1.06％のものである。混和剤には，ポリカルボン酸エーテル系の高性能 AE 減水剤

を使用した。 

表－4.1.6 に検討の対象としたコンクリートの配合を示す。圧縮強度 40N/mm2，単位容積質量

1,800kg/m3 の高強度軽量骨材コンクリートを想定して，配合および流動性の違いが，加圧後のフ

レッシュコンクリートの性状に及ぼす影響を検討するために，スランプ 21cm およびスランプフ

ロー550mm の２種類のコンクリートについて試験を実施した。また，各々のコンクリートにウェ

ランガムを添加した場合と添加しない場合について検討を行い，ウェランガムの添加が，加圧後

のフレッシュコンクリートの性状に及ぼす影響について評価した。配合記号の数字は水セメント

比，SF はスランプフロー，SL はスランプ，V はウェランガム添加を意味する。 

 

表－4.1.5 使用材料 

使用材料 記号 摘要

セメント Ｃ 早強ポルトランドセメント 密度：3.13g/cm3，比表面積：4,570cm2/g

Ｓ1 　粗砂：岩舟郡荒川産川砂 表乾密度：2.58g/cm3，吸水率：1.42%
細骨材 Ｓ2 　細砂：太郎代産山砂 表乾密度：2.58g/cm3，吸水率：1.85%

　混合比　粗砂：細砂＝65：35 粗粒率：2.60

粗骨材 真珠岩系独立空隙型 絶乾密度：1.20g/cm3，24h吸水率：1.06％，
（室内試験） 人工軽量粗骨材 実積率：60.1%，最大寸法：15mm

SP 高性能AE減水剤 ポリカルボン酸エーテル系（標準形）

VIS 特殊増粘剤 ウェランガム
混和剤

Ｇl

 
 

表－4.1.6 コンクリートの配合 
流動性 空気量 W/C Gvol s/a 単位量（kg/m

3
）

の目標値 (%) (%) （㍑） (%) W C S1 S2 G SP VIS

40SFV
ｽﾗﾝﾌﾟﾌﾛｰ

550±50mm
40.0 310 51.1 170 425 543 293 372 6.80 0.085

40SF
ｽﾗﾝﾌﾟﾌﾛｰ

550±50mm
40.0 310 51.1 170 425 543 293 372 3.83 0

40SLV
ｽﾗﾝﾌﾟ

21±1.5cm
40.0 340 47.9 160 400 523 282 408 5.20 0.065

40SL
ｽﾗﾝﾌﾟ

21±1.5cm
40.0 340 47.9 160 400 523 282 408 3.60 0

W/C：水セメント比，Ｇvol：単位粗骨材容積，s/a：細骨材率
Ｇ：絶乾状態で表示

配合

6.0
±
1.5
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２）実験方法 

 練混ぜにはパン型強制練りミキサ（容量 60ℓ）を使用し，練混ぜ量は 50ℓ とした。練混ぜは，

全材料投入後 120 秒間撹拌し，ミキサ内で５分間静置した後，さらに 30 秒間撹拌して排出した。

コンクリートの基本性状を確認するために，練上り直後のスランプ，スランプフロー，空気量お

よび単位容積質量を測定した。また，コンクリートポンプによる圧送を想定して，加圧に対する

フレッシュコンクリートの性状変化を把握するために，非排水状態とした加圧ブリーディング試

験容器（φ200×h250mm）を用いてフレッシュコンクリートの加圧試験を実施した。本節での加圧

条件は，加圧力を 3.5N/mm2，加圧時間を１分間とし，二つの容器に試料を詰め，加圧した試料お

よび加圧しない試料について同時刻にスランプ，スランプフローおよび軽量骨材の含水率を測定

した。 

 

（２）実験結果 

練上り直後のフレッシュコンクリートの試験結果を表－4.1.7 に示す。いずれの配合も目標品

質をほぼ満足するものであった。加圧前後の流動性の比較を図－4.1.13に，加圧前後の骨材含水

率の比較を図－4.1.14に示す。図－4.1.13より，いずれの配合も加圧によって流動性の低下が認

められたが，ウェランガムを添加した場合には，流動性の低下が軽減されていた。また，図－4.1.14

に示すように，3.5N/mm2の非排水加圧試験によって，軽量骨材の含水率は，いずれの配合におい

ても，24 時間吸水率 1.06％を上回る結果となった。ただし，ウェランガムを添加した場合には加

圧前の骨材含水率が小さくなっており，絶乾状態で使用した軽量骨材の練混ぜ中の吸水が抑制さ

れていた。さらに，加圧前後における骨材含水率の変化も小さくなっていた。これらのことから，

水溶性の増粘剤ウェランガムの添加によってフレッシュコンクリート中の水の粘性が増大し，骨

材内部への吸水が抑制され，その結果，加圧に対する流動性の低下を軽減できると考えられた。

ただし，表－4.1.8 に示すように，含水率の変化から推定される加圧後の単位水量は，ウェラン

ガム添加の有無で 1kg/m3程度しか差が生じておらず，吸水の影響以外にも流動性の保持を改善す

るための要因があることが想像される。ウェランガムを添加した場合には，同等の流動性を得る

ための高性能 AE 減水剤の添加量が増加する。また，後述の図－4.1.28にも示すように，単位水

量の変化に対して，コンクリートの流動性の変化を低減させる効果もある。これらのことが，軽

量骨材内部への吸水による水量変化に対して，コンクリートの流動性の変化を生じにくくさせて

いるものと考えられた。 

なお，目標スランプ 21cm のコンクリートは加圧によってワーカビリティーが極端に損なわれ

ており，特にウェランガムを添加しない場合にはスランプが 21cm から 3cm まで低下した。この

現象は，前節の事前圧送実験おける現象を再現するものであり，単位水量が小さい上，粗骨材量

が大きいために，加圧による骨材内部への吸水の影響が顕著に現れたことによるものと考えられ

た。 

 

表－4.1.7 フレッシュコンクリートの試験結果 

ｺﾝｸﾘｰﾄ 空気 単位容積

配合 温度 量 質量

(℃) (cm) (mm) 平均 (%) (kg/m3)

40SFV 20.3 26.0 519 × 514 517 7.0 1819

40SF 20.2 24.5 472 × 470 471 4.7 1839

40SLV 20.2 24.0 416 × 415 416 6.2 1784

40SL 20.6 22.0 385 × 364 375 4.5 1834

ｽﾗﾝﾌﾟ ｽﾗﾝﾌﾟﾌﾛｰ
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図－4.1.13 加圧前後の流動性の比較 
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図－4.1.14 軽量骨材の含水率 

 

表－4.1.8 軽量骨材の含水率の上昇から推定される加圧後のコンクリートの単位水量 

単位粗骨材量 単位水量の 加圧後の

配合 (絶乾重量） 減少量 推定単位水量

（％） （％） （％） （kg） (kg/m3) (kg/m3)

40SFV 0.53 2.16 1.63 372 6.06 164

40SF 0.89 2.77 1.88 372 6.99 163

40SLV 0.60 1.91 1.31 408 5.34 155

40SL 0.78 2.30 1.52 408 6.20 154

加圧前
含水率

加圧後
含水率

増加した
含水率

 

  

 

これらのことから， 独立空隙型人工軽量骨材を気乾状態で用いるコンクリートの圧送性を確保

する手法として，圧送前の流動性を高めた上で，増粘剤ウェランガムを添加しておくことが有効

であることが示された。 
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４．１．４ 圧送実験による吸水抑制手法の検証 

 独立空隙型人工軽量骨材を気乾状態で用いるコンクリートの圧送性を確保する手法として，圧

送前の流動性を高めた上で増粘剤ウェランガムを添加する手法の有効性を検証するために，新た

に圧送実験を実施した７）。 

 

（１）検証実験概要 

１）使用材料およびコンクリートの配合 

使用材料を表－4.1.9 に示す。使用した粗骨材Ｇp は独立空隙型人工軽量粗骨材であり，24 時

間吸水率が 2.8％のものである。軽量骨材は，４．１．３の室内実験で使用したもの（Ｇl：24 時

間吸水率 1.06％）とは製造ロットが異なり，24 時間吸水率がやや大きい値となっている。 

圧送実験に供したコンクリートの配合を表－4.1.10 に示す。実験では，室内実験で検討した

40SFV，40SF，40SLV に加え，水セメント比を 38％まで小さくした 38SFV（W/C＝38％，Gvol

＝330ℓ/m3）についても検討の対象とした。なお，事前圧送実験の結果を踏まえ，４．１．３で検

討した 40SL（スランプ 21cm，ウェランガムなし）については，検討から除外した。 

 

表－4.1.9 使用材料（圧送実験：検証） 

使用材料 記号 摘要

セメント Ｃ 早強ポルトランドセメント 密度：3.13g/cm3，比表面積：4,570cm2/g

Ｓ1 　粗砂：岩舟郡荒川産川砂 表乾密度：2.58g/cm3，吸水率：1.42%
細骨材 Ｓ2 　細砂：太郎代産山砂 表乾密度：2.58g/cm3，吸水率：1.85%

　混合比　粗砂：細砂＝65：35 粗粒率：2.60

粗骨材 真珠岩系独立空隙型 絶乾密度：1.24g/cm3，24h吸水率：2.80％，
（圧送実験） 高性能人工軽量粗骨材 実積率：61.5%，最大寸法：15mm

SP 高性能AE減水剤 ポリカルボン酸エーテル系（標準形）

VIS 特殊増粘剤 ウェランガム
混和剤

Ｇp

 

 
表－4.1.10 コンクリートの配合（圧送実験：検証） 

流動性 空気量 W/C Gvol s/a 単位量（kg/m
3
）

の目標値 (%) (%) （㍑） (%) W C S1 S2 G SP VIS

40SFV
ｽﾗﾝﾌﾟﾌﾛｰ

550±50mm
40.0 310 51.1 170 425 543 293 384 6.80 0.085

40SF
ｽﾗﾝﾌﾟﾌﾛｰ

550±50mm
40.0 310 51.1 170 425 543 293 384 3.83 0

40SLV
ｽﾗﾝﾌﾟ

21±1.5cm
40.0 340 47.9 160 400 523 282 422 5.20 0.065

38SFV
ｽﾗﾝﾌﾟﾌﾛｰ

550±50mm
38.0 330 48.1 165 435 513 276 409 6.96 0.087

W/C：水セメント比，Ｇvol：単位粗骨材容積，s/a：細骨材率
Ｇ：絶乾状態で表示

配合

6.0
±
1.5

 
 

 

２）実験方法 

圧送実験は図－4.1.15に示す配管条件（配管総延長 109ｍ，５Ｂ管）で行った。使用したコン

クリートポンプは表－4.1.11に示す仕様を有する油圧ピストン式のものであり，標準圧仕様の設

定で圧送を行った。コンクリートの製造は市中のレディーミクストコンクリート工場の水平二軸

式強制練りミキサ（容量 3.0ｍ3）を使用して行い，１バッチの練混ぜ量を 2.5ｍ3として２バッチ

分５ｍ3を１台のアジテータ車に積載した。練混ぜ時間は全材料投入後 120 秒間とした。練混ぜに
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供した独立空隙型人工軽量粗骨材（Ｇp）は，気乾状態のものとした。圧送実験では，コンクリー

トの設定吐出量を 25ｍ3/h として配合 40SLV，38SFV，40SFV，40SF の順序で各５ｍ3ずつ圧送し

た。また，先送りモルタルおよび配合切替えの目印となる中間モルタルとして，配合 40SFV から

粗骨材を除いたモルタルを 0.5ｍ3ずつ圧送した。試験項目および測定項目は表－4.1.12に示すと

おりであり，圧送によるコンクリートの性状変化を評価した。また，配合の相違がポンプ圧送性

に及ぼす影響を評価するために配管上に設置した圧力変換器（Ｐ１～Ｐ４，図－4.1.15参照）で

管内圧力を連続的に計測するとともに，ポンプ主油圧および実吐出量を測定した。 

 
 

ポンプ車アジテータ車

Ｐ1 Ｐ２

Ｐ３

Ｐ４

５６m

９m

３９m

３m

２m

配管総延長：109ｍ（５Ｂ管），曲り管ｒ＝1m
水平換算長：145ｍ
Ｐ１～Ｐ４：管内圧力測定用圧力変換器  

図－4.1.15 ポンプ圧送試験の配管状況 

 
表－4.1.11 コンクリートポンプの仕様 

ストローク長

シリンダ数

ホッパ容量

輸送シリンダ径

標準圧仕様 高圧仕様

理論吐出量 15～110m3/h 15～68m3/h

最大理論吐出圧力 4.90N/mm2 7.85N/mm2

水平輸送距離 － 1050m

垂直輸送距離 － 200m

1600mm

2

0.35ｍ3

φ210mm

 
 

表－4.1.12 試験および測定項目 

項目 出荷時 現着時 圧送前 圧送後（筒先）

スランプ（フロー） ○ ○ ○ ○

空気量 ○ ○ ○ ○

単位容積質量 ○ ○ ○ ○

コンクリート温度 ○ ○ ○ ○

粗骨材含水率 － － ○ ○

圧縮強度 － － ○（7,28日） ○（7,28日）

ポンプ主油圧 － － 圧送中に連続して計測

管内圧力 － － 圧送中に連続して計測

実吐出量 － －
荷卸しに要した時間をポンプ
稼働時間で除して算出  
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（２）検証実験結果 

圧送実験に先立って，配合 40SFV および 40SLV について実機による練混ぜ試験（以下，実機

試験）を行った。実機試験におけるコンクリートの流動性の経時変化を図－4.1.16に示す。なお，

試験値はアジテータ車から採取した試料によるものである。図に示すように，両配合とも練上り

から 60 分経過しても流動性はほとんど変化しなかった。これは，冬季の試験（外気温 9.0℃，コ

ンクリート温度 12.0～13.0℃程度）であったこと，ウェランガムの添加によって経時に伴う性状

変化が軽減６）されたことによるものと判断された。軽量粗骨材の含水率は図－4.1.17に示すよう

に，練上りから 60 分経過してもほとんど増加しておらず，練混ぜ時を除いて，圧力が作用しない

状態では独立空隙型の軽量骨材がモルタル中の水をほとんど吸水しないことが示された。 
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図－4.1.16 スランプフローの経時変化 
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図－4.1.17 軽量粗骨材の含水率の変化 

 

次に圧送実験における測定結果について記す。図－4.1.18にポンプ主油圧から換算したピスト

ン前面圧の時刻歴を示す。目標スランプ 21cm の 40SLV については，４ｍ3 程度圧送した頃（圧

送開始から９分後）からピストン前面圧がポンプの最大理論吐出圧力（4.9N/mm2）の８割を超え，

ポンプが正常に作動しなくなった。そこで 4.4ｍ3圧送した時点でこれ以上の圧送は困難と判断し，

圧送を終了した。ただし，ほぼ同一の条件で実施した前述の「４．１．２ 事前圧送実験」では，

目標スランプ 21cm のコンクリートは圧送開始直後から閉塞状態になったのに対し，40SLV は多

少なりとも圧送性が改善されていた。その理由としては，事前圧送実験の配合１よりも単位水量

を５kg/m3 増加させ，単位粗骨材容積を 10ℓ/m3 減じたこと，およびウェランガムを添加したこと

によるものと推察された。目標スランプフロー550mm とした配合については，ピストン前面圧が
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ほぼ一定値を示し，円滑な圧送が可能であった。図－4.1.19に圧送が定常状態となった時の管内

圧力と圧力損失の測定結果を示す。Ｐ1～Ｐ4 間の単位長さ当たりの圧力損失は 40SFV＜38SFV＜

40SF＜40SLV の順に小さく，目標スランプ 21cm の 40SLV は目標スランプフロー550mm の他の配

合に比べて圧力損失が大きい結果を示した。また，40SFV と 40SF を比較すると，40SFV の圧力

損失が１割程度小さい結果となった。これは，図－4.1.20 に示すように，40SFV の方が 40SF よ

りもスランプフローが大きかったこと，およびウェランガムを添加することで圧送中の流動性の

変化が抑制されていたことによるものと推察された。なお，ほぼ同一の圧送条件における従来の

軽量骨材を用いたコンクリートの圧力損失は，単位セメント量 350～400kg/m3，スランプ 18cm の

もので 0.02N/mm2/m 程度である８）。この値と比較すると，圧力損失が最も小さい 40SFV であって

も 1.3 倍程度大きい値を示した。これは，水セメント比が小さく，かつ単位セメント量が多いた

めであると考えられた。なお，曲がり管での圧力損失（Ｐ2～Ｐ3）はほとんど認められなかった。

これは，軽量骨材が球形であり，曲がり部において骨材が干渉しにくく，干渉が生じてもすぐに

解消されるためであると推察された。 
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図－4.1.18 ピストン前面圧の時刻歴 
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図－4.1.19 管内圧力と管内圧力損失量 
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図－4.1.20 試験における流動性の変化 

 

図－4.1.21に実吐出量の測定結果を示す。配合 40SLV は圧送を中止する 4.4ｍ3までの結果であ

るが，実吐出量が他の配合に比べて明らかに小さい値であった。40SFV と 40SF の実吐出量を比

較すると，ウェランガムを添加した 40SFV の方が大きく，ウェランガムを添加することで圧送効

率（機械効率ηm）が向上するものと考えられた。水セメント比を 38％まで小さくした 38SFV は，

40SFV と比べて圧送効率がわずかに低下する程度であった。 
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図－4.1.21 実吐出量の比較 

 

圧送実験におけるコンクリートの流動性の変化は，図－4.1.20に示すとおりであり，実機試験

と同様，いずれの配合も練上りから圧送前までの流動性の変化はわずかであった。圧送に伴う流

動性の低下は，40SFV＜38SFV＜40SF＜40SLV の順に小さくなる結果を示した。40SFV と 40SF

を比較すると，圧送前のスランプフローが若干異なるものの，ウェランガムを添加した 40SFV は

スランプフローの低下が 23mm と小さかったのに対し，ウェランガムを添加しない 40SF は 93mm

の低下を示し，室内試験と同様，ウェランガムを添加することで流動性の低下が抑制されていた。

また，骨材含水率についても，図－4.1.22に示すようにウェランガムを添加した 40SFV は含水

率の増加が小さく，骨材内部への吸水が抑制されていた。40SLV は，圧送を終了した際のスラン

プが 18cm であり，６cm スランプロスが生じていた。水セメント比 38％の 38SFV のスランプフ

ローの低下は 73mm であった。このように，ウェランガムを添加した場合でも，配合によって流

動性の低下が異なる理由としては，単位水量や粗骨材量の相違，ならびに圧送中に受ける管内圧

力の大きさが影響しているといえる。 
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図－4.1.22 圧送前後の軽量骨材含水率の変化 

 

空気量および単位容積質量の変化は図－4.1.23，4.1.24に示すとおりであり，練上り時および

30 分後の試験値は，他の試験時のものよりも空気量が大きく，単位容積質量が小さくなる傾向を

示した。これは，練上り時および 30 分後のものは，荷卸しの際にアジテータ車による高速撹拌を

行ったため，巻込みによるエントラップトエアが混入されたことによるものと考えられた。また，

圧送によって空気量が減少し，単位容積質量が増加する傾向を示した。単位容積質量の増加につ

いては，空気量が減少したことと圧送負荷を受けてモルタル中の自由水が骨材中へ吸水されたこ

とが主な原因であると考えられた。 

材齢 28 日の圧縮強度は図－4.1.25に示すように，水セメント比 40％のもので 55N/mm2，水セ

メント比 38％のもので 60N/mm2であり，圧送前後の圧縮強度の変化は小さいものであった。 
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図－4.1.23 空気量の変化 
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図－4.1.24 単位容積質量の変化 
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図－4.1.25 圧送前後の圧縮強度の比較 

 
 
（３）まとめ 

 独立空隙型人工軽量骨材を気乾状態で練り混ぜたコンクリートを円滑に圧送するための手法と

して，増粘剤ウェランガムを添加する方法について検討し，その検証を行うための圧送実験を実

施した。その結果，以下のことが明らかとなった。 

 
・ウェランガムを添加することで，ポンプ圧による軽量粗骨材の吸水を抑制することが可能であ

り，安定した圧送が可能となる。また，圧送後のコンクリートの流動性の低下を軽減できる。 
・コンクリートの流動性をスランプフロー500mm 以上とすることが有効である。 
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４．１．５ 増粘剤ウェランガムと高性能 AE減水剤の一液化 

増粘剤ウェランガムをコンクリートに添加する場合，通常は，水溶性の袋に詰めたウェランガ

ムをミキサ内に投入する作業を伴う。この作業を簡略化するため，ウェランガムをポリカルボン

酸系の高性能 AE 減水剤に予め添加し，一液化した状態で高性能 AE 減水剤とともに計量してミ

キサ内に投入する方法を考案し，その実現を試みた。一般に，増粘剤を高性能 AE 減水剤に溶解

すると溶液の粘度が高くなりすぎ，計量できない状態となる。しかし，増粘剤ウェランガムは高

性能 AE 減水剤とある比率で混合すると，ウェランガムが膨潤状態となり，高性能 AE 減水剤中

で浮遊するという性質を持つ。この性質を利用してウェランガムと高性能 AE 減水剤の一液化を

図った９）。 

 

（１）膨潤状態となる混合比率の確認 

１）使用材料 

 増粘剤にはウェランガムを，高性能 AE 減水剤にポリカルボン酸系のものをそれぞれ用いた。 

２）実験方法 

 液状の高性能 AE 減水剤にイオン交換水を添加することによって任意の濃度に希釈した。その

希釈された高性能 AE 減水剤に対して 0.5 重量％に相当するウェランガム粉体を投入し，ウェラ

ンガムが希釈液中で均一に分散するようにプロペラ攪拌機にて 15 分間攪拌した。次に，その分散

液の粘度を BM 型粘度計にて測定した。なお，60r.p.m.での粘度とし，粘度測定試料はすべて 25

±1℃に調整した。ここで，ウェランガムの添加率 0.5 重量％は，希釈しない高性能 AE 減水剤を

コンクリート１ｍ3当たり 10ℓ添加すると想定すると，ウェランガムの添加量がコンクリート１ｍ
3当たり 50g に相当する。 

 試験要因としては，高性能 AE 減水剤の濃度（以後，SP 剤濃度と記す）とし，0，10，50，70，

85，90，95，99 および 100％の 9 水準とした。ここで，0％はイオン交換水のみを意味し，100％

は高性能 AE 減水剤のみを意味する。 

３）実験結果および考察 

 SP 剤濃度と水溶液の粘度の関係を図－4.1.26に示す。図に示すように，イオン交換水(SP 剤濃

度 0％)では粘度が 1,100mPa･s と大きく，また，SP 剤濃度が 10％では 1,210mPa･s とさらに粘度

が大きくなった。ウェランガムを含む水溶性高分子類は一般に，溶媒系に電解質を含まないイオ

ン交換水のような液体を用いた場合，高分子の分子的広がりが良好となり，本来の粘度を発現す

る。これに高性能 AE 減水剤のような電解質の濃度が増すと分子間に弱い絡みが生じて，粘度が

電解質を含まない場合に比べて高くなることがある。さらに SP 剤濃度が 50～99％では，SP 剤濃

度が大きくなるに従い粘度は小さくなるものの，水溶液を静置しても沈殿物は認められなかった。

これに対し，SP 剤濃度が 100％では，水溶液の粘度が 50 mPa･s とさらに小さくなり，底に沈殿

物が認められた。 

これらのことは，さらに電解質の濃度が上昇すると徐々に粘度が低下し，最終的にはその溶媒

系では均一に分散できなくなり，不溶化すなわち分離または沈降することを示している。この粘

度上昇する濃度と分離・沈降する濃度の中間的な濃度では，ウェランガム分子は完全に分散して

いるのでもなく，完全に不溶化しているのでもない膨潤状態，すなわち個々の分子が均一に分散

し，粉体の状態に比べてその密度は限りなく溶媒の密度に近くなっており，ある有限の期間内で

は安定状態となると考えられる。今回の試験では，SP 剤濃度 90～99％で，粘度が 150 mPa･s 程

度であり，この範囲で，より低粘度でウェランガム分子のほとんどが膨潤状態になるものと考え

られる。ここで，粘度 150 mPa･s は一液化した溶液を十分に計量できる粘度である。 
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図－4.1.26 SP 剤濃度と粘度の関係 

 

（２） 長期安定性の確認 

１）実験方法 

 SP 剤濃度 90，95 および 99％の３水準について，増粘剤ウェランガムと高性能 AE 減水剤の混

合溶液を作り，作製後直ぐ，２週間，１ヵ月（４週），３ヵ月（13 週）および６ヵ月（26 週）後

に，それぞれ溶液の粘度を測定するとともに目視により分離の有無を観察することによって，混

合溶液の長期安定性を評価した。 

２）実験結果および考察 

 混合溶液作製後の経過時間と溶液の粘度の関係を図－4.1.27 に示す。図に示すとおり，SP 剤

濃度が 99％のものは，２週間後に粘度が低下し，沈降物が確認された。これに対し，SP 剤濃度

が 90％および 95％のものは，溶液作製後から６ヵ月後まで，粘度は 130～150 mPa･s とほぼ一定

であり，また，沈殿物も認められなかった。このことから，SP 剤濃度が 90％～95％の場合，溶

液混合後，少なくとも６ヵ月は膨潤状態にあり，安定した状態に保たれることが示された。 
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図－4.1.27 粘度の経時変化 

 

 

（３）高流動コンクリートに使用した場合の効果の確認 

１）使用材料およびコンクリートの配合 

使用材料を表－4.1.13に示す。ここでは，混和剤の性能を評価することを主目的とし，粗骨材

には人工軽量骨材ではなく，硬質砂岩砕石を使用した。コンクリートの基本配合を表－4.1.14に

示す。実験に供した配合は，各ケースとも混和剤の種類および使用量以外は同じとして，増粘剤
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なし，ウェランガムを一液化した混和剤を添加（ウェラン一液），ウェランガムと高性能 AE 減水

剤を個別に添加（ウェラン別添）の３ケースの高流動コンクリートについて試験を行った。 

 

表－4.1.13 使用材料 

使用材料 記号 摘　　要

セメント C 普通ポルトランドセメント 密度3.16g/cm3，比表面積3,320cm2/g

混和材 LP 石灰石微粉末 密度2.73g/cm3，比表面積3,500cm2/g

表乾密度2.62g/cm3，吸水率1.55%，

粗粒率2.68

表乾密度2.65g/cm3，吸水率0.67%，

粗粒率6.70，最大寸法20mm

混和剤 SP 高性能AE減水剤 ポリカルボン酸系

VIS 増粘剤 ウェランガム

細骨材 S 新潟産山砂

粗骨材 G 八王子産硬質砂岩砕石

 

 

表－4.1.14 コンクリートの基本配合 

W/C Gvol Vs/Vm Vw/Vp Air SP VIS

（％） (l/m3) （％） （％） （％） W C LP S G （P×%） （W×%）

増粘剤なし 1.1 -
ウェラン一液 1.9 （0.050）*

ウェラン別添 1.7 0.050

Gvol：単位粗骨材容積，Vw/Vp：細骨材容積比，Vw/Vp：水粉体容積比，P：粉体重量（C＋LP）

＊：(　)内の数字はSP剤に添加されている％を示す

848

ケース
単位量（kg/m3）

55.0 320 42.0 85.3 4.5 170 310 275 696

 
 
２）実験方法 

フレッシュコンクリートの性状を安定させる効果を判断する方法として，細骨材の表面水率の

設定誤差を想定し，基本配合に対して，単位水量を－７，±０および＋７kg/m3 の３水準に変化

させたコンクリートについてそれぞれ試験を行った。これは細骨材の表面水率で±１％に相当す

るものである。高性能AE減水剤の添加量は，スランプフローが650mm程度となるように定めた。

コンクリートの練混ぜは，水平二軸式強制練りミキサ（容量 100ℓ，60r.p.m）を用いて行った。練

混ぜ方法としては，まずモルタルを 90 秒練り混ぜ，続いて粗骨材を投入後 90 秒練り混ぜ，コン

クリートをミキサ内で５分静置後，30 秒間練り混ぜて練上がりとした。１回の練混ぜ量は 50ℓと

した。練上がり直後に，スランプフロー試験，Ｖ75 漏斗試験，空気量試験およびボックス形充塡

性試験（ランク２）10）を行った。 

３）実験結果および考察 

スランプフロー試験結果を図－4.1.28 に示す。単位水量の±７kg/m3 の変化に対し，スランプ

フローの変化は，増粘剤なしで 150mm であったのに対し，ウェランガムを一液化した高性能 AE

減水剤を用いたケース（ウェラン一液）で 20mm，ウェランガムを高性能 AE 減水剤と別添加し

たケース（ウェラン別添）で 27mm であった。このことから，ウェランガムを一液化した混和剤

を用いた場合でも，別添した場合と同等の流動性安定効果が得られることが示された。 

Ｖ75漏斗試験の結果を図－4.1.29 に示す。Ｖ75漏斗流下時間は，すべてのケースで水量が増え

るほど速くなる傾向を示したが，ウェランガムを添加したものは，一液化，別添にかかわらずそ

の変化は小さい結果となった。空気量は，単位水量の－７～＋７kg/m3 の変化に対し，増粘剤な

しで 7.5～2.4％，ウェラン一液で 5.3～4.0％，ウェラン別添で 5.7～4.4％であった。 

ボックス充塡性試験の結果を図－4.1.30に示す。ボックス充塡高さは，増粘剤を用いない粉体

系では単位水量が±７kg/m3に変化することで，十分な充塡性を示すとされる高さ 300mm９）以下
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となったのに対し，ウェラン一液およびウェラン別添は，単位水量が増減しても十分な充塡高さ

が得られた。ウェラン一液については，ウェラン別添のものと同様に，単位水量±７kg の範囲で，

充塡性はほとんど変化しなかった。 

以上の結果から，ウェランガムをポリカルボン酸系の高性能 AE 減水剤に一液化して高流動コ

ンクリートに用いても，単位水量の変化に対してフレッシュコンクリートの性状を安定させる効

果６）を発揮することが示された。 
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図－4.1.28 スランプフローの変化 
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図－4.1.29 Ｖ75漏斗流下時間の変化 
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図－4.1.30 ボックス充塡高さの変化 

 

（４）一液化に関するまとめ 

増粘剤ウェランガムと高性能 AE 減水剤の一液化を試みた。その結果，以下のことが明らかと

なった。 

 

・今回使用したポリカルボン酸系の高性能 AE 減水剤では，高性能 AE 減水剤をイオン交換水で

90～99％の濃度に希釈し，その溶液にウェランガムを 0.5 重量％混合することで，ウェランガ

ムが理想的な膨潤状態となり，一液化した溶液の粘度も 150 mPa･s 程度と比較的低くなる。 

・高性能 AE 減水剤の濃度が 90～95％の場合，混合後少なくとも６ヵ月間は，膨潤状態にあり,

分離を生じない。 

・ウェランガムと高性能 AE 減水剤を一液化した混和剤を添加して製造される高流動コンクリー

トの性状は，ウェランガムと高性能 AE 減水剤を別々に添加した場合とほぼ同等である。 

 

ウェランガムと高性能 AE 減水剤を一液化し，これを混和剤として使用することで，コンクリ

ート製造時のウェランガムの投入作業を省力化でき，合理的な製造を行うことができる。 
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４．１．６ 適切な圧送性を確保する手法の提案 

 独立空隙型人工軽量骨材を気乾状態で使用したコンクリートの適切な圧送性を確保する手法に

ついて，室内実験ならびに圧送実験を実施して評価検討した。本検討を通じて得られた知見をま

とめると以下のようになる。 

 

(1) 増粘剤ウェランガムを添加することで，圧送中の軽量粗骨材の吸水を抑制することが可能で

あり，安定した圧送性が得られる。また，圧送後のコンクリートの流動性の低下を軽減でき

る。 

(2) コンクリートの流動性をスランプフロー500mm 以上とすることで，配管長 100ｍ程度の圧送

が容易となる。 

(3) 非排水加圧ブリーディング試験により，ポンプ圧送後のコンクリートの流動性をある程度評

価できる。 

 

独立空隙型の人工軽量骨材を使用したコンクリートの圧送性確保の手段として，以下を提案す

る。 

 

【配合設計】 

①単位水量を 165～170kg/m3，単位粗骨材量を 310～340ℓ/m3とする。 

②流動性保持性能の高い高性能 AE 減水剤を使用する。 

③圧送前のスランプフローを 500mm 以上とする（目標スランプフロー550mm）。 

④その上で，増粘剤ウェランガムを単位水量に対して 0.5％添加する。 

 

【圧送計画，圧送作業】 

  ①吐出圧力をできるだけ小さくする圧送計画を立てる。具体的には，吐出圧力を 3～4N/mm2

程度以下となるように配管計画，吐出量の計画を立てる。 

  ②ピストン前面圧をモニタリングしながら圧送する。前面圧が上昇を続ける傾向が認められ

たら，圧送を中断し，圧送速度を見直す。これは，普通骨材コンクリートの圧送と同じで

ある。 
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４．２ 適切な打込み・締固め方法 

 

４．２．１ 打込み・締固め・仕上げに際してのポイント 

気乾状態の独立空隙型人工軽量骨材を用いたコンクリートの打込み・締固めは，打込み位置，

すなわち圧送した後のコンクリートの性状を十分に理解した上で，実施しなければならない。特

に，圧送性を確保する目的で流動性を高めた軽量骨材コンクリートは，モルタルよりも密度の小

さい軽量粗骨材の浮上がり（材料分離）11）や，勾配を有する部材の打込み上面の仕上げにおいて，

十分な配慮が必要となる。そこで，実構造物を想定したいくつかの大型部材を対象に，それぞれ

の部材におけるコンクリートのワーカビリティーの確認を行った。 

 

４．２．２ 施工性確認実験① 橋梁上部工の部分供試体（ブームを用いた圧送） 

 独立空隙型人工軽量骨材を用いたコンクリートを橋梁上部工に適用することを想定し，コンク

リートポンプのブームを用いた圧送による施工性確認実験を実施した 12）。 

（１）対象部材 

 部分供試体の形状を図－4.2.1 に示す。PC 箱桁橋におけるワーカビリティーを確認するため，

ウェブから下床版を模擬した部材（供試体①），４％の勾配を有する上床版（供試体②），流動に

対する分離抵抗性を評価する部材（供試体③），薄肉壁高の高欄を模擬した部材（供試体④）に，

ブームを用いた圧送によりコンクリートを打ち込み，締固めを行い，打込み上面のこて仕上げを

行った。各部分供試体における施工上の着眼点を表－4.2.1に示す。 

 

 

 

 

 

供試体① 供試体③ 

供試体② 

単位：mm 
 

図－4.2.1 試験施工で製作した部分供試体 

 

 

供試体④ 

高さ 3,000，長さ 2,000，厚さ 200mm 
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表－4.2.1 部分供試体の施工における着目点 

部分供試体 想定する実部材 施工における着目点

① 箱桁断面のウェブ～下床版 圧送性，締固め方法，充塡性

② 勾配を有する上床版 ４％勾配の仕上げ方法

③ ５ｍ流動 流動に伴う材料分離抵抗性

④ 薄肉壁高の高欄 充塡性，鉛直方向の材料分離抵抗性  

 

（２）コンクリートの仕様 

コンクリートの仕様を表－4.2.2に，使用材料を表－4.2.3に，配合を表－4.2.4に示す。コン

クリートの設計基準強度は 40N/mm2を想定し，単位容積質量は 1,850kg/m3以下を目標とした。ス

ランプフローの管理値は，圧送性を考慮して 550±50mm とした。独立空隙型人工軽量粗骨材は，

気乾状態で使用し，圧送に伴う骨材中への吸水を抑制する目的で特殊増粘剤ウェランガムを添加

し，高性能 AE 減水剤と一液化した状態で使用した（４．１．５参照）。セメントには，PC 上部

工のサイクル工程を考慮し，早強ポルトランドセメントを使用した。 

 

表－4.2.2 コンクリートの仕様 

項　目 規　格 備　考

コンクリート種類 軽量骨材コンクリートⅠ種 粗骨材のみに軽量骨材を使用

設計基準強度 40N/mm2 強度の保証は材齢28日

配合強度 48N/mm2 変動係数10％，割増し係数1.2

単位容積質量 1,850kg/m3以下 設計条件より決定

スランプフロー 550±50mm 圧送性を考慮

空気量 6±1.5％ 凍結融解抵抗性を考慮

セメント種類 早強ポルトランドセメント プレストレスの導入などの施工工程を考慮

粗骨材 構造用人工軽量粗骨材 JISA 5002 区分Ｍに準拠  

 

表－4.2.3 使用材料 

使用材料 記号

Ｓ1 盛岡市都南産陸砂 表乾密度：2.58g/cm
3
，吸水率：2.87％

細骨材 Ｓ2 松尾村産砕砂 表乾密度：2.68g/cm3，吸水率：2.84％
S1:S2＝50:50 粗粒率：2.71

絶乾密度：1.19g/cm
3
，24h吸水率：2.80％，

実積率：60.0％，最大寸法：15mm
Ｇ

摘要

セメント Ｃ 早強ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄ 密度：3.14g/cm
3
，比表面積：4,520cm

2
/g

粗骨材 独立空隙型人工軽量骨材

ポリカルボン酸系標準形

VIS 特殊増粘剤 ウェランガム
混和剤

SP 高性能AE減水剤
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表－4.2.4 コンクリートの配合 

ｽﾗﾝﾌﾟﾌﾛｰ 空気量 W/C Gvol s/a

（mm） (%) (%) (㍑) (%) W C S1 S2 G

550 6.0 38.0 320 49.7 165 435 490 338 381 4.35 0.083

W/C：水セメント比，Ｇvol：単位粗骨材容積，s/a：細骨材率，Ｇ：絶乾重量を表示

コンクリートの理論単位容積質量：1,809kg/m3

単位量（kg/m
3
） SP

(kg)
VIS
(kg)

 
 

 

（３）施工方法 

実機ミキサによるコンクリートの製造，アジテータ車による運搬，コンクリートポンプのブー

ムを用いた圧送，打込み，振動締固め，こて仕上げといった実施工を模擬したコンクリートの施

工をそれぞれの部分供試体に対して行った。 

コンクリートの練混ぜは，水平二軸式強制練りミキサで行い，練混ぜ時間は，モルタルを先行

して 30 秒，粗骨材を投入してさらに 90 秒（計 120 秒）とした。製造したコンクリートは約 25km

離れた施工現場まで約 50 分かけて運搬し，部分供試体に打ち込んで，コンクリートのワーカビリ

ティーを確認した。コンクリートの打込みには，理論最大吐出圧力 7.0N/mm2 の油圧ピストン式

ポンプのブーム（22.1ｍ）を用いた。なお，ブーム先端には，４インチフレキシブルホース（７

ｍ）を取り付けた。コンクリートの品質管理試験は，出荷時，現場到着時，ポンプ筒先の試料に

ついて実施した。 

 

（４）施工結果 

１）コンクリートの性状 

コンクリートの試験結果を表－4.2.5 に示す。経過時間や運搬に伴うコンクリートの性状変化

は小さく，出荷時，現場到着時および圧送後の筒先において，ほぼ同等の性状であった。また，

外気温が 30℃程度の厳しい条件下ではあったが，コンクリートの流動性は，出荷から２時間程度

経過し，かつ圧送後の筒先でのスランプフローが 478mm であり，良好な流動性を有していた。 

なお，軽量骨材の含水率は，図－4.2.2 に示すとおり，出荷から現場到着まではほとんど増加

しなかったが，圧送によって増加する結果となった。この傾向は，４．１の圧送性の検討と同様

であったが，今回の検討においては，圧送に伴う含水率の増加は 0.57％であり，先述したこれま

での検討に比べても小さい値であった。圧送負荷が小さかったことに加え，ウェランガムの添加

が吸水率の増加を抑制したものと判断された。 

 

表－4.2.5 コンクリートの試験結果 

出荷時 現場到着時 ポンプ筒先 ポンプ筒先

練上りからの

経過時間（分）

スランプフロー（mm） 558 518 574 478

空気量（％） 7.3 7.0 6.2 －

単位容積質量（kg/m3） 1,783 1,700 1,783 －

コンクリート温度（℃） 27.0 27.0 28.0 －

外気温（℃） 30.0 28.0 28.0 －

軽量骨材含水率（％） 1.06 1.14 1.71 －

28日圧縮強度 43.1 44.1 44.2 －

耐久性指数 － 81.0 88.5 －

1274 52 68
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図－4.2.2 軽量骨材の含水率の変化 

 

 

２）部分供試体におけるワーカビリティー 

ポンプの実稼働時間から算出した実吐出量は 21.5m3/h であったが，計測したポンプ主油圧から

換算したピストン前面圧（換算比 0.354）の最大値は，ポンプの理論吐出圧力の３割程度に相当す

る 2.4N/mm2 であり，過大な負荷は生じなかった。また，前述のとおり，圧送によるコンクリー

トの性状変化も小さかったことから，円滑なポンプ施工が可能であった。 

＜部分供試体①＞ 

部分供試体①は，２体作製した。１体目は，予め，下床版の天端面に押さえ型枠を設置してお

き，ウェブからコンクリートを打ち込んだ。押さえ型枠上面に締固め用の開口部（150×150mm）

を 50cm 間隔で設け，φ40mm の内部振動機で締め固めた。ただし，打込み位置（ウェブ）から約

３ｍ離れた締固め位置では，コンクリートの横流れと過度な締固めが原因と思われる軽量骨材の

浮上がりが確認された（写真－4.2.1）。その後，開口部に蓋をして，ウェブにコンクリート打ち

込んだ。ウェブ 1 層の打上がり高さは 50cm とし，奥行き 90cm の中央部に φ40mm の内部振動機

を挿入して締め固めた。締固め時間は，軽量骨材の浮上がりがないことを確認しながら設定した

が，その時間は約５秒であった。  

 

 

写真－4.2.1 開口部におけるコンクリートの状態（軽量骨材の浮上がり） 

 

計測せず 

67



第４章 適切なワーカビリティーを有する独立空隙型軽量骨材コンクリートの提案 

２体目は，まず，下床版のコンクリートを，筒先を移動しながら打ち込んだ。コンクリートの

横移動を抑制しながら，φ40mm の内部振動機を 50cm 間隔で挿入し，締め固めた。この時，１箇

所の締固め時間は５秒程度とした。なお，部分的に 10 秒程度の締固めを実施した際には，骨材の

浮上がりが認められた。下床版の締固めが完了したところで押さえ型枠を設置し，引き続きウェ

ブの打込み・締固めを１体目と同様に行った。 

脱枠後の外観を写真－4.2.2 に示す。いずれの供試体も型枠の隅々までコンクリートが充填さ

れており，鋼材を模擬した塩ビ管廻りへの充填も良好であった。ただし，押さえ型枠を設置した

下床版の上面においては，押さえ型枠によって軽量骨材の表面への滞留は抑制されていたが，わ

ずかに生じたブリーディングが押さえ型枠の下面に残留したことに加え，こてによる押さえが実

施できなかったことにより，良好な仕上がり面とはならなかった。 

箱桁断面を有する橋梁上部工で，下床版とウェブを連続して打ち込む場合，特に押さえ型枠を

予め設置してウェブからコンクリートを打ち込む場合には，コンクリートを横移動させることに

なる。特に，今回のように軽量骨材とモルタルの密度差が大きい（モルタル 2.10g/cm3に対して軽

量材 1.19g/cm3）場合には，コンクリートの横移動と内部振動機による振動締固めによって，軽量

骨材の浮上がりが顕著となる場合があることが分かった。また，押さえ型枠は，打込み上面の仕

上げが困難となり，仕上がり面の品質が低下することが示された。ウェブ～下床版の連続した打

込みでは，まずは，下床版のコンクリートを，筒先をこまめに移動して横移動させないように打

ち込んだ上で，骨材の浮上がりがないことを確認しながら締め固め，その後ウェブの打込み・締

固めに移行するのがよく，締固め時間の目安は５秒程度が適切であった。 

 

  

 

写真－4.2.2 部分供試体①の出来形 
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＜部分供試体②＞ 

橋面の排水勾配（４％）を模擬した部分供試体②では，筒先を移動しながらコンクリートを打

ち込み，φ28mm の細径バイブレータで締め固めた。締固め位置を 50cm 間隔とし，１箇所の締固

め時間を 5 秒程度とした（写真－4.2.3）。締固めが完了した段階では，打込み上面の勾配を４％

で仕上げることはできなかったが，締固め完了後，約１時間が経過した時点で，木ごてによって

表面を掻き上げ，勾配に則した粗均しを行った。その際，表面部にわずかに浮き上がった軽量骨

材をモルタルに包まれるようにコンクリート内部に押し込んだ。その後，約 30 分経過した時点で，

木ごて・金ごてによる押さえを行った。押さえによってペースト分を浮上させるとともに，写真

－4.2.4 に示すようにパラフィン系エマルションの仕上げ補助剤を散布することで，こての滑り

が滑らかになり，仕上げの作業性が向上することがわかった。なお，パラフィン系エマルション

は，コンクリート硬化初期の水分蒸発を防ぐ効果（初期養生剤としての機能）も有しており，プ

ラスティック収縮ひび割れや乾燥収縮ひび割れの低減にも有効であった。 

 

 

写真－4.2.3 部分供試体②の打込み・締固めの状況 

 

  

写真－4.2.4 部分供試体②の上面の仕上げ状況 

 

硬化後の仕上げ面の状況を写真－4.2.5 に示す。仕上げ面には，骨材の浮上がりは見られず，

滑らかな表面が形成されていた。また，勾配４％も確保されていた。スランプフローを 500mm

程度まで流動性を高めた軽量骨材コンクリートであっても，骨材の浮上がり抑制しながら打込

み・締固めを行い，タイミングよく均しと押さえを行うことで，４％程度の勾配の仕上げが十分

に可能であった。 
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写真－4.2.5 部分供試体②の仕上げ面 

 

＜部分供試体③＞ 

部分供試体③では，まず，軽量骨材コンクリートを，振動締固めを行うことなく，５ｍ流動さ

せた。写真－4.2.6 に示すように，型枠の一方からコンクリートを打ち込んだところ，流動先端

部まで軽量骨材の浮上がりがほとんど生じなかった。また，振動締固めを行わない状態での流動

勾配は５％程度であった。続いて，内部振動機による締固めを行った。目視観察ではあるが，

φ40mm のバイブレータにより締固めを行ったところ，振動の有効半径は 50cm 程度であった。ま

た，φ28mm の細径のバイブレータによる締固めも実施したが，有効半径はさほど変わらない状況

であった。型枠内に鉄筋などの障害物がない場合には，流動に伴う軽量骨材の浮上がりは小さく，

材料分離の少ない部材を構築できることが分かった。コンクリートを横移動させないことを前提

とし，骨材の浮上がりに留意しながら振動締固めを行う必要がある。これは，一般的な普通骨材

コンクリートと同じである。軽量骨材コンクリートの場合には，骨材が打込み上面に浮き上がり，

普通骨材コンクリートの場合には，骨材が下面に沈降していく。軽量骨材コンクリートの場合に

は，その様子が目視によって確認できることから，これを正しく管理することが可能である。 

 

 

写真－4.2.6 部分供試体③における流動状況 
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＜部分供試体④＞ 

部分供試体④は，高さ 3.0ｍ，壁厚 0.2ｍの薄肉断面であり，かつ，鉄筋を高密度に配置したも

のである（平均鉄筋量：386kg/m3）。部分供試体④は３体準備し，１体目は，高さ 1.5ｍ，奥行 2.0

ｍの中央部の位置に開口部を設け，そこにホース筒先を挿入してコンクリートを打ち込んだ。コ

ンクリートの自由落下高さは最大 1.5ｍとなる。打上がり高さが 1.5ｍ付近まで到達するまで，壁

上部から φ28mm の細径内部振動機と外部振動機（型枠バイブレータ）を併用して連続的に締め

固めた。その後，打込み用の開口部を閉じ，筒先を壁上部（天端）に移動して打ち込み，同様の

締固めを行った。薄肉で高密度配筋であっても，かぶり部や鉄筋周りにコンクリートが廻り込む

状況が確認されたが，連続的に実施した振動締固めが一部で過剰となったことが原因と思われる

軽量骨材の浮上がりが認められた。 

２体目は，打込み・締固めとも壁の上部から実施した。壁厚が 0.2ｍと薄く，先端ホースを挿入

できないことから，コンクリートの自由落下高さは最大 3.0ｍとなった。打込みは，奥行き方向の

中央部で行い，コンクリートの水平移動距離は最大 1.0ｍとした。また，１層の打上がり高さを

50cm とし，各層ごとに締固めを行った。ブームを用いた圧送による打込みにおいて，コンクリー

トが鉄筋や型枠に衝突しながら流下していったが，骨材とモルタルが一体となって流下していく

様子が確認された。スランプフローが 500mm 程度であっても，水セメント比が 38％と小さく，

かつウェランガムを添加したことによってモルタルの粘性が高まっていること，また，軽量骨材

の最大寸法が 15mm と小さく，かつ球形であるために鉄筋間をスムーズに通過することから，3.0

ｍ程度の落下に対して，十分な材料分離抵抗性が付与されているものと判断された。締固めは，

φ28mm の細径内部振動機で行ったが，目視観察では，骨材の浮上がりは見られず，均質に締め固

められていた。 

３体目は，２体目と同様に，壁上部（天端）から打込みを行ったが，奥行方向の端部から打ち

込み，コンクリートの水平移動距離を最大 2.0ｍとした。筒先は移動させず，一層の打上がり高さ

を 50cm として，各層の打込み上面が水平になるまで外部振動機のみで締め固めた。ただし，奥

行き２ｍ部分の端部（上面の流動先端部）で軽量骨材の浮上がりがわずかに認められた。 

脱枠後の状況を写真－4.2.7 に示す。いずれの供試体とも外観は良好であり，未充填部や締固

め不足は認められなかった。ただし，一部において，打込み・締固めの際に軽量骨材の浮上がり

が認められたため，コアを採取して，骨材の分布状況を確認することとした。コアの採取位置を

図－4.2.3に，コア表面の軽量骨材の分布を表－4.2.6に示す。以下に，コアの分析結果と考察を

示す。 

 

  

写真－4.2.7 部分供試体④の出来形 
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図-4.2.3 コアの採取位置 

 

１体目 
いずれの高さにおいてもコンクリートが密実に充填されていた。ただし，コアの表面写真や軽

量粗骨材の分布測定結果から分かるように，下側のコア（１－３）には軽量骨材が少なく，均質

なコンクリートといえる状況ではなかった。これは，打設窓からの打込みにより，打込み位置が

制限されてしまったこと，それに伴って，コンクリートを隅々まで充塡させるために，振動締固

めが過度になってしまったことが影響しているためである。 
２体目 
いずれの高さにおいてもコンクリートが密実に充填されていた。また，写真や軽量粗骨材の分

布測定結果からも分かるように，軽量骨材がほぼ均一に分布しており，均質なコンクリートとな

っていた。 
３体目 
内部振動機を用いず，外部振動機のみによる締固めを行った。また，打込み口も移動させなか

った。軽量組骨材の面積率の測定結果によれば，打込み位置では上下鉛直方向の軽量骨材がほぼ

均一に分布しているのに対し，流動先端部では，上面ほど軽量骨材が多く分布している。これは，

コンクリートが鉄筋間を通過しながら横移動していくうちに，軽量骨材が徐々に分離して上方へ

浮き上がったことを示している。したがって，均質な躯体を構築するためには，コンクリートの

流動距離を制限することが大切であり，実際の施工においても，筒先をこまめに移動することが

打込み位置 
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重要であることが改めて示された。 
部分供試体④では，軽量骨材コンクリートの材料分離の度合いは，打込み時の自由落下高さよ

りも横移動や振動締固めの影響（振動機の稼働時間など）を受けやすいことが分かった。３ｍの

自由落下に対する分離抵抗性が確保された理由は，水セメント比が小さく，増粘剤ウェランガム

を添加していることに加え，軽量であるがゆえに落下・衝突のエネルギーが小さいことにも起因

していると思われる。コンクリートの自由落下高さの最大値は 3.0ｍとなったが，ホースを挿入

できないような薄肉の壁高欄では，高欄上面からコンクリートを打ち込み，流動距離を制御しな

がら，適切に振動締固めを行うことで均質な躯体を構築することができた。また，打設窓の設置

や閉塞などの煩雑な作業を行う必要がないので，より円滑な施工が行えると判断された。  
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表－4.2.6 コア表面の骨材の分布状況 

 コアの表面写真（φ100mm） 
軽量粗骨材の分布測定結果 
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４．２．３ 施工性確認実験② 橋梁上部工 1室箱桁セグメント（ブームを用いた圧送）  

 

独立空隙型人工軽量骨材を使用したコンクリートの橋梁上部工（マッチキャスト方式のプレキ

ャストセグメント工法）への適用性を検討するために，幅 10.6ｍ，桁高 2.0ｍ，セグメント長 1.5

ｍの実規模セグメントの施工性確認実験を行った 13）。 

 

（１）対象部材 

施工性確認実験に供した橋梁上部工プレキャストセグメントの形状を図－4.2.4 に示す。本セ

グメントは，支間長 45ｍの内外ケーブル併用式ＰＣ箱桁橋の支間中央部を想定したものである。

使用するコンクリートの設計基準強度を 40N/mm2，単位容積質量を 1,800kg/m3として，断面およ

び鋼材の配置を決定した。セグメントの幅は 10.6ｍ，桁高は 2.0ｍ，セグメント長は 1.5ｍである。

橋軸方向には内ケーブルとして，ＰＣ鋼棒（SBPR930/1180 φ32mm）用アンカーグロッケタイプ

の定着体（Ａ），ＰＣ鋼より線（12S12.7B）用リブキャストアンカー定着体（Ｂ）および内径 φ70mm

のスパイラルシースを配置した。また，セグメント片側には外ケーブルの偏向部を模した偏向ブ

ロックと隔壁を設けた。床版横締め用としてはプレグラウトタイプのＰＣ鋼線（1S28.6）を橋軸

方向中央部（Ｃ）に１本配置した。また，セグメント接合面のウェブおよび上下床版にはせん断

キーも設置した。これらの仕様は，高速道路橋の実橋をほぼ忠実に再現したものとなっている。 

 

（２）コンクリートの仕様 

施工に供したコンクリートの仕様を表－4.2.7に，使用材料を表－4.2.8に，配合を表－4.2.9

にそれぞれ示す。コンクリートの設計基準強度は 40N/mm2（材齢 28 日）とし，単位容積質量は

1,800kg/m3とした。セメントには，早強ポルトランドセメントを用いた。 
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図－4.2.4 プレキャストセグメントの形状 

 

表－4.2.7 コンクリートの仕様 

項　目 規　格 備　考

コンクリート種類 軽量骨材コンクリートⅠ種 粗骨材のみに軽量骨材を使用

設計基準強度 40N/mm
2 強度の保証は材齢28日

配合強度 50N/mm
2 目標強度としてせ設定

単位容積質量 1,800kg/m3 設計条件より決定

スランプフロー 550±50mm 圧送性を考慮

空気量 6±1.5％ 凍結融解抵抗性を考慮

セメント種類 早強ポルトランドセメント プレストレスの導入などの施工工程を考慮

粗骨材 構造用人工軽量粗骨材 JISA 5002 区分Ｍに準拠  
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表－4.2.8 使用材料 

使用材料 記号 摘要

セメント Ｃ 早強ポルトランドセメント 密度：3.13g/cm3，比表面積：4,570cm2/g

Ｓ1 　粗砂：岩舟郡荒川産川砂 表乾密度：2.58g/cm3，吸水率：1.42%

細骨材 Ｓ2 　細砂：太郎代産山砂 表乾密度：2.58g/cm3，吸水率：1.85%

　混合比　粗砂：細砂＝65：35 粗粒率：2.60

絶乾密度：1.24g/cm3，24h吸水率：2.80％，

実積率：61.5%，最大寸法：15mm

SP 高性能AE減水剤 ポリカルボン酸エーテル系標準形

VIS 特殊増粘剤 ウェランガム
混和剤

Ｇ 独立空隙型人工軽量骨材粗骨材

 
 

表－4.2.9 コンクリートの配合 

スランプフロー 空気量 W/C Gvol s/a 単位量（kg/m
3
）

（mm） (%) (%) (㍑/m
3
) (%) W C S1 S2 G

550 6.0 38.0 330 48.1 165 435 513 276 409 6.96 0.087

W/C：水セメント比，Ｇvol：単位粗骨材容積，s/a：細骨材率，Ｇ：絶乾重量を表示

コンクリートの理論単位容積質量：1,798kg/m3

SP
(kg)

VIS
(kg)

 
 

（３）施工方法 

コンクリートの製造は，市中のレディーミクストコンクリート工場の水平二軸式強制練りミキ

サ（容量 3.0ｍ3）を使用して行い，１バッチの練混ぜ量を 2.5ｍ3，練混ぜ時間を全材料投入後 120

秒間とした。アジテータ車１台当りのコンクリート積載量は，２バッチ分５ｍ3とした。なお，軽

量粗骨材は気乾状態（含水率 1.88％）で練混ぜに供した。練り上がったコンクリートは表－4.2.10

に示す試験項目を実施して，所定のフレッシュ性状を満足していることを確認した後，施工現場

まで約 30 分かけて運搬した。コンクリートの設計打込み量は 9.3ｍ3であったが，品質管理試験や

各種供試体用の試料採取を考慮して，計３台（15m3）のアジテータ車で運搬した。アジテータ車

が施工現場に到着後，スランプフロー，空気量，単位容積質量について品質管理試験を行うとと

もに各種強度試験用の試料を採取した。コンクリートの打込みは，表－4.2.11に示す仕様を有す

る油圧ピストン式コンクリートポンプを用いて行い，26.5ｍのブーム先端に取り付けた７ｍのフ

レキシブルホース（125A）を介して打ち込んだ。なお，ポンプに作用する負荷を測定するために

ポンプ主油圧についても測定した。 

 

表－4.2.10 コンクリートの試験項目 

項目 工場出荷時 現場到着時 ポンプ筒先 備考

スランプフロー ○ ○ ○ 全車

空気量 ○ ○ ○ 全車

単位容積質量 ○ ○ ○ 全車

圧縮強度 － ○ ○ 全車

ヤング係数 － ○ ○ ２台目のみ

割裂引張強度 － ○ ○ ２台目のみ

曲げ強度 － ○ ○ ２台目のみ

せん断強度 － ○ ○ ２台目のみ  
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表－4.2.11 コンクリートポンプの仕様 

ストローク長

シリンダ数

ホッパ容量

輸送シリンダ径

標準圧仕様 高圧仕様

理論吐出量 15～110m3/h 15～68m3/h

最大理論吐出圧力 4.90N/mm2 7.85N/mm2

ブーム長 26.5ｍ

３段360度全旋回油圧屈折式

先端ホース径 125A

先端ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙﾎｰｽ 125A，7.0ｍ

1600mm

2

0.35ｍ3

φ210mm

 

 

（４）施工結果 

１）コンクリートの性状 

図－4.2.5に施工性確認実験に供したコンクリートのフレッシュ性状試験の結果を示す。出荷

時および現場到着時のフレッシュコンクリートの性状は，目標品質を全て満足するものであった。

また，コンクリートの製造－場外運搬－圧送に伴うフレッシュコンクリートの性状変化は小さい

ものであった。スランプフローについては，３台目を除いて圧送によって低下する傾向を示した。

コンクリート中の軽量骨材を取り出して骨材含水率を測定したところ，図－4.2.6に示すように，

筒先での含水率が増加しており，ここに至るまでの検討と同様，軽量骨材が圧送による管内圧力

（後述：最大 2.67N/mm2程度）を受けてコンクリート中の自由水を吸水したために，スランプフ

ローが低下したものと考えられた。空気量については，コンクリートの運搬により１％程度低下

し，圧送により１％程度増加する傾向を示した。 

 硬化コンクリートの試験結果を表－4.2.12に示す。材齢 28 日の圧縮強度は，現場到着時のも

ので 52.4N/mm2，筒先から採取したもので 59.2N/mm2であり，設計基準強度を十分に満足してい

た。なお，ポンプ圧送によって圧縮強度が増加する傾向を示したが，これは先述のとおり，骨材

中への圧力吸水が影響しているものと考えられた。また，材齢 28 日における割裂引張強度，曲げ

強度，せん断強度の圧縮強度に対する比率は，それぞれ 1/15，1/9，1/9 程度であり，高強度領域

であるにもかかわらず，従来の軽量骨材コンクリートと同等の比率８）であった。 
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図－4.2.5 フレッシュコンクリートの試験結果 
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図－4.2.6 軽量骨材含水率の測定結果 
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表－4.2.12 硬化コンクリートの試験結果 

材齢７日 材齢28日

現着時 筒先 現着時 筒先

圧縮強度（N/mm2） 38.0 42.0 52.4 59.2

ヤング係数（×104N/mm2） 2.42 2.37 2.45 2.45

割裂引張強度（N/mm2） 3.11 3.42 3.59 3.87

曲げ強度（N/mm2） 5.62 5.99 6.11 6.49

せん断強度（N/mm2） 5.42 5.77 6.82 6.94

養生条件：20℃水中（標準養生）  

 

 

２）１室箱桁セグメントにおけるワーカビリティー 

コンクリートの打込みは図－4.2.7および表－4.2.13に示す①～⑩の順序で行った。下床版か

らウェブにかけての打込み順序は，４．２．２の実験結果を反映させた。振動締固めは，φ40mm

の棒状の内部振動機を用いて行い，軽量骨材の浮上りや偏向ブロックや隔壁といった複雑な部位

へのコンクリートの廻込みに十分な注意を払って行った。表－4.2.13に打込みに要した時間を示

す。まず，最初に打込みを行った下床版については，内部振動機１本を用いて，コンクリートの

締固め特性と軽量粗骨材の浮上がり状況を観察した。写真－4.2.8に下床版の打込み・締固め状

況を示す。写真に示すように，打込みによって骨材が分離することはなく，軽量骨材の浮上がり

を確認しながら振動締固めを行うことで，材料分離を生じさせることなく，施工することができ

た。そこで，それ以降の打込みでは内部振動機の本数を２本として，より実施工に近い状態で打

込み・締固め作業を行うこととした。筒先を連続的に移動させながらコンクリートを打ち込み，

骨材の浮上がり状況を確認しながら締め固めて下床版の上面を決め，押さえ型枠を設置した。そ

の後，ウェブからコンクリートを投入して隅角部・偏向部に打ち込み，入念に締固めを行い，ウ

ェブへの打込みを行った。ウェブについては，１層の打上がり高さが大きく，軽量粗骨材の浮上

りが顕著になることが懸念されたが，４．２．２の実験と同様，骨材の浮上がりはほとんど確認

されなかった。これは，施工に供した軽量骨材コンクリートがウェランガムを添加した水セメン

ト比 38％の高強度コンクリートであり，十分な材料分離抵抗性が付与されていたことに加え，打

込みに際して，同等の流動性を有する普通骨材コンクリートよりも，ポンプ筒先をこまめに移動

させたり，バイブレータ挿入位置をこまめに切り替えたりするなどの配慮を行ったためである。 

コンクリートの打上がり面が上床版ハンチ部に達した際に，不等沈下の抑制を目的に休止時間

を設けた。ただし，コンクリートの沈下が確認されず，ブリーディングも皆無であったため，休

止時間は約 10 分とし，上床版への打込みを行って打込み作業を終了した。ポンプに作用した負荷

（ピストン前面圧）が最大となったのは，上床版の打込み時であり，その時の吐出量は 22.5m3/h，

ピストン前面圧は 2.67N/mm2であった。打込み作業に要した時間（段取り替えを含む）は 70 分

であった。 

上床版の打込み・締固めを終了した後，仕上げ作業を行った。上床版のコンクリートの仕上げ

状況を写真－4.2.9に示す。打込み上面の仕上げでは，荒均しの段階で，振動機付きのジッター

バッグ 14）を用いて，コンクリート表面にわずかに浮き上がった軽量骨材がモルタルに包まれる

ようにコンクリート内部に押し込んだ。この作業は，のちに実施するこて仕上げを行う際に必要

なペースト分を上昇させることにも有効に機能した。荒均しの後，シートで覆った状態で約２時

間静置した後，木ごて，金ごてによる押さえを行って仕上げた。 
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コンクリートの養生は，養生マットへの散水を行うとともに，シートで覆って初期乾燥を防止

した。また，打込み時の外気温が 5℃前後であったこと，風速が強かったことから，足場および

支保工を利用してセグメント全体をシートで覆った。さらに，打込み当日の夜間にはジェットヒ

ーターによる保温養生を行い，シート内の温度を 9～12℃に保った。 

 

 

②
③

④
⑤

⑥

⑧　　　　　　→　　　　　　⑨　　　　　　→　　　　　　⑩

①

⑦

 

図－4.2.7 コンクリートの打込み順序 

 

 

表－4.2.13 打込みに要した時間 

打込みに 下端から バイブレータ
要した時間 の高さ 本数

① 下床版 ８分 20cm １本
② 隅角部，ウエブ下部 ５分 60cm ２本
③ 隅角部，ウエブ下部 ３分 105cm 同上
④ ウエブ ６分 140cm 同上
⑤ ウエブ ３分 150cm 同上
⑥ ハンチ部 ２分 175cm 同上
⑦ ハンチ部 ２分 175cm 同上
⑧
⑨ 上床版 12分 200cm 同上
⑩

部位

 
 

 

 

写真－4.2.8 下床版の打込み・締固め状況 

 

80



第４章 適切なワーカビリティーを有する独立空隙型軽量骨材コンクリートの提案 

 

写真－4.2.9 上床版の仕上げ状況（ジッターバッグ 14）による荒ならし・押さえ） 

 

 

３）出来形 

型枠の脱型は，２日後（打設終了から約 42 時間後）に行い，コンクリートの圧縮強度（標準養

生）が 20N/mm2以上となったことを確認してから行った。セグメントの出来形を写真－4.2.10

～4.2.12に示す。写真に示すように，外ケーブル偏向ブロック・ウエブ・隔壁の取合い部，シー

ス管やせん断キーが複雑に配置された部位であっても，コンクリートの未充塡部は全く認められ

ず，コンクリートが密実に充填されていた。また，初期乾燥収縮ひび割れ，沈みひび割れ，セメ

ントの水和熱に伴う温度ひび割れも生じておらず，初期欠陥のない良好な出来形であった。 

 

 

 

写真－4.2.10 セグメントの出来形 
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写真－4.2.11 偏向部付近の出来形 

 

  

写真－4.2.12 ウェブ付近の出来形 
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４．２．４ 施工性確認実験③ 小規模橋台（配管総延長 109ｍの配管圧送） 

 

独立空隙型人工軽量骨材を使用したコンクリートを配管総延長 100ｍ程度圧送して，部材を構

築する際の施工性を確認するために，小規模の橋台への打込み・締固めを行った 15）。 

 

（１）対象部材 

模擬橋台の形状を図－4.2.8 に示す。模擬橋台は，幅員５ｍの道路橋の下部構造を想定したも

のであり，厚さ 1.0ｍのフーチング，高さ 1.5ｍの桁受と高さ 2.0ｍのパラペットで構成される。橋

台は，Ａ１，Ａ２の２体を構築した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                奥行 5,000mm 

 

図－4.2.8 模擬橋台の形状（Ａ１） 

 

（２）コンクリートの仕様 

施工に供したコンクリートの使用を表－4.2.14 に，使用材料を表－4.2.15 に，配合を表－

4.2.16にそれぞれ示す。著しい凍結融解作用を受ける寒冷地での適用を想定して，空気量の目標

管理値は 7±1.5％とし，水セメント比を 33％とした。単位容積質量は 1,850kg/m3とした。 

 

表－4.2.14 コンクリートの仕様 

項　目 規　格 備　考

コンクリート種類 軽量骨材コンクリートⅠ種 粗骨材のみに軽量骨材を使用

設計基準強度 50N/mm2 強度の保証は材齢28日

配合強度 60N/mm2 目標強度として設定

単位容積質量 1,850kg/m3 設計条件より決定

スランプフロー 550±50mm 圧送性を考慮

空気量 7±1.5％ 凍結融解抵抗性を考慮

セメント種類 早強ポルトランドセメント 冬期の施工における脱型時期を考慮

粗骨材 構造用人工軽量粗骨材 JISA 5002 区分Ｍに準拠  
 

フーチング

パラペット①

1
,0

0
0

1
,5

0
0

2
,0

0
0

3,500

1,700500

1,200500

パラペット②

単位：mm
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表－4.2.15 使用材料 

使用材料 記号

Ｓ1 幌延産川砂 表乾密度：2.64g/cm3，吸水率：1.28％

細骨材 Ｓ2 由仁産陸砂 表乾密度：2.61g/cm
3
，吸水率：2.67％

S1:S2＝50:50 粗粒率：2.71

絶乾密度：1.19g/cm
3
，24h吸水率：1.00％，

実積率：61.0％，最大寸法：15mm

摘要

セメント Ｃ 早強ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄ 密度：3.14g/cm
3
，比表面積：4,470cm

2
/g

ポリカルボン酸系標準形

VIS 増粘剤 ウェランガム

Ｇ粗骨材

混和剤

SP 高性能AE減水剤

独立空隙型人工軽量骨材

 

 

表－4.2.16 コンクリートの配合 

スランプフロー 空気量 W/C Gvol s/a 単位量（kg/m3）

（mm） (%) (%) (㍑/m
3
) (%) W C S1 S2 G

550 7.0 33.0 300 51.3 160 485 417 412 357 5.82 0.08

W/C：水セメント比，Ｇvol：単位粗骨材容積，s/a：細骨材率，Ｇ：絶乾重量を表示

コンクリートの理論単位容積質量：1,831kg/m
3

SP
(kg)

VIS
(kg)

 
 

 

（３）施工方法 

Ａ１橋台のフーチングの施工においては，図－4.2.9 に示す配管条件で圧送を行った。配管総

延長は 108.8ｍ，水平換算距離は 134.0ｍであり，打込みには，最大理論吐出圧力７N/mm2のピス

トン式ポンプを用いた。パラペットの施工においては，26.5ｍの３段ブームを用いて圧送した。 

 

 

 

図－4.2.9 フーチング打込みの際の配管形状 

 

 

（４）施工結果 

１）コンクリートの性状 

受入れ時のフレッシュコンクリートの品質管理試験は，総量 70m3（配管内コンクリート等のロ

スを含む）に対して 12 回実施した。そのうち６回の品質管理試験において，圧縮強度試験用の供

ポンプ車 45m

15m

30m

ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙﾎｰｽ　8m6m

配管総延長：108.8ｍ（５Ｂ管）
水平換算長：134ｍ

ｒ=１m

ｒ=１mｒ=１m
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試体を採取した。コンクリートの品質管理試験の結果を表－4.2.17に示す。いずれの試験値も目

標値を満足する値を示した。また，フレッシュコンクリート，硬化コンクリートとも品質変動が

非常に小さく，設計基準強度 50N/mm2 程度に相当する水セメント比 33％の高強度軽量骨材コン

クリートを安定して製造・供給することが可能であった。7±1.5％を目標管理値とした空気量につ

いても，安定して管理することができた。 

 

表－4.2.17 コンクリートの品質管理試験結果（受入れ時：圧送前） 

ｽﾗﾝﾌﾟﾌﾛｰ 空気量 単位容積質量 28日圧縮強度
（mm） （％） （kg/m

3
） （N/mm

2
）

最大値 595 8.4 1846 68.0

最小値 523 5.6 1750 59.3

平均値 567 6.6 1800 65.0

標準偏差 24.5 1.0 27 3.2

変動係数（%） 4.3 15.2 1.5 4.9  

外気温：13.5～19.0℃，コンクリート温度：19.0～23.0℃ 

 

図－4.2.14 にＡ１フーチング施工時における圧送前後のスランプフローおよび材齢 28 日の圧

縮強度の比較を示す。測定は，異なる２台のアジテータ車に対して実施した。配管を用いた圧送

によって，軽量骨材の加圧吸水が生じ，コンクリートの流動性が低下することが予想されたが，

今回の施工性確認実験では，圧送による流動性の低下は認められず，圧送後のコンクリートは良

好な流動性を有していた。これは，使用した軽量骨材の 24 時間吸水率が 1.00％と非常に小さかっ

たこと，低水セメント比（33％）であるために，モルタルからの加圧脱水が生じにくかったこと，

単位粗骨材容積を 300 ㍑/m3 に減じたことによるものと考えられた。軽量骨材の含水率の増加が

0.6％にとどまっていたことがその裏付けである。前節までに示してきた一連の圧送実験や施工性

確認実験に比べても，含水率の増加は小さいものであった。 

空気量および単位容積質量については，圧送による有意な変化は認められなかった。 

材齢 28 日の圧縮強度は，圧送によりわずかに低下する傾向を示したが，圧送が圧縮強度に及ぼ

す影響は小さいものであった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－4.2.10 圧送前後の性状比較（Ａ１橋台フーチング） 
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２）橋台におけるワーカビリティー 

Ａ１橋台のフーチング施工時には，ピストン前面圧，吐出量を連続的に測定して圧送性を評価

した。実吐出量とピストン前面圧の関係を図－4.2.15 に示す。圧送における設定吐出量は 20～

25m3/h 程度としたが，吐出量が 20m3/h 程度であれば，ピストン前面圧が 4N/mm2程度であり，水

セメント比 33％の高強度軽量骨材コンクリートであっても円滑な圧送を行うことができた。また，

吐出量を 30m3/h まで意図的に増加させたところ，前面圧が 6N/mm2程度まで上昇したが，配管の

閉塞は生じることはなかった。また，圧送後の流動性が損なわれる様子も認められなかった。水

平換算長が 134ｍの配管で，吐出量が 20～30m3/h 程度の圧送速度であれば，良好な圧送性を確保

できることが示された。なお，実吐出量とピストン前面圧は図－4.2.11に示すように，ほぼ線形

の関係にあり，両者には高い相関が認められた。 

 

y = 0.2907x - 2.8462

R2 = 0.9974

0.0

1.0
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3.0

4.0
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6.0

10 15 20 25 30 35
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ピ
ス

ト
ン

前
面

圧
（
N
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図－4.2.11 実吐出量とピストン前面圧の関係 

 

フーチングの施工状況を写真－4.2.13に示す。打込み区画が広い部位へ流動性の高い軽量骨材

コンクリートを打ち込む際には，振動締固めに伴う軽量骨材の浮上りが懸念された。そこで，コ

ンクリートの横移動距離が１ｍ程度となるように筒先を移動して打ち込み，内部振動機を用いた

締固めにおいて，軽量骨材の浮上がりを確認しながら，締固め間隔を約 50cm，1 箇所の締固め時

間を約５秒間として締め固めた。その結果，型枠の隅々までコンクリートが密実に充塡され，ま

た，軽量骨材の浮上りもほとんど認められなかった。これは，打込み・締固めの方法が適切であ

ったことに加えて，施工したコンクリートが低水セメント比であり，さらに増粘剤ウェランガム

の添加によって十分な材料分離抵抗性を有していたことによる。出来形も良好であり，施工に供

した圧縮強度 60N/mm2程度の高強度軽量骨材コンクリートが良好なワーカビリティーを有し，そ

れに応じた打込み・締固めがなされたといえる。 
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写真－4.2.13 Ａ１フーチングの施工状況 
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４．２．５ 打込み・締固め・仕上げのポイント 

  

独立空隙型人工軽量骨材を使用したコンクリートの打込み・締固め・仕上げの方法について，

実規模部材を対象に施工性確認実験を実施して評価検討した。本検討を通じて得られた知見をま

とめると以下のようになる。 

 

(1) 圧送性を確保するために流動性を高めたコンクリートは，横移動や締固めに対して軽量粗骨

材が浮き上がる材料分離のリスクがある。 

(2) 軽量粗骨材の浮上がりは，自由落下高さの影響よりも，過度な横移動や振動締固めの影響の

方が大きい。自由落下に対する分離抵抗性が保たれるのは，水セメント比が小さく，増粘剤

ウェランガムを添加しているためである。また，軽量であるがゆえに落下・衝突に伴うエネ

ルギーが小さいことも影響している。 

(3) 圧送性を付与した，独立空隙型人工軽量骨材コンクリートは，流動性が高く，骨材の形状が

球形に近いため，鉄筋間でのロッキングが生じにくく，また，ロッキングしても解消されや

すく，短い締固め時間で良好な充填性が得られる。 

(4) 打込みに際しては，横移動が生じないように筒先を連続的に動かす必要がある。これは，普

通骨材コンクリートと同じである。 

(5) 締固めに際しては，骨材の浮上がりの状況を観察しながら，入念に締め固める。その目安と

しては，φ28～40mm の細径の内部振動機を用い，締固め位置の間隔を 50cm 程度，1 箇所の

締固め時間 5 秒程度である。 

(6) 仕上げに際しては，打込み上面にわずかに浮き上がってくる骨材を荒均しの段階で，押し込

んでおく必要がある。その際，ジッターバッグを使用するのが効果的である。 

(7) 最終の仕上げの段階では，こてでしっかり押さえる。その際，仕上げ補助剤を用いるのが有

効である。 

(8) ４％程度の勾配であれば，こて仕上げが可能である。 

 

これらのことに留意すれば，普通骨材コンクリートと同等の出来形が得られる。 
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４．３ まとめ 

 

本章では，気乾状態の独立空隙型人工軽量骨材を用いたコンクリートのワーカビリティーにつ

いて，実施工に近い条件で，圧送，打込み・締固め，仕上げといった一連の工程で検討を行った。 

以下に，適切なワーカビリティーを有する独立空隙型軽量骨材コンクリートの配合設計ならび

に施工のポイントについて提案する。 

 

【配合設計のポイント】 

 ・凍結融解抵抗性を確保するために，独立空隙型人工軽量骨材を絶乾あるいは気乾状態で使用

する。 

 ・練上がり時の目標空気量を 6.0～7.0％とする。 

 ・水セメント比を 40％以下とする。 

 ・単位水量を 160～170kg/m3程度，単位粗骨材容積を 300～330ℓ/m3程度とする。 

 ・流動性保持性能の高い高性能 AE 減水剤を使用する。 

 ・増粘剤ウェランガムを添加する。 

 ・圧送前のスランプフローを 500mm 以上とする。 

 

【施工のポイント】 

 ・ピストン前面圧を可能な限り小さくして圧送する。具体的には，3～4N/mm2程度以下となる

ように圧送計画を立案する。 

 ・ピストン前面圧をモニタリングしながら圧送する。前面圧が上昇を続ける傾向が認められた

ら，圧送を中断し，圧送速度を見直す。これは，通常のコンクリートと同じである。 

 ・打込みに際しては，流動に伴う材料分離（骨材の浮上がり）を抑制するために，筒先を可能

な限りこまめに移動して，コンクリートを横移動させない。 

 ・振動締固めの時間は 5 秒程度とする。過度の締固めは，鉛直方向の材料分離（骨材の浮上が

り）を引き起こすため，打込み上面の様子（骨材の浮上がり）を注視しながら適切に締め固

める。 

 ・仕上げ作業において，骨材の浮上がりが見られたら，荒均しの段階でジッターバッグを用い

て骨材をコンクリート内部に押し込む。ペーストを打込み上面に浮上させ，木ごて，金ごて

でしっかりと押さえる。 

 

軽量骨材コンクリートの締固めにおいては，通常の普通骨材コンクリートの締固めにおける「骨

材が沈む」現象とは，真逆の「骨材が浮き上がる」現象が起きるということを，念頭において作

業を行う必要がある。骨材の浮上がりは，硬化体としての不均一性を示すものであり，また，打

込み上面が仕上がり面になる場合には，表面の強度や耐久性を低下させる要因にもなる。ただし，

打込み上面の様子は，目視で確認できることから，締固めを適切に管理することができる。これ

らを念頭に置いた配合設計と施工の実践・管理により，均質な躯体を構築することができる。 
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第５章 独立空隙型人工軽量骨材を用いた自己充塡性を有する 

高流動コンクリートの提案 

 

 

５．１ 自己充塡性を有する軽量骨材コンクリートの必要性 
 

 第４章で記した独立空隙型人工軽量骨材を用いたコンクリートのワーカビリティーに関する研

究の一環で実施した実規模部材を対象にした施工性確認実験において，圧送性を確保した軽量骨

材コンクリートは流動性が高く，軽微な振動締固めによって良好な充塡性が得られること示され

た。その一方で，コンクリートの横移動とバイブレータによる振動締固めによって軽量骨材が浮

き上がる現象がみられた。その場合には，打込み上面の均しの際にジッターバッグ等の器具で軽

量骨材を押し込むといった特殊な作業が有効であったが，その有用性ととともに，この作業の必

要性も同時に示された。軽量骨材の浮上がりは，部材内の不均一性を生じさせることになる。ま

た，打込み上面が構造物の仕上がり面として供用され，外力や外気に曝される場合には，仕上が

り面の強度や耐久性の低下を招くことにもなりかねない。型枠内の隅々まで充塡し，かつ，密実

でより均質なコンクリート部材を構築するためには，骨材の浮上がりをいかに抑制するか，が新

たな課題として見えてきた。軽量骨材の浮上がりに伴う不均一性を解消し，より均一な硬化体を

形成するためには，振動締固めに頼ることなく，密実に充塡できる性質を付与することが必要と

なると考えた。人工軽量骨材を用いた自己充塡性を有する高流動コンクリートの実現である。 

自己充塡性を有する高流動コンクリートは，そもそも，作業従事者・技能者の技量や施工の良

否に拠らず耐久性の高いコンクリート構造物を構築することを目的として研究開発がなされ，実

用化されてきた１）。ただし，これまでの自己充塡性を有する高流動コンクリートに使用される粗

骨材は普通骨材であり，骨材とモルタルとの密度差は 0.3～0.5g/cm3程度で，かつ骨材の方がモル

タルよりも密度が大きい。これに対し，モルタルよりも密度の小さい軽量骨材を使用した高流動

コンクリートに関する検討は，いくつかの事例はあるものの２），３），配合設計手法の確立までには

至っていなかった。モルタルとの密度差が 1.2g/cm3を超えるような難しい条件であっても，骨材

の浮上がりを抑制し，高い流動性と材料分離抵抗性を兼ね備えた軽量自己充塡コンクリートの実

現と配合設計手法の提案を目指した。 

近年建設市場においては，設計・施工の合理化の観点から構造物を形成する部材の断面を小さ

くして自重を低減すること，運搬や架設の省人・省力化を図るために部材を軽量化することが求

められている。鉄筋やその他の補強鋼材が断面内に高密度に配置されることが多く，コンクリー

トを密実，確実に充塡させるために自己充塡性を有する高流動コンクリートが使用される。また，

コンクリート工事に従事する技能者の高齢化や人員不足を解消する手段としても自己充塡性を有

する高流動コンクリートに期待が寄せられている。自己充塡性を有する高流動コンクリートに「軽

量」という性質を付加することができれば，建設コストの低減や施工の省力化はもちろん，鋼・

コンクリート複合構造をはじめとする新しい構造の創出にもつながる。こういった観点からも，

自己充塡性を有する軽量骨材コンクリートの実現は，極めて重要な意味を持つ。 

我が国におけるインフラの整備は，新設から維持管理・リニューアルの時代に移行している。

高度経済成長期に築造された既存の構造物を有効活用し，補修・補強によって延命化する事業が

増えてきており，これに応じる技術開発や施策の導入が望まれている。鉄筋コンクリート構造物

のコンクリートの打替えや増厚に際しては，狭隘で小さな断面に新たにコンクリートを打ち込む
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ことになり，しかも，杭や支持地盤といった下部構造への負荷や地震時の慣性力を小さくする必

要がある。また，鋼構造物においては，鋼をコンクリートで覆ったり，鋼部材内部にコンクリー

トを充塡したりする複合構造化が求められることが増えている。いずれの場合も，補修・補強箇

所の部材重量の増加が下部構造を含めた構造物全体の補強に繋がってしまい，工事費を著しく増

大させる。コンクリートを活用した補修・補強工事においては，「適切な強度・剛性」とともに，

「軽さ」と「充塡のしやすさ」を兼ね備えたコンクリートを製造・施工する技術が求められる。 

このような状況を踏まえ，粗骨材に独立空隙型の人工軽量骨材を使用したコンクリートに自己

充塡性を付与することを目的として，水粉体容積比，モルタルの単位容積質量，軽量粗骨材の種

類および単位量に着目して流動性，材料分離抵抗性，自己充塡性を評価する各種試験を行い，使

用材料や配合条件がフレッシュコンクリートの性状に及ぼす影響について検討した。そして，検

討結果をもとに，自己充塡性を有する軽量骨材コンクリートの配合設計手法の提案を試みた４），５）。 
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５．２ 締固め不要を実現するための実験的検討 

 

５．２．１ 実験概要 

（１）使用材料 

 使用材料を表－5.2.1 に示す。粗骨材には，絶乾密度および原材料の異なる５種類の軽量粗骨

材を用いた。これらは，流紋岩系鉱物（真珠岩）あるいは石炭灰を造粒して焼成した独立空隙型

人工軽量粗骨材６），７）であり，従来の軽量粗骨材よりも吸水率が極めて小さくなっている。混和

材としてのフライアッシュおよびシリカフュームは結合材（粉体）の軽量化を図るとともに材料

分離抵抗性の向上を目的として使用した。高性能 AE 減水剤には β-ナフタレンスルホン酸塩系の

ものを使用し，特殊増粘剤としてウェランガム８）を使用した。コンクリートの空気量は，天然樹

脂酸塩を主成分とする AE 剤で調整した。 

 

表－5.2.1 使用材料 

使用材料 摘要

セメント 普通ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄ 密度3.16g/cm
3
，比表面積3,350cm

2
/g

細骨材 新潟産山砂 表乾密度2.60g/cm
3
，吸水率1.69％，粗粒率2.30

G09 独立空隙型人工軽量骨材（真珠岩系） Gmax15mm，絶乾密度0.94g/cm
3
，24h吸水率7.77%

人工軽量 G10 独立空隙型人工軽量骨材（真珠岩系） Gmax15mm，絶乾密度1.06g/cm
3
，24h吸水率2.90%

粗骨材 G11 独立空隙型人工軽量骨材（真珠岩系） Gmax15mm，絶乾密度1.15g/cm
3
，24h吸水率4.45%

G13 独立空隙型人工軽量骨材（真珠岩系） Gmax15mm，絶乾密度1.27g/cm
3
，24h吸水率2.07%

G18 石炭灰焼成人工軽量粗骨材 Gmax20mm，絶乾密度1.78g/cm
3
，24h吸水率2.04%

フライアッシュ 密度2.20g/cm
3
，比表面積3,830cm

2
/g，強熱減量2.2%

シリカフューム 密度2.20g/cm
3
，比表面積約200,000cm

2
/g

混和剤 高性能AE減水剤 β-ナフタレンスルホン酸塩系

特殊増粘剤 ウェランガム －

混和材

VIS

記号

S

Ｇ

SP

C

SF

FA

 

 
 
（２）試験方法および測定項目 

 実施した測定項目および試験方法を表－5.2.2 に示す。鉛直方向材料分離評価試験とは，図－

5.2.1 に示すように φ150×300mm の円柱型枠を２段重ねにしてコンクリートを打ち込み，５分静

置した後，上層Ａ室，下層Ｂ室の各々から採取したコンクリートを５mm ふるい上で水洗いして

軽量粗骨材を取り出し，各室の粗骨材絶乾重量の比から，材料分離を評価しようとするものであ

る９）。ここでは，Ｂ室の軽量粗骨材絶乾重量に対するＡ室の軽量粗骨材絶乾重量の比を鉛直分離

指数と称することとした（鉛直分離指数1.00は骨材が鉛直方向に均一に分布していることを示す）。 

 900mm 流動性評価試験４），５）とは，図－5.2.2 に示すアクリル製型枠に５秒間に約１ℓ の割合

でコンクリートを投入して，その流動勾配や装置内への充塡状況を評価しようとするものである。

コンクリートの打込み完了後，５分静置した後，300mm ごとに仕切り板を挿入して，前述の鉛直

方向分離評価試験と同様に粗骨材を取り出し，各室の粗骨材絶乾重量の比から，材料分離を評価

することとした。ここでは，Ⅰ室の軽量粗骨材絶乾重量に対するⅢ室の軽量粗骨材絶乾重量の比

を水平分離指数と称することとした。また，図－5.2.3 に示すようにコンクリート天端面と型枠

に囲まれた全面積（斜線部）をＡa，材料分離が生じて粗骨材が浮き上がり，モルタルと粗骨材が

一体とならなかった部分の面積をＡs として，その面積比（Ａs／Ａa×100％）をモルタル未充塡

率と称することとした。流動勾配は，両端部の天端高さの差を流動距離で除して算出した（（Ｈ1

－Ｈ2）／Ｌ）。 

３ｍ流動性評価試験５）とは，図－5.2.4 に示すアクリル製型枠内にコンクリートを投入し，流
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動距離を３ｍとした場合のコンクリートの充塡性，材料分離抵抗性を評価しようとするものであ

る。 

コンクリートの練混ぜは，水平二軸式強制練りミキサ（容量 100ℓ，回転数 60r.p.m）を用いて

行い，練混ぜ量は 60ℓとした。また，練混ぜ時間は，全材料投入後 120 秒間とした。軽量粗骨材

は水槽内に 24 時間浸漬し，プレプレウェッティングしたものを使用した。 

 

表－5.2.2 測定項目および試験項目 

項  目 摘　要

スランプフロー JSCE F503 1990

500mmフロー到達時間 JSCE規準（案）

Ｖ75漏斗流下時間 JSCE規準（案）

空気量，単位容積質量 JIS A 1128，JIS A 1116

コンクリート温度 温度計にて計測

鉛直方向材料分離評価試験 本文参照

900mm流動性評価試験

水平方向材料分離評価試験

３ｍ流動性評価試験 本文参照

圧縮強度試験 JIS A 1108

ヤング係数試験 ASTM C 469-65

本文参照

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 図－5.2.1 鉛直方向材料分離評価試験 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

 

図－5.2.2 900mm 流動性評価試験 

 

コンクリート投入位置 

Ⅰ室 Ⅱ室 Ⅲ室 

300 300 300 

300 

200 

仕切り板

単位：mm 

単位：mm 

Ａ室 

Ｂ室 

300 

300 

単位：mm 
150 

鉛直分離指数 

A 室の軽量粗骨材絶乾重量 

B 室の軽量粗骨材絶乾重量 

水平分離指数 

Ⅲ室の軽量粗骨材絶乾重量 

Ⅰ室の軽量粗骨材絶乾重量 
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図－5.2.3 流動勾配とモルタル未充塡率 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－5.2.4 ３ｍ流動性試験 

 
 
（３）検討要因 

 本研究では以下に示す５つの要因に着目して試験を行い，それぞれの要因がコンクリートの性

状に及ぼす影響について検討を行った。試験に供したすべてのコンクリートの配合を表－5.2.3

に示す。 

１）モルタルと粗骨材の密度差 

 セメントの一部をフライアッシュで置換する，あるいは空気量を調整することによってモルタ

ルの単位容積質量を変化させ，モルタルの単位容積質量と軽量粗骨材の絶乾密度の差（以下，密

度差と示す）が材料分離抵抗性に及ぼす影響を検討した。使用した粗骨材はＧ13（絶乾密度

1.27g/cm3）であり，単位粗骨材量（粗骨材絶対容積：以下，Ｇvol と記す）は 400ℓ/ｍ3，細骨材容

積比１）（空気を覗くモルタルの容積に対する細骨材の容積比：以下，Vs/Vm と記す）は 40％，水

粉体容積比１）（粉体に対する水の容積比：以下，Vw/Vp と記す）は 90％とした。配合Ⅰ－１～４

については，フライアッシュ置換率を対セメント容積比で 0～75％としてペーストの密度を変化

させた。また，配合Ⅰ－５は，AE 剤の添加率を調整して目標空気量を 10％とすることで，モル

タルの単位容積質量を変化させた。  

２）単位粗骨材量 

 単位粗骨材量Ｇvol が流動性，材料分離抵抗性，自己充塡性などのフレッシュコンクリートの

性状に及ぼす影響を検討するために，Ｇvol を 270～400ℓ/ｍ3に変化させて試験を行った。使用し

た粗骨材はＧ09（絶乾密度 0.94g/cm3）であり，Vs/Vm を 40％，Vw/Vp を 90％，フライアッシュ

置換率を対セメント容積比 50％とした。 

３）水粉体容積比 

 ペーストの粘性の相違がフレッシュコンクリートの性状に及ぼす影響を検討するために，水粉

1,000 1,000 1,000 200 

コンクリート投入位置 

   
500 

単位：mm 

Ａs 

Ａａ H1 H2 

L 

流動勾配 

H1－H2  （両端部の高さの差） 

  L    （流動距離） 

モルタル未充塡率 

As（モルタルと粗骨材が一体とならなかった部分の面積） 

Aa（コンクリート天端面と型枠に囲まれた全面積） 
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体容積比Vw/Vpを 70～100％の範囲で４水準変化させて試験を行った。使用した粗骨材はＧ09（絶

乾密度 0.94g/cm3）であり，Ｇvol は 300ℓ/ｍ3，Vs/Vm は 40％，フライアッシュ置換率は対セメン

ト容積比で 50％とした。また，シリカフュームの混入がフレッシュコンクリートの性状に及ぼす

影響を検討するために，粉体容積の 10％に相当するシリカフュームを混入した配合についても，

Vw/Vp を 65～90％の範囲で４水準変化させて試験を実施した。  

４）軽量粗骨材の種類 

 原料および密度の異なる５種類の軽量粗骨材（Ｇ09，Ｇ10，Ｇ11，Ｇ13，Ｇ18）を用いて，Vw/Vp

を 80，90，100％に変化させて，骨材の種類の相違がフレッシュコンクリートの性状に及ぼす影

響を検討した。Ｇvol は 300ℓ/ｍ3，Vs/Vm は 40％，フライアッシュ置換率は対セメント容積比で

50％とした。 

５）流動距離および打込み速度の影響 

 １）～４）において試験に供した配合のうち，代表的な２種類の配合を用いて，３ｍ流動性評価試

験を実施した。まず，打込み速度を 900mm 流動性評価試験と同じ１ℓ/５秒として流動距離の影響を検

討した。次に，打込み速度を４ℓ/５秒とした場合について試験を実施して打込み速度の影響を検討し

た。試験に供したコンクリートの配合は，Ⅲ－４（粗骨材：Ｇ09，Ｇvol：300ℓ/ｍ3，Vw/Vp：100％）

およびⅣ－１Ｃ（粗骨材：Ｇ13，Ｇvol：300ℓ/ｍ3，Vw/Vp：80％）である。 

 

 

表－5.2.3 コンクリートの配合 
粗 Gvol Vs/Vm Vw/Vp W/C W/B 置換率(%) Air 単位量（kg/m

3
） SP VIS 単位容積質量（kg/m

3
)

骨材 (㍑) (%) (%) (%) (%) FA SF (%) W C FA SF S G  (P×%) (W×%) ﾓﾙﾀﾙ ｺﾝｸﾘｰﾄ
Ⅰ-１ 29.6 29.6 0 158 533 0 0 577 1.80 2113 1788
Ⅰ-２ 38.1 30.9 25 158 415 96 0 577 1.70 2077 1766
Ⅰ-３ 57.0 33.6 50 0 158 277 193 0 577 1.60 2008 1725
Ⅰ-４ 113.7 36.9 75 158 139 289 0 577 1.30 1938 1683
Ⅰ-５ 113.7 36.8 75 10.0 142 125 261 0 520 1.30 1747 1568
Ⅱ-１ 400 57.0 33.6 158 277 193 0 577 376 1.85 2008 1609
Ⅱ-２ 350 57.0 33.6 172 302 210 0 629 329 1.60 2020 1667
Ⅱ-３ 300 57.0 33.5 186 327 228 0 681 282 1.60 2031 1725
Ⅱ-４ 270 57.0 33.6 195 342 238 0 712 254 1.60 2037 1760
Ⅲ-１ 70 44.4 26.0 162 365 257 0 681 3.80 2093 1768
Ⅲ-２ 80 50.9 30.0 175 344 240 0 681 2.00 2057 1743
Ⅲ-３ 90 56.9 33.5 186 327 228 0 681 1.60 2031 1725
Ⅲ-４ 100 63.5 37.5 197 310 216 0 681 1.50 2006 1707
Ⅲ-５ 65 45.9 24.8 155 338 236 52 681 3.60 2089 1768
Ⅲ-６ 70 49.2 26.6 162 329 229 51 681 2.70 2074 1743
Ⅲ-７ 80 56.5 30.5 175 310 216 48 681 2.50 2043 1725
Ⅲ-８ 90 63.1 34.1 186 295 205 46 681 2.20 2019 1707

Ⅳ-１A 80 50.9 30.0 175 344 240 0 681 2.40 2057 1767
Ⅳ-２A G10 300 40 90 56.9 33.5 50 0 4.5 186 327 228 0 681 2.20 2031 1749
Ⅳ-３A 100 63.5 37.5 197 310 216 0 681 1.50 2006 1731
Ⅳ-１Ｂ 80 50.9 30.0 175 344 240 0 681 2.40 2057 1800
Ⅳ-２Ｂ G11 300 40 90 56.9 33.5 50 0 4.5 186 327 228 0 681 2.10 2031 1782
Ⅳ-３Ｂ 100 63.5 37.5 197 310 216 0 681 1.50 2006 1764
Ⅳ-１C 80 50.9 30.0 175 344 240 0 681 2.60 2057 1829
Ⅳ-２C G13 300 40 90 56.9 33.5 50 0 4.5 186 327 228 0 681 1.80 2031 1811
Ⅳ-３C 100 63.5 37.5 197 310 216 0 681 1.60 2006 1793
Ⅳ-１D 80 50.9 30.0 175 344 240 0 681 2.10 2057 1985
Ⅳ-２D G18 300 40 90 56.9 33.5 50 0 4.5 186 327 228 0 681 1.75 2031 1967
Ⅳ-３D 100 63.5 37.5 197 310 216 0 681 1.60 2006 1949

G09 40 90

0.05

4.5 282 0.0510G09 300 40 45

No.

G13 400 40 90

G09 300 40 50

0.05

50 4.5 0.050

0.054.5 282

0.05

0

4.5
508

0.05

0.05

318

345

381

543

 
      W/C：水セメント比 

Vs/Vm：細骨材容積比（空気を除くモルタル容積対する細骨材の容積比） 

Vw/Vp：水粉体容積比（粉体に対する水の容積比，Vp はセメント，フライアッシュ，シリカフュームの容積の和） 

W/B：水結合材比（B はセメント，フライアッシュ，シリカフュームの重量の和） 
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５．２．２ 実験結果および考察 

（１）モルタルと粗骨材の密度差の影響 

１）フレッシュコンクリート 

 フレッシュコンクリートの試験結果を図－5.2.5 に示す。配合Ⅰ－１～４は，スランプフロー

が 620～665mm の範囲であり，ほぼ同じ流動性となるように高性能 AE 減水剤の添加率を調整し

た。同一スランプフローが得られる高性能 AE 減水剤の添加率は，フライアッシュの置換率が高

くなるにしたがって少なくなる傾向にあった。配合Ⅰ－４と高性能 AE 減水剤の添加率を等しく

して目標空気量を 10％とした配合Ⅰ－５は，スランプフローが 515mm であった。500mm フロー

到達時間，Ｖ75 漏斗流下時間については，フライアッシュの置換率が高くなるにしたがって小さ

くなった。これは，スランプフローをほぼ等しくした場合には，フライアッシュ置換率の増加に

ともなって球状の粉体割合が増加し，その結果，フレッシュコンクリート中の自由水が増えてペ

ーストの粘性が小さくなるものと考えられた。 

 図－5.2.6 に鉛直方向材料分離評価試験の結果を示す。今回の試験条件では，フライアッシュ

の置換率を高めること，空気量を増加させることにより，モルタルと粗骨材の密度差が小さくな

る。図に示すように，密度差を小さくすることで鉛直分離指数が 1.00 に近づき，粗骨材の浮上り

の抑制が可能であることが確認された。また，前述の通り，フライアッシュの置換率を高めるこ

とでペーストの粘性が低下する傾向にあったが，ペーストの粘性が低下しても密度差を小さくす

ることで材料分離を抑制できることが示された。この密度差が，流動性を高めた軽量骨材コンク

リートの材料分離抵抗性に大きな影響を与えることが分かる。 
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図－5.2.5 フレッシュコンクリートの試験結果 
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図－5.2.6 鉛直方向材料分離評価試験の結果 

 
２）硬化コンクリート 
図－5.2.7に材齢 28 日の圧縮強度試験の結果を示す。フライアッシュを混入しない配合Ⅰ－１

は 57.6N/mm2の高強度が得られた。また，フライアッシュ置換率の増大にともなって圧縮強度が

低下する傾向にあったが，置換率 50％でも 35N/mm2以上の強度が得られた。 
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 図－5.2.7 圧縮強度試験の結果 

 

 

（２）単位粗骨材量の影響 
１）フレッシュコンクリート 
 フレッシュコンクリートの試験結果を図－5.2.8 に示す。スランプフローは 640～713mm の範

囲であり，ほぼ同等の流動性となるように高性能 AE 減水剤の添加率を調整した。500mm フロー

到達時間，Ｖ75漏斗流下時間についてはＧvol の増加にともなって増大する傾向にあり，普通骨材

を用いた場合と同様 10），コンクリートの変形のしやすさが損なわれる結果となった。 

 図－5.2.9 に 900mm 流動性評価試験におけるＧvol と流動勾配，モルタル未充塡率，水平分離

指数の関係を示す。図に示すように，Ｇvol が 400ℓ/ｍ3 になると流動勾配が極端に大きくなり，

モルタル未充塡率についても同じように増加する傾向にあった。写真－5.2.1 にＧvol＝300ℓ/ｍ3

の流動性評価試験の結果を，写真－5.2.2 にＧvol＝400ℓ/ｍ3 の流動性評価試験の結果を示す。普

通骨材を用いた通常の高流動コンクリートでは，本試験装置のように障害物が存在しない型枠内

では，粗骨材同士が接触してもモルタルあるいはペーストが骨材の上方を覆うように流動して未
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充塡部が生じない。これに対して，軽量骨材を使用した高流動コンクリートでは，写真－5.2.2

に示すように流動先端部で粗骨材同士あるいは粗骨材と型枠が接触して流動勾配が大きくなるこ

とが確認された。なお，水平分離指数については，Ｇvol＝270～400ℓ/ｍ3 の範囲では，流動方向

の粗骨材の分布はほぼ同じであったが，図－5.2.9のモルタル未充塡率や写真－5.2.1，5.2.2に

示されるようにＧvol が大きくなるにしたがって，流動先端部で粗骨材同士あるいは粗骨材と型

枠の接触が顕著となり，粗骨材が浮き上がって分離する現象が確認された。つまり，本試験にお

けるモルタル未充塡率は，流動先端部における上下方向の分離，すなわち軽量粗骨材の浮上がり

を表しているといえる。 

 コンクリートの軽量化を図る上では，密度の小さい軽量骨材をより多く用いることが有効であ

るが，軽量骨材を用いた高流動コンクリートでは，流動によって分離することなく密実に充塡す

るためには，単位粗骨材量Ｇvol を 350ℓ/ｍ3を上限とし，300ℓ/ｍ3程度とするのが適当である。な

お，Ｇvol を 400ℓ/ｍ3 とした際に，流動勾配やモルタル未充塡率が大きくなった理由として，粗

骨材の接触の他に，同一スランプフローを得るために，高性能 AE 減水剤の添加率を大きくして

ペーストの粘性が小さくなったことも原因の一つである。単位粗骨材量Ｇvol とともにペースト

の粘性の調整が重要であることが示された。 
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図－5.2.8 フレッシュコンクリートの試験結果 
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図－5.2.9 900mm 流動性評価試験の結果 

 

 

 

写真－5.2.1 900mm 流動性評価試験の結果（配合Ⅱ－３：Ｇvol＝300ℓ/ｍ3） 

 

 

写真－5.2.2 900mm 流動性評価試験の結果（配合Ⅱ－１：Ｇvol＝400ℓ/ｍ3） 
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２）硬化コンクリート 

図－5.2.10 に材齢 28 日の圧縮強度とヤング係数の関係を示す。圧縮強度は，Ｇvol によらず，

ほぼ一定であり，45N/mm2程度の強度を示した。これは，使用した軽量粗骨材Ｇ09 がモルタルの

強度に対して十分な強度を有していることを示している。ヤング係数については，1.8～2.0×10４ 

N/mm2 の範囲であり，Ｇvol が少ないほど，すなわち単位容積質量が大きいものほど大きくなる

傾向を示し，日本建築学会の規準式 11）で示される範囲にあった。  
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図－5.2.10 圧縮強度とヤング係数の関係 

 
 
（３）水粉体容積比の影響 

１）フレッシュコンクリート 

 フレッシュコンクリートの試験結果を図－5.2.11に示す。スランプフローは 645～775mm の範

囲であった。500mm フロー到達時間およびＶ75漏斗流下時間については，シリカフュームを混入

した場合の方が無混入の場合に比べて小さい値となる傾向にあった。これは，シリカフュームの

いわゆるベアリング作用 12）により，同一 Vw/Vp でも変形性が高くなったためである。また，Vw/Vp

の低下にともなって 500mm フロー到達時間やＶ75漏斗流下時間が大きくなる傾向にあり，ペース

トの粘性が増大した。 

図－5.2.12に 900mm 流動性評価試験における Vw/Vp と流動勾配，モルタル未充塡率，水平分

離指数の関係を示す。シリカフュームを混入しない場合には，Vw/Vp＝100％で流動勾配が 7.8％

と大きくなったほかは 0.3～1.1％の範囲であり，比較的良好なセルフレベリング性を示した。モ

ルタル未充塡率は，図－5.2.12 および写真－5.2.3 に示すように，Vw/Vp＝80％以下で０％であ

ったのに対し，それ以上では Vw/Vp の増加にともなって大きくなった。シリカフュームを混入

した場合には無混入の場合に比べて，同一 Vw/Vp でも流動勾配やモルタル未充塡率が大きくなっ

た。また，モルタル未充塡率が０％となるのは Vw/Vp＝65％であった。これは，前述のように，

シリカフュームを混入した場合には，同一 Vw/Vp，同一スランプフローであっても，変形しやす

く，材料分離抵抗性が小さくなるためであり，より高い材料分離抵抗性，自己充塡性を得るため

には，Vw/Vp を無混入の場合よりも小さくする必要があることを示している。水平分離指数は，

いずれの配合も 1.00～1.10 の範囲であり，水平方向の粗骨材の分離はほとんど認められなかった。

しかしながら，モルタル未充塡率に示されるように，Vw/Vp が大きくなると上下方向の分離が顕

著になり，Vw/Vp によっては水平方向の分離がなくとも流動先端部の上下方向の分離が生じる場

合があることが明らかとなった。 

これらのことから，Vw/Vp を小さくすることでペーストに適度な粘性を付与し，粗骨材の分離

（浮上がり）を抑制することで自己充塡性が得られることが示された。Vw/Vp は，普通骨材を用
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いた場合と同様１），軽量骨材を用いた場合においても材料分離抵抗性および自己充塡性の重要な

要因であることが確認された。 
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図－5.2.11 フレッシュコンクリートの試験結果 
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図－5.2.12 900mm 流動性評価試験の結果 
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Ⅲ－２ Ⅲ－３ Ⅲ－４ 

Vw/Vp＝80％ Vw/Vp＝90％ Vw/Vp＝100％ 

   

モルタル未充塡率：0％ モルタル未充塡率：2.1％ モルタル未充塡率：4.5％ 

G09 骨材（絶燥密度 0.94g/cm3），Gvol＝300ℓ/m3，Vs/Vm＝40％ 

写真－5.2.3 900mm 流動試験におけるⅢ室の状態 

 
２）硬化コンクリート 

 図－5.2.13 に材齢 28 日の圧縮強度とヤング係数の関係を示す。今回の配合条件では，Vw/Vp

の低下。すなわち W/B の低下にともなって圧縮強度が増加した。また，シリカフュームを混入し

た場合には，同一 Vw/Vp で圧縮強度が２割程度増大する傾向を示し，Vw/Vp＝65％では，60N/mm2

を超える高強度が得られた。なお，実験で得られたヤング係数は，圧縮強度 40～60N/mm2の範囲

では，概ね日本建築学会の規準式 10）で示される範囲であった。 
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図－5.2.13 圧縮強度とヤング係数の関係 

 
 
（４）軽量粗骨材の種類の影響 
１）フレッシュコンクリート 
 フレッシュコンクリートの試験結果を図－5.2.14に示す。スランプフローは 645～775mm の範

囲であった。500mm フロー到達時間およびＶ75漏斗流下時間は，いずれの軽量粗骨材を用いた場

合でも Vw/Vp が大きくなるほど小さくなる傾向にあった。また，今回の試験では，粗骨材の種類

や絶乾密度が 500mm フロー到達時間やＶ75漏斗流下時間に及ぼす影響は，明瞭には認められなか
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った。 

 図－5.2.15 に 900mm 流動性試験における骨材絶乾密度と流動勾配，モルタル未充塡率，水平

分離指数の関係を示す。Vw/Vp＝80％では，いずれの軽量粗骨材を使用した場合でも，流動勾配

が 1.5％以下，モルタル未充塡率が 0.5％以下であり，良好な材料分離抵抗性，自己充塡性を示し

た。Vw/Vp＝90％では，いずれの場合も流動勾配が２％程度であったが，Vw/Vp＝80％に比べて，

流動勾配が大きくなる傾向にあった。また，粗骨材絶乾密度が 1.15g/cm3よりも小さくなるとモル

タル未充塡率が極端に大きくなり，流動に対する材料分離抵抗性を確保することができなかった。

Vw/Vp＝100％では，流動勾配，モルタル未充塡率とも全体的に大きくなり，骨材密度が小さくな

るにつれてほぼ直線的に増大した。これは，Vw/Vp を大きくするとペーストの粘性が低下して材

料分離抵抗性が小さくなり，また，粗骨材の密度が小さいほどモルタルとの密度差が大きくなっ

て材料分離が生じやすくなるためである。水平分離指数については，いずれの配合も 1.0～1.1 の

範囲であったが，モルタル未充塡率の大きいものほど流動先端部における鉛直方向の分離，すな

わち軽量骨材の浮上がりが顕著になる傾向にあった。 

これらのことから，軽量粗骨材の種類（密度）によって，流動に対して適切な材料分離抵抗性

が得られる Vw/Vp が異なり，骨材の密度が小さくなればなるほど，Vw/Vp を小さくする必要が

あることが示された。 
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図－5.2.14 フレッシュコンクリートの試験結果 
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図－5.2.15 900mm 流動性評価試験の結果 

 
 
２）硬化コンクリート 
 図－5.2.16 に材齢 28 日の圧縮強度とヤング係数の関係を示す。図に示すように，粗骨材の絶

乾密度が大きいものほど，また，Vw/Vp が小さくなるほど圧縮強度，ヤング係数とも大きくなる

傾向にあった。また，圧縮強度とヤング係数はほぼ線形の関係を示したが，骨材原料の相違（真

珠岩系と石炭灰系）によって，その関係式は異なり，同一強度で比較すると石炭灰焼成骨材（Ｇ

18）は，真珠岩系骨材よりも４割程度大きいヤング係数が得られた。これは，石炭灰焼成骨材を

用いた場合には，コンクリートの単位容積質量が大きくなること，骨材自身のヤング係数が大き

いことによるものである。 
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図－5.2.16 圧縮強度とヤング係数の関係 

Vw/Vp
骨材 80% 90% 100%
G09 ● ● ○
G10 ▲ ▲ △
G11 ■ ■ □
G13 ◆ ◆ ◇
G18 ＊ ＋ ×

（g/cm3） 
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（５）流動距離および打込み速度の影響 
 （４）において，自己充塡性，材料分離抵抗性が不十分であった配合Ⅲ－４（粗骨材：Ｇ09，

Vw/Vp：100％）および良好な充塡性を示した配合Ⅳ－１Ｃ（粗骨材：Ｇ13，Vw/Vp：80％）を用

いて３ｍ流動性評価試験を行った。図－5.2.17 にフレッシュコンクリートの試験結果を，図－

5.2.18に流動性評価試験における流動勾配，モルタル未充塡率の測定結果を示す。試験ごとに練

混ぜを行った結果を示したものであるが，各配合のスランプフロー，Ｖ75 漏斗流下時間，500mm

フロー到達時間の試験結果のばらつきは小さく，ほぼ一定の値を示した。 

１）流動距離の影響 

 Ｇ09 を用いた配合では，図－5.2.18 に示すように，流動距離を３ｍとした場合には，900mm

流動の場合と比べて流動勾配が小さくなり，モルタル未充塡率が大きくなった。流動勾配が小さ

くなった理由としては，天端全面に粗骨材の浮上りがみられたが，流動距離２ｍ付近までは勾配

が生じていなかったこと，流動先端部のみに粗骨材同士あるいは粗骨材と型枠の接触が顕著とな

って勾配が生じていたことが考えられる。また，モルタル未充塡率は 6.2％であり，流動先端では

モルタルの回り込みがほとんどみられなかった。一方，Ｇ13 を用いた配合では，900mm 流動に

比べて３ｍ流動では，流動勾配，モルタル未充塡率とも大きくなる結果となった。流動勾配が大

きくなった原因としては，500mm フロー到達時間やＶ75漏斗流下時間に示されるように，ペース

トの粘性が高く，型枠との摩擦抵抗が卓越したため，打込み位置から全体的に勾配が生じたこと

によるものと考えられた。モルタル未充塡率は 2.1％であったが，モルタルと粗骨材が一体となっ

て流動しており，流動先端部で骨材の浮上りが僅かに生じる程度であった。 

いずれの配合も，打込み速度１ℓ／５秒の条件では，流動距離が長くなると材料分離が生じやす

くなる傾向が認められた。しかしながら，900mm 流動性評価試験においてモルタル未充塡率が

０％を示すような配合Ⅳ－１Ｃであれば，流動距離が３ｍとなってもモルタル未充塡率を２％程

度に抑制できることが確認された。 

２）打込み速度の影響 

打込み速度を約４倍にして３ｍ流動性評価試験を行った結果，図－5.2.18に示すようにいずれ

の配合とも流動勾配，モルタル未充塡率が小さくなる傾向を示したが，Ｇ09 を用いた配合は，打

込み速度の影響は僅かであり，流動勾配やモルタル未充塡率はさほど変化しなかった。これに対

して，Ｇ13 を用いた配合では，流動勾配が大幅に改善されるとともに，モルタル未充塡率も 0.4％

まで低下した。これは，打込み速度を速くすることでコンクリートの変形速度が型枠との摩擦抵

抗を上回ったことによるものと考えられた。 

また，本試験結果では試験に供した２配合とも 900mm 流動性評価試験におけるモルタル未充

塡率が打込み速度を４ℓ/５秒とした３ｍ流動性評価試験におけるモルタル未充塡率とほぼ一致し

ていること，実施工においてはさらに速い速度で打込みが行われることを考慮すると，軽量骨材

を用いた高流動コンクリートの自己充塡性，材料分離抵抗性を 900mm 流動性評価試験によって

ある程度まで評価できる可能性が示された。 
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図－5.2.17 フレッシュコンクリートの試験結果 
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図－5.2.18 流動性評価試験の結果 
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５．３ 締固めを不要とする配合設計手法の提案 

 

５．２の実験結果をもとにフレッシュコンクリートの試験結果が充塡性に及ぼす影響について

考察した。 

普通骨材を使用した高流動コンクリートでは，Ｖ75 漏斗流下試験では，スランプフロー600mm

以上の場合には粗骨材同士の接触が卓越して，流下時間が大きくなる傾向にある 13）。軽量粗骨材

を使用した本検討においては，Ｇvol＝400ℓ/ｍ3とした場合でも，Ｖ75漏斗の閉塞は生じなかった。

これは，軽量粗骨材の最大寸法が 15mm 程度と小さく，粗骨材同士が接触しにくいこと，粗骨材

同士が接触しても骨材粒形が球形に近いためロッキングによる閉塞が生じにくいことによるもの

と考えられた。この条件のもと，今回の試験では，図－5.3.1に示すように 500mm フロー到達時

間とＶ75漏斗流下時間に高い相関があり，500mm フロー到達時間が大きくなるにしたがって，Ｖ

75 漏斗流下時間も大きくなった。軽量骨材を使用した高流動コンクリートでは，Ｖ75 漏斗流下時

間は，骨材同士の接触よりもモルタルと漏斗の摩擦抵抗に支配され，モルタルの粘性を評価する

指標となり得ることが分かる。 
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図－5.3.1 500mm フロー到達時間とＶ75漏斗流下時間の関係 

 

 

次に，Ｖ75漏斗流下時間と 900mm 流動性評価試験における流動勾配，モルタル未充塡率の関係

を図－5.3.2 に示す。Ｇvol＝300ℓ/ｍ3 の条件では，いずれの骨材を使用した場合でも，Ｖ75 漏斗

流下時間が大きくなればなるほど，流動勾配およびモルタル未充塡率が小さくなり，自己充塡性

および材料分離抵抗性が向上する結果となった。また，骨材密度が大きいものほどＶ75 漏斗流下

時間が小さい領域で，流動勾配およびモルタル未充塡率が小さくなる傾向にあった。軽量骨材を

用いた高流動コンクリートの材料分離抵抗性，自己充塡性は，モルタルの粘性に大きく支配され

ていることが分かる。 
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図－5.3.2 Ｖ75漏斗流下時間と流動勾配・モルタル未充塡率の関係 

 

 

 図－5.3.3に密度差－Ｖ75漏斗流下時間－モルタル未充塡率の関係を示す。また，図－5.3.4に

密度差－500mm フロー到達時間－モルタル未充塡率の関係を示す。図中のプロットのうち，塗り

つぶしの点は，モルタル未充塡率が 0.5％未満，つまり，良好な充塡性と材料分離抵抗性を示した

ケースの実験結果である。図－5.3.3 に示すように，モルタル未充塡率が良好な結果となったも

のは，図中に外挿した線よりも大きなＶ75 漏斗流下時間を示した配合であった。これによれば，

モルタルと軽量粗骨材の密度差が大きくなればなるほど，Ｖ75漏斗流下時間を大きくしなければ，

未充塡部が生じてしまうことが分かる。500mm フロー到達時間についても，図－5.3.4に示すよ

うに，Ｖ75漏斗流下時間に比べて感度は劣るものの，同様のことが伺える。 

 これらのことから，モルタルと軽量骨材の密度差を考慮して，Ｖ75漏斗流下時間および 500mm

フロー到達時間が図中にプロットしたラインよりも大きくなるようにその目標値を設定し，これ

を満たすように水粉体容積比 Vw/Vp を調整することで，高い自己充塡性と材料分離抵抗性を有す

る軽量骨材コンクリートの配合を選定することができる。 

 

 

Gvol＝300ℓ/m3

Gvol＝300ℓ/m3
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第５章 独立空隙型人工軽量骨材を用いた自己充塡性を有する高流動コンクリートの提案 

 
図－5.3.3 密度差－Ｖ75漏斗流下時間－モルタル未充塡率の関係 

 
 

 
図－5.3.4 密度差－500mm フロー到達時間－モルタル未充塡率の関係 

Gvol＝300ℓ/m3 

Gvol＝300ℓ/m3 
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５．４ まとめ 

 

 独立空隙型の人工軽量骨材を用いたコンクリートに自己充塡性を付与することを目的として，

モルタルと粗骨材の密度差，水粉体容積比，軽量粗骨材の種類および単位量に着目して試験を行

い，配合条件がフレッシュ性状に及ぼす影響を検討した。本検討で得られた知見をまとめると以

下のようになる。 

 

(1) ペーストの粘性が小さい場合でも，モルタルと軽量粗骨材の密度差を小さくすることで材料

分離（軽量骨材の浮上がり）を抑制できる。逆に，密度が小さい軽量骨材を用いる場合でも，

本実験の範囲である 1.2 までの密度差であれば，ペーストの粘性を適切に設定することで材

料分離を抑制できる。ペーストの粘性は，水粉体容積比で調整できる。 

(2) 軽量骨材を用いた高流動コンクリートは，配合が適切でないと，水平流動した先端部で鉛直

方向の材料分離（軽量骨材の浮上がり）が顕著となる。 

(3) 単位粗骨材量は，350ℓ/ｍ3を上限とし，300ℓ/ｍ3程度が適当である。 

(4) 900mm 流動性試験により，軽量骨材を用いた高流動コンクリートの自己充塡性，材料分離抵

抗性の評価が可能である。ただし，900mm 流動性試験は，簡易とはいえ，特殊な試験である。

この試験で得られる評価は，一般的な高流動コンクリートの試験で測定するＶ75 漏斗流下時

間と 500mm フロー到達時間に関連付けることができる。 

(5) Ｖ75漏斗流下時間と 500mm フロー到達時間の目標値は，モルタルと軽量粗骨材の密度差を考

慮して決定する。本章で示した図中（図－5.3.3，5.3.4）にプロットしたラインよりもＶ75

漏斗流下時間と 500mm フロー到達時間が大きく目標値を設定し，これを満たすように水粉

体容積比 Vw/Vp を調整する。こうすることで，高い自己充塡性と材料分離抵抗性を有する軽

量骨材コンクリートの配合を選定することができる。 

(6) モルタルと粗骨材の密度差の調整や水粉体容積比 Vw/Vp の調整には，フライアッシュを用い

るのが有効である。セメントの内割で容積置換することで，材料分離抵抗性の改善に加え，

水和熱や収縮の抑制を図ることができ，長期強度の増進やアルカリシリカ反応の抑制も期待

できる。 

 

本研究で得られた知見を反映させた人工軽量骨材を用いた自己充塡性を有するコンクリートの

配合選定フローを図－5.4.1に示し，配合選定手法として提案する。 
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【机上検討】

【START】
・空気量 4.5％

・単位粗骨材量 Ｇvol  ＝ 300ℓ/m3

・細骨材容積比 Vs/Vm ＝ 40％

・水粉体容積比 Vw/Vp ＝ 80％

コンクリートの目標単位容積質量を満足する？

・使用材料の選定
軽量粗骨材種類（密度），フライアッシュ

・目標空気量の設定

モルタルと粗骨材の密度差の算定

V75漏斗流下時間の目標値の設定（図5.3.3）
500mmフロー時間の目標値の設定（図5.3.4）

【試し練り】

試し練りの実施

（900mm流動試験が可能な場合）

モルタル未充てん率＜0.5％？

試験の実施
・スランプフロー試験

・V75漏斗試験

・空気量・単位容積質量試験

V75漏斗流下時間が目標値以上？
500mmフロー時間が目標値以上？

配合を決定

900mm流動試験の実施

Vw/Vpの修正（粘性調整）

Yes

No No

No

Yes
Yesスランプフローは高性能AE減水剤

空気量はAE減水剤

で目標値に調整

例） モルタルと粗骨材の密度差が1.0の場合
⇒ V75漏斗流下時間：20秒

500mmフロー時間：13秒

※ フライアッシュが有効な材料
・ペーストの軽量化，粘性調整

・発熱，収縮抑制

・長期強度増進

・ASR抑制

モルタルと粗骨材の密度差を再度算定し，
・V75漏斗流下時間の目標値

・500mmフロー時間の目標値

を再設定

 
※単位粗骨材量 Gvol に関しては，300ℓ/m3 を基本とするが，350ℓ/m3 を上限に適宜調整してよい。 

 

図－5.4.1 人工軽量骨材を用いた自己充塡コンクリートの配合選定フロー（基本案） 
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６．１ 独立空隙型人工軽量骨材コンクリートの現場適用 
  
ここまでの研究結果を踏まえ，独立空隙型人工軽量骨材コンクリートを実構造物へ適用して，

成果の検証を行うとともに，施工のポイントの確認を行った。 

 
６．１．１ プレキャスト製品（ダム仮排水路閉塞工プレキャスト型枠） 

 

（１）はじめに 

 近年の建設工事では，構造物の品質を確保しながら急速施工を行っていくことが大命題となっ

ており，工期の短縮化を図るために様々な手法・工法が検討されている。特に，最近のコンクリ

ート工事においては，部材の一部をプレキャスト化して工場製作し，それを施工現場へ運搬後，

所定の場所に据え付けるといったプレキャスト工法が盛んに採用されるようになってきた。この

プレキャスト工法は，製作と設置が別の場所で平行して行われるため，現場作業の省力化・合理

化が可能となるばかりでなく，安全性の確保や工期の短縮を図ることができる。また，工場で製

作された部材は，場所打ちのものに比べてより確実な管理が行われるため，部材の品質の向上を

図ることができる。さらに，プレキャスト部材に軽量骨材コンクリートを適用して部材を軽量化

した場合には，出荷－運搬－荷卸し－架設といった一連の工程において一部材の寸法を大きくす

ることができる，あるいは各工程で使用する建設機械を小規模化することができるなど，施工サ

イクル数の削減や作業工程の簡略化が可能となり，大幅な工期短縮や工費の削減が期待できる。 

新潟県奥三面ダム建設工事では，現場施工の省力化と大幅な工期短縮を目的に，独立空隙型軽

量骨材を用いた軽量骨材コンクリートで製作したプレキャスト埋設型枠をダム仮排水路閉塞工の

型枠として適用した１）。  

 

（２）施工概要 

１）構造物の概要 

 ダム工事においては，流れていた川を仮排水路トンネルに転流させ，本体工事を進めていくの

が一般的である。このため, ダム本体の工事を完了し試験湛水を実施するためには，仮排水路ト

ンネルから元の川に流れを切り替えた（二次転流）後に仮排水路トンネル２）とダムの止水軸（カ

ーテングラウチングライン）が交差する付近を閉塞する作業（閉塞工）が必要となる。この閉塞

部分は，ダムにより貯留される水と直接接するため最も水圧が作用する部分である。したがって，

より確実な閉塞作業が必要となる。また，周辺岩盤からの漏水を防止するための止水作業（グラ

ウチング）も確実に行う必要がある。閉塞工の施工期間は二次転流を容易に行うため，川の流れ

が少なくかつ洪水の発生する可能性が低い非洪水期間に限定される。しかしながら，万一の出水

による水没の危険性を最小限にするためには，閉塞工に要する工期を一日でも短縮することが工

事の安全対策上，非常に重要となる。通常行われている在来工法では，工事現場でバラ型枠を組

み立てて施工を行うが，型枠工事に時間を要しているのが現状である。 

本工事おける閉塞部分の構造は，図－6.1.1 に示すように基礎処理前に施工する一次コンクリ

ート，一次コンクリートの冷却後，通廊部分から周辺岩盤にファン状に施工する基礎処理（コン

ソリデーショングラウチング，カーテングラウチング）と基礎処理後に施工する二次コンクリー
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トに分れている。プレキャスト型枠は，この一次コンクリ－トを施工し，基礎処理のための通廊

を形成するために使用するものである。なお，プレキャスト型枠の適用については，ダム本体の

通廊に用いた事例３）はあるが，閉塞工に用いたのはこの工事が初めてである。 

閉塞工事の全体工程は，図－6.1.2 に示すように着手から３ヶ月ほどを要する。プレキャスト

型枠の形状は図－6.1.3 に示すような馬蹄形であり，内空はグラウチングで行うボーリング作業

においてロッドの継足しが可能な最低限の寸法とした。また，プレキャスト型枠の形状を単純化

するとともに重量をより軽減するために，アーチカルバートの底版部分を省略してＨ型鋼をスト

ラットとして取付けることで一次コンクリートの打込み圧力に対応させる設計とした。 

プレキャスト型枠１ピース当たりの重量は，トンネル内で使用可能な吊込み用のクレーン能力

から決定される。本工事で使用するクレーンの能力は 4.9ｔであり，施工性を考慮してトンネル軸

方向の型枠長さを１ｍの定尺とした。普通骨材コンクリートで製作したプレキャスト型枠を用い

る場合には，図－6.1.3に示す一体型の型枠形状とすると１ピース当たりの重量が５t を超えてし

まうため，図－6.1.4 に示すような中央で二分割した構造にならざるを得ない。しかしながらこ

の場合には，トンネル内で２つのブロックを接合させる必要が生じるとともに，トンネル内作業

で使用できるクレーンが１台に限られているため，クレーンにより左右いずれかのブロックを所

定の位置に設置し，残るブロックを設置するまでの間，先行設置したブロックを仮受しておかな

ければならない。これに対して，プレキャスト型枠に単位容積質量 1.750kg/m3の軽量骨材コンク

リートを適用した場合には，１ピース当りの重量が図－6.1.3 に示す一体型の形状としても１ピ

ースの重量が 3.3ｔとなり，クレーンによる運搬・据付けが容易になることに加えて，トンネル内

での型枠接合作業が省略できることになる。そこで，プレキャスト型枠に単位容積質量 1,750kg/m3

の軽量骨材コンクリートを使用することとした。  
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図－6.1.1 閉塞部分構造図 

 

工種　　　　　　 　 日 10 20 30 40 50 60 70 80 90

掘削・チッピング

岩盤清掃

型枠設置

コンクリート（一次）

コンクリート（二次）

冷却

継目工

コンソリデーション

カーテン

１リフト ２，３リフト

 
図－6.1.2 閉塞工の工程 
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図－6.1.3 プレキャスト型枠構造図 
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図－6.1.4 プレキャスト型枠構造図（分割型） 

 

２）コンクリートの配合検討 

軽量骨材コンクリートの示方配合を選定するために室内配合試験を実施した。コンクリートの

仕様を表－6.1.1に，使用材料を表－6.1.2示す。プレキャスト型枠１ピースの重量を 3.3ｔ以内

にするためにコンクリートの目標単位容積質量を 1,750kg/m3 とした。粗骨材には，絶乾密度

0.85g/cm3，24 時間吸水率 4.08％の独立空隙型人工軽量粗骨材を用いた。また，単位水量を極力減

ずることを目的としてポリカルボン酸系の高性能 AE 減水剤を使用した。 

試験に供した配合を表－6.1.3 に示す。コンクリートの設計基準強度は材齢 28 日で 21N/mm2

であるが，振動締固め作業による軽量骨材の分離やコンクリートの耐久性を考慮して，水セメン

ト比を 30％，35％，40％の３水準変化させて試験を実施した。また，軽量骨材については，コン

クリートの耐久性を考慮して，プレウェッティングを行わない気乾状態で練混ぜに供した。 

 

表－6.1.1 コンクリートの仕様 

項目 規格

コンクリートの種類 軽量骨材コンクリートⅠ種

設計基準強度 21N/mm2

単位容積質量 1,750kg/m
3

スランプ 12±2.5cm

空気量 5.0±1.5％

セメント種類 普通ポルトランドセメント

粗骨材 人工軽量粗骨材  
 

普通骨材コンクリート 

→ ５ｔ超 

× 〇 
軽量骨材コンクリート 

（単位容積質量 1,750kg/m3） 

→ 3.3ｔ 
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表－6.1.2 使用材料 

使用材料 記号 摘要

セメント Ｃ 普通ポルトランドセメント 密度：3.15g/cm
3
，比表面積：3,240cm

2
/g

細骨材 Ｓ1 新潟県三面川産川砂 表乾密度：2.58g/cm
3
，吸水率：1.67%

粗粒率：2.63

絶乾密度：0.85g/cm
3
，24h吸水率：4.08％，

実積率：61.0%，最大寸法：15mm

混和剤 SP 高性能AE減水剤 ポリカルボン酸エーテル系標準形

Ｇ 独立空隙型人工軽量粗骨材粗骨材

 

 

表－6.1.3 コンクリートの配合 

配合 目標ｽﾗﾝﾌﾟ 空気量 W/C s/a Gvol 単位量（kg/m
3
） SP

No. （cm） (%) (%) (%) (㍑) W C S G (C×%)

Ａ 40.0 402 388 837 342 0.65

Ｂ 12±2.5 5.0±1.5 35.0 48.0 392 155 443 815 333 0.65

Ｃ 30.0 378 517 785 321 0.80

W/C：水セメント比，Ｇvol：単位粗骨材容積，s/a：細骨材率，Ｇ：絶乾重量を表示  

  

 

 室内試験におけるフレッシュコンクリートの試験結果を表－6.1.4 に示す。高性能 AE 減水剤

および空気量調整剤の使用量を調整することで，目標とするフレッシュコンクリートの性状を得

ることが可能であった。いずれの配合もフレッシュコンクリートの性状は良好であり，目視によ

る材料分離は認められず，プレキャスト型枠に用いるコンクリートとして良好なワーカビリティ

ーを有していた。また，いずれの配合もブリーディング率は０％であった。 

 圧縮強度試験の結果を図－6.1.5に示す。いずれの配合も材齢７日で設計基準強度 21N/mm2を

上回り，材齢 28 日強度には 40N/mm2～50N/mm2 の圧縮強度が得られた。今回の試験では，水セ

メント比の小さな配合について検討したが，前述のようにいずれの配合も材料分離が認められな

かったため，その中で単位容積質量の理論値が最も小さい配合Ａ（水セメント比 40％）を選定し

た。 

 

表－6.1.4 フレッシュコンクリートの試験結果 

配合 W/C ｺﾝｸﾘｰﾄ温度 スランプ 空気量 単位容積質量 ﾌﾞﾘｰﾃﾞｨﾝｸﾞ率

No. （％） （℃） （cm） （％） （kg/m3） （％）

Ａ 40.0 21.0 13.50 5.9 1706 0

Ｂ 35.0 21.0 13.50 5.1 1745 0

Ｃ 30.0 21.5 11.00 5.8 1764 0  
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図－6.1.5 圧縮強度試験の結果 

 

次に，選定した配合Ａを用いて，振動締固め作業がコンクリートの材料分離に及ぼす影響を把

握することを目的として，実際のプレキャスト型枠の製作を模擬した実験を行った。製作実験に

おいては，振動締固めによって，コンクリート天端面に軽量骨材が僅かに浮き上がる現象が確認

されたが，製作されたセグメントの切断面には，写真－6.1.1 に示すように軽量粗骨材が均一に

分散していた。このことから，振動締固めによる軽量骨材の浮上りは，打込み面の表面部のみに

生じる現象であり，適切な配合を用いて適切な振動締固めを行うことで，品質の均一性を確保で

きることが示された。 

 

 

 
写真－6.1.1 模擬試験体の断面 

 

３）プレキャスト型枠の製造 

プレキャスト型枠の製造工程を図－6.1.6 に示す。軽量骨材コンクリートの製造は市中のレデ

ィーミクストコンクリート工場で行った。プレキャスト型枠（合計 51 ピース）の製作は１ピース
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／日のため，毎回 2.1ｍ3の軽量骨材コンクリートを製造・出荷した。軽量骨材の搬入においては，

今回使用した軽量骨材の形状が真球形状であるのに加えて，レディーミクストコンクリート工場

の骨材運搬用ベルトコンベアの角度が 18°50′と急であったことから，ベルトコンベアによる運搬

ができなかった。そこで，軽量骨材を 0.5m3 のフレコンに梱包して納入し，これをバッチャープ

ラントに設置したチューンブロックにて荷揚げして容量 20m3 の貯蔵ビンに収納した。コンクリ

ートの練混ぜは水平二軸式強制練りミキサを用いて行い，モルタルを先行して 60 秒間練り混ぜた

後，軽量骨材を投入してさらに 30 秒間練り混ぜて排出した。この際，練混ぜ後のミキサ内に軽量

骨材が僅かに残留する状況が確認されたため，練混ぜ後直ちにミキサ内部を洗浄して，他現場へ

出荷されるコンクリートに軽量骨材が混入しないように配慮した。なお，室内試験と同様，軽量

骨材は気乾状態で練混ぜに供した。練り上がったコンクリートは，直ちに品質管理試験を行って，

所定のフレッシュコンクリートの性状を満足することを確認した後，アジテータ車に積載して約

10km 離れたプレキャスト製品工場まで運搬した。 

製品工場では，コンクリート到着時にフレッシュコンクリートの性状を確認し，容量１ｍ3のバ

ケットを用いて大型振動台（振動数 475Hz 遠心力 22.6kN 6 台）上に設置した型枠内に打ち込ん

だ。コンクリートの締固めはこの振動台によって行い，打込みとほぼ同時に締固めを開始した。 

コンクリートの表面仕上げに際しては，先に実施した製作実験の結果から，振動締固めによっ

て打込み面の軽量骨材が僅かに浮上り，仕上げに労力を要することが推測されたこと，コンクリ

ートの表面仕上げを迅速に行って製造速度の向上を図る必要があること等を考慮して，仕上げ面

の表面２cm に普通骨材コンクリートを打ち込むこととした。なお，今回使用した軽量骨材コンク

リートは表－6.1.4 に示すようにブリーディング率が０％であることから，上部に打ち込まれる

普通骨材コンクリートとの一体性は，仕上げ面の押さえ作業によって十分に確保できていた。な

お，コンクリートの打込みに要した時間は約４分間であった。 

 

　

軽量骨材の搬入　　　　　１回20m3

計量・練り混ぜ
　　　　　　　　　　　　　　　　１日2.1m3

　　　運搬

　　　打込み
　　　　　　　　　　　　　　　２バッチ
　振動締固め
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　51ピース
　前置４時間　　　　　　　　　　　　　　　繰返し

　　蒸気養生

　　　脱型

二次製品工場

レディーミクストコンクリート工場

 
図－6.1.6 プレキャスト型枠の製造フロー 

 

 

コンクリートの養生は，図－6.1.7 に示すような温度履歴を与えて蒸気養生を行った。養生温

度の管理は，４時間の前置き養生を行った後，15℃／h の速度で昇温させ，45℃になったところ

で２時間保持させた。その後，急激な温度低下によるコンクリートの初期欠陥の発生を防止する

ため，３～４時間かけて徐冷した。今回の製造工場では，コンクリート製品（普通ポルトランド
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セメント使用）は 65℃で蒸気養生しているが，軽量骨材コンクリートの方が単位セメント量が大

きく，水和による発熱が大きいと推定されたこと，事前検討で蒸気養生温度が 45℃，65℃で脱型

時の圧縮強度に大きな変化が認められなかったことから養生温度を 45℃とした。なお，脱型時の

圧縮強度は 15N/mm2としたが，養生条件を同じくした円柱供試体（φ100×200mm）により，打込

み後 24 時間で脱型時強度を十分に満足することを確認した。 
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図－6.1.7 養生温度履歴の一例 

 

（３）施工結果 

１）プレキャスト型枠の製作管理 

 プレキャスト型枠製作時に実施した圧縮強度の品質管理試験の結果を表－6.1.5 に，その管理

図を図－6.1.8に示す。圧縮強度の管理は，供試体（φ100×ｈ200mm）をプレキャスト型枠と同じ

条件で養生した材齢 14 日強度と標準養生 28 日強度で実施した。なお，比較のため，同じレディ

ーミクストコンクリート工場で製造した呼び強度 21N/mm2，スランプ 12cm の普通骨材コンクリ

ートの同期間における圧縮強度の統計を表－6.1.5に合わせて示した。 

表－6.1.5 に示すように，全工程における蒸気養生の圧縮強度の変動係数は 12.9％であり，標

準養生の場合よりも強度の変動が大きい結果となった。これは，各回の養生条件に若干の違いが

生じたことに起因するものと考えられた。標準養生供試体については，普通骨材コンクリートよ

りも圧縮強度の変動が大きい結果となった。これは，表－6.1.6 に示すように，軽量骨材の製造

ロットによる骨材の品質に若干の変動があったこと，軽量骨材コンクリートの１日当たりの出荷

量が 2.1ｍ3と少量であったために細骨材の表面水率の設定誤差の影響が顕著となったことによる

ものと考えられた。しかしながら，全ての品質管理試験において，圧縮強度が設計基準強度以上

であったこと，標準養生における圧縮強度の変動係数が 10％以下であったことから，実用上問題

とならない程度のばらつきであった。 

 

表－6.1.5 圧縮強度の品質管理試験結果 

養生方法 平均値 標準偏差 変動係数
(N/m㎡） （％） （％）

14日蒸気 31.5 4.07 12.9
28日標準 34.6 3.03 8.70

普通骨材コンクリート 28日標準 30.5 1.76 5.80

軽量骨材コンクリート
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図－6.1.8 圧縮強度の管理図 

 

表－6.1.6 軽量骨材の品質とコンクリートの圧縮強度 

骨材製造ロット 1 2 3 4 5
絶乾密度(kg/㍑) 0.85 0.87 0.87 0.85 0.88
表乾密度(kg/㍑) 0.88 0.91 0.91 0.88 0.92

軽量 24h吸水率(％) 3.00 4.60 4.60 3.20 4.10
粗骨材 単位容積質量(kg/㍑) 0.53 0.53 0.53 0.53 0.54

実積率(％) 62.4 61.4 61.4 62.8 61.0
圧壊強度（N） 890 1020 880 950 830

平均圧縮強度(N/mm2） 34.0 34.2 35.0 34.5 37.4
変動係数（％） 11.4 11.5 7.5 11.1 7.8

ｺﾝｸﾘｰﾄ
 

 

 

２）運搬・据付け・閉塞工 

 プレキャスト型枠の設置作業のフローを図－6.1.9 に示す。製品工場で製作したプレキャスト

型枠は，約 35km 離れた建設現場まで運搬した。運搬には，10ｔ積みトレーラーを使用したが，

１ピース当りの重量が 3.3ｔのため１台当り３個ずつ積載して運搬することが可能であった。据付

けは，第１リフト（底版部）のコンクリートを打ち込んだ後，トンネル内に設置した 4.9ｔ吊りク

ローラクレーンを使用して実施した。据付けにおいては，一体型の型枠にすることで型枠の接合

作業が省略できたため，一日当り 10 ピースのプレキャスト型枠を容易に設置することができ，全

51 ピースを５日間という短期間で据え付けることができた。現場に搬入した状態のプレキャスト

型枠を写真－6.1.2に，トンネル内の据付け完了状況を写真－6.1.3に示す。 

型枠据付け後，第２・第３リフトのコンクリートを打ち込んだが，打ち込まれたコンクリート

の自重や側圧による型枠の変形は全く認められず，十分な耐荷能力を有していた。なお，第３リ

フトについてはトンネル頂版部であり，振動締固めが困難であったため，自己充塡性を有する高

流動コンクリートを適用した。閉塞コンクリート（二次コンクリート）についても，高流動コン

クリートを打込み，閉塞作業を無事終了した。 
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一次コンクリート１リフト目打込み

型枠運搬（１０ｔトラック）

吊下げ（４５ｔ ラフタークレーン）

トンネル内据付け（５ｔ クローラークレーン）

トンネル内運搬（８ｔ 特装車）　距離２５０ｍ

一次コンクリート２リフト目打込み

５１ピース繰返し

 

図－6.1.9 プレキャスト型枠の設置フロー 

 

 

写真－6.1.2 プレキャスト型枠 

 

 
写真－6.1.3 プレキャスト型枠設置後の状況 
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（４）軽量骨材コンクリートの適用効果 

今回適用した軽量骨材コンクリートで製作したプレキャスト型枠を用いた場合の経済性を評価

するために，普通骨材コンクリートで製造したプレキャスト型枠を用いた場合の工事費と比較評

価した。材料費，運搬費および据付け工事費に項目分けをして算出した工事費の比較を図－6.1.10

に示す。ここでは，普通骨材コンクリートを使用した場合の総工事費を 100 としてそれぞれの工

費を示した。軽量骨材コンクリートを適用した今回の工事では，骨材の単価が上昇してしまうた

め，材料費が普通骨材コンクリートの約３倍となった。しかしながら，総工事費では，プレキャ

スト型枠の運搬および据付けに関わる費用を大幅に削減することが可能であり，総工事費では

2.6％の増加にとどまる程度であった。 

施工に要した工期の比較を図－6.1.11に示す。軽量骨材コンクリートで製作したプレキャスト

型枠の据付けに要した期間は全 51 ピースで５日間であり，普通骨材コンクリートを使用した場合

の 1/3 の工期であった。これは，前述の通り，軽量骨材コンクリートの適用により型枠の軽量化

が図れたため，全断面の型枠を一括で据え付けることができ，接合作業が省略できたことが大き

な要因である。このことから，軽量骨材コンクリートの適用は工期短縮に非常に有効であったと

いえる。また，この工期短縮を工事費に換算した場合には，結果として総工事費の削減が達成さ

れたことになり，今回の工事における軽量骨材コンクリートで製作したプレキャスト型枠の適用

は，施工の省力化，工期短縮，工事費削減といった目的を達成できた。 
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図－6.1.10 工費の比較 

 

日数（日） 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

一次コンクリート
普通 打込み

（試算）
型枠設置

（3m／day）
一次コンクリート

軽量 打込み
（実績）

型枠設置
（10m／day）

２リフト ３リフト

１リフト ２リフト ３リフト

１リフト

 

図－6.1.11 プレキャストセグメント型枠の設置工程の比較 
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（５）まとめ 

今回、ダム工事における堤外仮排水路の閉塞工事において，プレキャスト型枠を利用し，さら

にその型枠に軽量骨材コンクリートを適用して工期短縮，工事費削減，施工の合理化および閉塞

工事の安全性向上を図った。その結果，当初の目的を十分に達成することができた。 
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６．１．２ 鉄道高架橋（東北新幹線） 

 

（１）はじめに 

東北新幹線「沼宮内 Bi（Bridge intersection：線路橋）」の上部工には，部材の軽量化によるコス

ト縮減効果を目的として，設計基準強度 40N/mm2，単位容積質量 1,800kg/m3の軽量骨材コンクリ

ートが全面的に採用された。本橋の建設は，独立空隙型人工軽量骨材コンクリートによる初の大

規模工事であった４）。 

 

（２）構造物の概要 

沼宮内 Bi は，盛岡以北の東北新幹線延伸の一部となる 11 径間ＰＣ連続箱桁橋である（写真－

6.1.4）。橋梁側面図および主桁断面図を図－6.1.12，図－6.1.13に示す。ＰＣ上部工は，独立空

隙型人工軽量粗骨材を用いた軽量骨材コンクリートの適用と外ケーブル方式による部材厚の縮小

により，桁重量を約 22％軽減した５）。これにより，コンクリートの材料単価は増加するものの，

橋脚および基礎構造の簡素化，建設機械の小型化を実現し，約 10％のコスト縮減を可能とした。

なお，コンクリートは粗骨材のみに軽量骨材を用いたものであるが，設計に際しては，土木学会

コンクリート標準示方書に記される骨材全部を軽量骨材とした場合の設計用値を反映させた６）。 

主桁の架設は，380ｍ全長にわたって押出し工法を採用し，１ブロック長 35ｍ，サイクル工程

約 20 日とする急速施工を行った。さらに，図－6.1.12に示す跨道区間主桁および跨道区間・跨

線区間の壁高欄（壁高 3.0ｍ，壁厚 0.2ｍ）は，コンクリート片の剥落による万が一の事故を防止

するために，短繊維で補強した。 

 

 
写真-6.1.4 沼宮内 Biの全景 

 

 

単位：mm 
跨道区間（県道上） 

跨線区間（東北本線） 

 

図－6.1.12 橋梁側面図 
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図－6.1.13 主桁断面図 

 

（３）事前検討 

人工軽量骨材コンクリートの実橋への適用に際しては，表－6.1.7 に示す項目について試験を

実施し，その性能を確認した。 

コンクリートの仕様を表－6.1.8 示す。第４章で得られた知見を反映させてスランプフローの

目標値を 550±50mm とした。また，空気量の目標値は，凍結融解抵抗性を考慮して６±1.5％とし

た。使用材料を表－6.1.9 に示す。粗骨材には，独立空隙型人工軽量粗骨材を絶乾状態で使用し

た。特殊増粘剤ウェランガムは，フレッシュコンクリートの品質変動や材料分離の抑制および圧

送性の向上を目的として使用した。その際，プラントでの計量，投入を合理的に行うため，ウェ

ランガムは高性能 AE 減水剤に混和した状態で使用した（第４章参照）。補強繊維として用いたポ

リプロピレン繊維は，表面に親水処理を施してコンクリート中への分散性能を向上させるととも

に，波形の形状としてセメントペーストとの付着強さを高めたものである７）（写真－6.1.5）。 

コンクリートの配合は，水セメント比（以下，W/C と記す）や繊維混入率に着目した試験練り

を実施してフレッシュ性状，強度特性，凍結融解抵抗性，剥落抵抗性を確認した上で決定した。 

試験に供したコンクリートの配合を表－6.1.10に，コンクリートの試験結果を表－6.1.11にそれ

ぞれ示す。 

 

表－6.1.7 検討項目一覧 

試験内容 検討項目 備  考

フレッシュ性状 スランプフロー，空気量，単位容積質量

主 室内試験 強度特性 圧縮強度，引張強度，ヤング係数，打継強度

桁 凍結融解抵抗性 凍結融解抵抗性試験

PC定着部の耐荷性能 ディビダーク・ストランド工法

施工性試験 打込み特性
施工性，ポンプ圧送性，
圧送前後のコンクリートの性状

壁 室内試験 フレッシュ性状 スランプフロー，空気量，単位容積質量

高 剥落抵抗性 静的破砕材を利用した剥落実験

欄 施工性試験 打込み特性 施工性，ポンプ圧送性  
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表－6.1.8 コンクリートの仕様 

項　目 規　格 備　考

コンクリート種類 軽量骨材コンクリートⅠ種 粗骨材のみに軽量骨材を使用

設計基準強度 40N/mm2 強度の保証は材齢28日

配合強度 48N/mm2 変動係数10％，割増し係数1.2

単位容積質量 1,850kg/m3以下 設計条件より決定

スランプフロー 550±50mm ポンプ圧送性を考慮

空気量 6±1.5％ 凍結融解抵抗性を考慮

セメント種類 早強ポルトランドセメント プレストレス導入など施工工程を考慮

粗骨材 構造用人工軽量粗骨材 JISA 5002 区分Ｍに準拠  
 

表－6.1.9 使用材料 

使用材料 記号

Ｓ1 盛岡市都南産陸砂 表乾密度：2.58g/cm
3
，吸水率：2.87％

細骨材 Ｓ2 松尾村産砕砂 表乾密度：2.68g/cm
3
，吸水率：2.84％

S1:S2＝60:40 粗粒率：2.71
独立空隙型人工軽量骨材 絶乾密度：1.19g/cm

3
，24h吸水率：1.80％，

主原料：真珠岩 実積率：60.0％，最大寸法：15mm

ウェランガム

Ｇ

摘要

セメント Ｃ 早強ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄ 密度：3.14g/cm
3
，比表面積：4,520cm

2
/g

粗骨材

補強繊維 PPF 波形ポリプロピレン繊維 密度：0.92g/cm
3
，繊維長30mm，繊維径6,400d

混和剤
SP 高性能AE減水剤 ポリカルボン酸系標準形

VIS 特殊増粘剤

 
 

 

写真-6.1.5 波形ポリプロピレン繊維 

 

表－6.1.10 コンクリートの配合 

No. W/C Air s/a 単位量（kg/m
3
） SP VIS PPF 理論単位容積質量

(%) (%) (%) W C Ｓ1 S2 G (C×%) (W×%) (vol.%) （kg/m3）

35 35 48.6 165 472 472 327 381 1.2 － 1,817

38 38 6.0 49.7 165 435 490 338 381 1.1 0.05 － 1,809

40 40 50.2 165 413 501 346 381 1.0 － 1,806

38-0 －

38-0.35 38 6.0 49.7 165 435 490 338 394 1.1 0.05 0.35 1,822

38-0.5 0.50  
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表－6.1.11 コンクリートの試験結果 

ｺﾝｸﾘｰﾄ温度 ｽﾗﾝﾌﾟﾌﾛｰ 空気量 単位容積質量

（℃） （mm） （％） （kg/m3） ７日 28日 耐久性指数 質量変化率(%)

35 23.5 520 5.6 1,832 48.4 55.9 86.9 0.28

38 23.0 551 6.6 1,816 42.7 48.5 87.2 0.47

40 23.0 519 7.0 1,810 40.1 48.7 83.7 0.56

38-0 21.0 535 5.9 1,812 41.4 48.4 － －

38-0.35 21.9 517 6.9 1,827 46.5 51.6 － －

38-0.5 22.1 518 6.0 1,824 45.8 50.5 － －

圧縮強度（N/mm
2
）

No.
凍結融解抵抗性

 
 

１）フレッシュコンクリートの性状 

 W/C＝38％のフレッシュコンクリートの性状を写真－6.1.6に示す。単位水量，単位粗骨材量，

混和剤使用量を適切に設定することで，良好な流動性と材料分離抵抗性を有する軽量骨材コンク

リートの配合選定が可能であった。また，表－6.1.12に示すように，水セメント比の変化に対し

ては高性能 AE 減水剤の使用量の微調整によって，ほぼ同等のフレッシュ性状が得られること，

繊維混入率が 0.5vol.％までの範囲であれば，流動性に及ぼす影響が非常に小さいことを確認した。 

 

 

写真－6.1.6 コンクリートの性状 

 

２）強度特性 

コンクリートの圧縮強度は，表－6.1.11 に示すように，いずれの W/C においても材齢７日で

設計基準強度（40N/mm2）を，材齢 28 日で配合強度（48N/mm2）を超える結果が得られた。W/C

＝40％で目標とする圧縮強度が得られたが，W/C＝38％の 28 日圧縮強度が W/C＝40％と同等で

あったことから，W/C＝38％の配合 No.38 を選定した。別途実施した配合 No.38 の試験では，図

－6.1.14 および表－6.1.12 に示すように，各種強度が設計に用いた値６）を満足すること確認し

た。 
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図－6.1.14 圧縮強度試験の結果 

 

表－6.1.12 その他の強度特性（配合 No.38） 

圧縮強度 引張強度 曲げ強度 ヤング係数

（N/mm2） (N/mm2） (N/mm2） （kN/mm2）

実験値 54.4 4.23 7.20 21.9

設計用値 40.0 1.89 3.43 19.0  

 

 

３）凍結融解抵抗性 

本橋が建設される地域は，凍結融解作用を繰り返し受ける厳しい環境条件にあり，コンクリー

トには高い耐凍害性が要求された。そこで，コンクリートの凍結融解抵抗性試験（水中凍結水中

融解：ASTM C 666 A 法）を実施して，その性能を確認した。300 サイクル終了時の相対動弾性係

数（耐久性指数）は，表－6.1.11 に示すように，試験に供した全ての配合で 80 以上となった。

写真－6.1.7 に示すように骨材のポップアウトやモルタルのスケーリングも非常に少なく，十分

な耐凍害性が得られることを確認した。 

 

  

写真－6.1.7 凍結融解試験後の供試体の状況（No.38） 

 

仕上げ面 

側面 

底面 
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４）打継部の強度 

 本工事では，大型型枠の組立・脱型に要する工期の短縮，１ブロック（35ｍ）のコンクリート

の打設量，後述するコンクリートの施工性，品質確保等を考慮して，下床版ハンチ部の上部 100mm

の位置に水平打継目を設ける計画であった。このため，水平打継目の処理方法を選定するために，

打継目を有する供試体の一面せん断強度，純引張強度試験を実施した８）。検討ケースを表－6.1.13

に，試験方法を図－6.1.15に示す。試験には配合 No.38 のコンクリートを用いたが，比較用とし

て軽量粗骨材を砂岩砕石（砕石 2005，表乾密度 2.65g/cm3）に置き換えた配合についても試験を

実施し，普通骨材コンクリートとの相対比較を行った。 

水平打継目の試験結果を図－6.1.16に示す。軽量骨材コンクリートのせん断強度や一軸引張強

度の圧縮強度に対する比率は，普通骨材コンクリートとほぼ同等の結果を示し，打継処理を行わ

ないケース２では，一軸引張強度が大幅に低下すること，レイタンス強化剤９）によるケース４で

は，せん断強度が大幅に低下する結果を示した。これに対して，遅延剤とハイウォシャーによる

打継処理を行ったケース３では，せん断強度，一軸引張強度とも打継目のないケース１に対して，

７割以上の強度を示し，検討範囲内で最も良好な性能を示した。実際の施工では，この結果を反

映させて，遅延剤とハイウォッシャーによる打継処理を実施することとした。なお，ブロック間

の鉛直打継目の処理は，エアキャップ 10）による凹凸とチッピング処理を併用して，打継強度を

確保することとした。 

 

表－6.1.13 検討ケース（打継処理） 

ケース 打継処理方法 備　考

1 打継目なし 一体もの

2 打継処理なし －

3 遅延剤＋ハイウォッシャー 遅延剤：グルコン酸ナトリウム

4 レイタンス強化剤 レイタンス強化剤：アクリルポリマー系  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－6.1.15 打継強度試験方法 

 

30° 

打継目 
供試体寸法； 

100×100×100mm 

打継目 

供試体寸法； 

φ100×h200mm 

一面せん断試験 一軸引張試験 
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図－6.1.16 打継強度の試験結果 

 

５）剥落抵抗性 

軽量骨材コンクリートをポリプロピレン短繊維で補強した場合の剥落に対する抵抗性を確認す

るために，繊維混入率を変化させた配合 No.38-0～38-0.5 を剥落抵抗性試験 11）に供した。図－

6.1.17に剥落抵抗性試験供試体の概要を示す。試験では，鉄筋腐食に起因するコンクリート片の

剥落を模擬するために，供試体の鉄筋位置に静的破砕材を注入して膨張圧を加え，経時的なひび

割れの進展とかぶり部の剥落状況を観察した。 

剥落抵抗性試験の結果を写真－6.1.8に示す。繊維を混入しない場合には，試験開始から 14 時

間後にかぶり部が全て剥落したのに対して，繊維を混入した場合には，48 時間経過してもかぶり

部の剥落は生じなかった。なお，繊維混入率を 0.35vol.％とすることで十分な剥落抵抗性が得ら

れると判断し，跨道区間主桁および跨線・跨道区間の壁高欄に配合 No.38-0.35 を適用することと

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－6.1.17 剥落抵抗性試験供試体 
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写真－6.1.8 剥落抵抗性試験の結果 

 

６）ＰＣ定着体 

ＰＣ定着部は，支圧強度が支配的となる部位であるが，軽量骨材コンクリートの支圧強度は，

高強度領域では普通骨材コンクリートよりも小さくなることが報告されている 12）。そこで，ＰＣ

定着体の耐荷性能ならびに適切な補強方法を検討するために，ＰＣ定着部をモデル化した供試体

を作製して載荷試験を実施した 13）。 

試験は，緊張材 12S12.7 のディビダーク・ストランド工法について実施した。検討ケースは，

表－6.1.14に示すものとし，コンクリートの種類と補強鋼材量を変化させた。供試体の形状およ

び標準配筋図（N1-40，L1-40）を図－6.1.18 に示す。載荷は 5,000kN アムスラーを用いて行い，

ＰＣ鋼材は通さずに載荷治具を介して定着部に圧縮力を直接加えた。載荷は２段階で実施し，第

１段階では，コンクリートの圧縮強度が 30N/mm2に達した時点で 0.9Py（Py：規格降伏荷重）相

当の荷重を，第２段階では，コンクリートの圧縮強度がほぼ 40N/mm2に達した時点で 1.2Pu（Pu：

規格引張荷重）相当の荷重をそれぞれ載荷 14）した。表－6.1.15 に載荷段階および各段階におけ

る要求性能を示す。 

各載荷段階におけるコンクリートの強度試験結果を表－6.1.16に，荷重～定着部めり込み量の

関係を図－6.1.19 に示す。L-40 は，1.0Pu をわずかに超えた時点で最大荷重に達し，1.2Pu まで

の載荷が困難となった。また，最大荷重は N‐40 の約 8 割であり，最大ひび割れ幅が 0.1mm を超

繊維なし：14 時間後 

繊維 0.35vol.%：48 時間後 

繊維 0.5vol.%：48 時間後 
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える前にスパイラル筋の降伏が認められた。これに対し，補強鋼材を増加した L-40S および

L-40SR は，N-40 と同等以上の耐荷性能を示した。これらのことから，軽量骨材コンクリートを

使用した場合でも，補強鋼材を増加することで従来と同じ寸法で十分な耐荷性能を有する定着体

を構築できることが分かった。なお，L-40S と L-40SR は，最大荷重が同程度であったことから，

実施工においては，スパイラル筋の補強量のみ増加させることとした。 

 

 

表－6.1.14 定着部載荷試験の検討ケース 

ケース 骨材 スパイラル筋 用心筋

N-40 普通

L-40

L-40S

L-40SR D16 45mmﾋﾟｯ（8段）

軽量

D13
  45mmﾋﾟｯﾁ（7.5段）

D19
40mmﾋﾟｯﾁ（9.5段）

D13
55mmﾋﾟｯﾁ（7段）

 

 

 

 

図－6.1.18 試験体の形状および標準配筋図 

 

 

表－6.1.15 載荷段階と要求性能 

コンクリートの
圧縮強度

載荷荷重 目標性能
14)

第１段階 30N/mm2程度
0.9Py：1,872kN

（使用限界状態）
最大ひび割れ幅

0.1mm以下

第２段階 40N/mm
2
程度

1.2Pu：2,196kN
（終局限界状態）

1.0Puで定着部が
破壊しないこと  
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30 360
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表－6.1.16 各載荷段階におけるコンクリートの強度試験結果 

N-40 L-40 L-40S，L-40SR

圧縮強度 第１段階 31.5 32.4 (1.03) 26.0 (0.83)

（N/mm2
） 第２段階 39.5 37.8 (0.96) 39.2 (0.99)

引張強度 第１段階 2.73 2.12 (0.77) 2.60 (0.95)

（N/mm2
） 第２段階 3.38 2.39 (0.71) 3.32 (0.98)

ヤング係数 第１段階 28.4 19.2 (0.67) 17.7 (0.62)

（kN/mm2） 第２段階 29.3 20.6 (0.70) 21.0 (0.72)
（）内は，N-40の値を1としたとき比率  
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図－6.1.19 荷重～めり込み量の関係 

 

 

７）打込みおよび締固め，仕上げ 

 本論文の 4.2.2 施工性確認実験①で詳述した通りである。 

 

 

（４）施工結果 

１）コンクリートの品質管理 

コンクリートの品質管理試験の結果を表－6.1.17 に示す。品質管理試験は 60m3 に１回の頻度

で実施した。試験値は，表に示すように，全て管理値を満足するものであり，骨材の表面水率，

含水率の管理を十分に行ったこと，－３℃～24℃まで変化した外気温に対して，冬期には練混ぜ

水に温水を使用して，コンクリート温度を 11～19℃に管理したこと等により，性状の安定したコ

ンクリートを製造・出荷することができた。材齢 28 日の圧縮強度については変動係数が 7.1％で

あり，やや大きい値となった。これは，軽量骨材の品質変動が普通骨材に比べてやや大きいこと

によると考えられた。しかしながら，想定していた圧縮強度の変動係数（10％）に対して十分に

小さい値であった。 
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表－6.1.17 品質管理試験の結果（繊維補強コンクリートを含む） 

外気温 ｺﾝｸﾘｰﾄ温度 ｽﾗﾝﾌﾟﾌﾛｰ 空気量 単位容積質量 28日圧縮強度 軽量骨材

（℃） （℃） （mm） （％） （kg/m
3
） （N/mm

2
）

絶乾密度

（g/cm
3
）

24h吸水率
（％）

平均 11.7 18.3 553 6.5 1,823 49.0 1.17 1.53

最大 26.0 26.0 600 7.5 1,854 57.2 1.27 2.60

最小 -3.0 11.0 502 5.1 1,776 43.0 1.13 1.00

標準偏差 - - 27 0.6 18 2.8 0.04 0.46

変動係数（％） - - 4.9 8.8 1.0 5.8 3.2 29.9

管理値 - ５以上 550±50 6±1.5 1,809±50 40以上 1.2±0.1 3.0以下

軽量コンクリート総打設量：4,800m3（繊維補強コンクリートを含む），  施工期間：2000年9月～2001年7月  

 

２）主桁の打込み・締固め 

コンクリートの施工に際しては，コンクリートの製造・出荷量が 30m3/h 程度であること，段取

替えを含めたポンプ１台当たりの平均打込み速度が 15m3/h 程度となることを考慮して施工計画

を立てた。コンクリートの打込み方法を図－6.1.20に示す。試験施工の結果を反映させて，下床

版～ハンチ部のコンクリート（約 90m3）を１回の打設で打ち込み，遅延剤の散布とハイウォッシ

ャーによる打継ぎ処理（前述）および養生を行った後，ウェブ～上床版のコンクリート（約 210m3）

を打ち込んだ。特に，ウェブ～上床版の施工では，１回の打込み量が多いことから，打重ね面が

コールドジョイントになることが懸念された。そこで，図に示すように３台のポンプを用いて各々

の区画を担当することで段取替えに要する時間の短縮を図った。各部位のコンクリートの打込み

に要する時間は表－6.1.18のようになり，打重ね時間の間隔を２時間程度に制限することができ

た。 

コンクリートの施工状況を写真－6.1.9，6.1.10 に示す。コンクリートの打込みには試験施工

と同じピストン式コンクリートポンプを用い，ブームを利用して製作台（地上約 25ｍ）までコン

クリートを押し上げ，製作台内で圧送管に接続し，圧送管先端にフレキシブルホースを取り付け

て圧送した。圧送管の水平換算距離 15）は，最大で約 180ｍであったが，写真－6.1.11 に示すよ

うに，筒先のコンクリートは良好なワーカビリティーを有しており，かつ過大な圧送負荷も生じ

ることなく，円滑なポンプ施工を行うことができた。 

コンクリートの締固めは，各配管系統に内部振動機３機（φ32mm：１機，φ50mm：２機）を配

置して行った。この際，過度の振動締固めに伴う軽量骨材の浮上がりを抑制するために，内部振

動機の挿入間隔を約 50cm，挿入時間を約５秒として，材料分離の状況および充塡状況を確認しな

がら密実に締め固めた。また，ポンプ筒先をこまめに移動する，鉄筋のあきに櫛板を挿入するな

どして，コンクリートの横移動距離が長くならないように留意した。ウェブについては，主桁内

部から外部振動機も併用して締め固めた。また，表面仕上げ作業では，仕上げ面に軽量骨材の浮

上りがみられた場合には，ジッターバッグを 16）用いて軽量骨材を内部に押し込み，木ごてによ

る押さえを行って，その１～２時間後に金ごて仕上げ（２回押さえ）を行った。 

これら４．２で提案した方法を施工に反映し，十分な施工管理を行うことで，トラブルなく円

滑な施工を行うことができた。また，主桁の出来形も良好なものであった。なお，跨道区間の主

桁に適用した繊維補強軽量骨材コンクリートについても同様の施工結果が得られた。 
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① ②

⑥

⑦

⑤
④③

⑧ ⑨

 

 

＜下床版～ハンチ＞ 

ポンプ①へ ポンプ②へ
橋軸方向：35,000

5
,8

6
2

単位：mm
 

＜ウエブ～上床版＞ 

16,000 10,000 9,000

ポンプ①担当区画 ポンプ②担当区画 ポンプ③担当区画

ポンプ①へ ポンプ②へ ポンプ③へ単位：mm

橋軸方向：35,000

1
1
,8

5
0

 

 

図－6.1.20 主桁の打込み方法 

 

表－6.1.18 打込み・締固めに要した時間 

打設部位 コンクリート数量 打設時間

（順序） （m3） （分）

下床版・ハンチ 90 270'

① 13 26'

ウ ② 13 26'

エ ③ 13 26'

ブ ④ 13 26'

・ ⑤ 33 66'

上 ⑥ 32 66'

床 ⑦ 32 64'

版 ⑧ 32 64'

⑨ 33 64'

計（①～⑨） 214 428'

注）打設時間は段取り替えを含む  
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写真－6.1.9 コンクリートの圧送状況 

 

 

写真－6.1.10 製作台内でのコンクリートの打込み状況 

 

 

写真－6.1.11 筒先コンクリートの性状 

 
３）壁高欄の打込み・締固め 

壁高欄の型枠には写真－6.1.12 に示す移動式型枠（長さ 9.0ｍ）を用いて，型枠の設置，解体

などの施工の省力化を図った。コンクリートの打込みは，４．２．２で記した施工性確認実験①

で提案した施工方法を反映させて，壁高欄最上部からコンクリートを打ち込み，細径の内部振動

機を使用して，密実に締め固めた。その結果，未充塡部は一切生じず，良好な出来形が得られた。

また，跨道区間，跨線区間に適用した繊維補強軽量骨材コンクリートについても同様であった。 
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写真－6.1.12 壁高欄の移動式型枠 

 
 
（５）まとめ 

本橋の建設は，独立空隙型人工軽量骨材を使用したコンクリートによる初めての大規模工事で

あったが，第４章で得られた知見を反映した施工を計画に基づき，施工管理を十分に行ったこと

で，ほぼ順調に施工を終了することができた。また，目標であった約 10％の建設コスト縮減を達

成できた。 
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６．２ 締固めを不要とする人工軽量骨材コンクリートの現場適用 

  

第５章で検討した人工軽量骨材を用いた自己充塡性を有する高流動コンクリートを実構造物へ

適用し，配合設計手法の検証とともに，施工のポイントの確認を行った。 

 

６．２．1 鋼ローゼ橋の耐震補強（アーチリブ充塡） 

 

（１）はじめに 

一般国道 8 号に架橋されている上輪橋はアーチ支問 120m の上路式鋼ローゼ橋であるが，近年

の交通量の増大や車輌の人型化による影響および強風による横揺れや海からの飛来塩分による部

材の腐食により，応力的に過酷な状況に置かれていた。このため，図－6.2.1 に示す補強を行っ

て耐荷力や耐震性の向上が図られた。このうち，アーチリブの局部座屈を防止するとともに鋼・

コンクリート合成による剛性および変形性能の向上を期待して，アーチリブにコンクリートを充

塡することとした。その際，剛性を増加させるためにはアーチリブ内にコンクリートを隙間なく

充塡する必要があり,その一方で地震時慣性力の低減を図るという要求から，コンクリートに軽量

性を付与することが求められた。そこで，軽量骨材を用いた自己充塡性を有する高流動コンクリ

ートが適用された。この補強工法は，2001 年当時，例のない新しい補強方法であり，事前に実験

を行って，この工事に適したコンクリートの充塡性や施工性の確認を行った 17）。 

 

 
図－6.2.1 上輪橋の補強概要 

 

（２）施工実験 

１）コンクリートの配合 

コンクリートの仕様を表－6.2.1 に示す。単位容積質量を 1,800kg/m3 以下とするために，その

目標値を 1,750kg/m3とし，これを実現するために，細骨材，粗骨材とも人工軽量骨材を用いると

ともに，目標空気量を 6.0％に設定した。また，アーチリブ内での流動とリブ内のダイアフラム周

りへの充塡性を考慮して自己充塡性ランク２14）とし，スランプフローの目標値を 650mm とした。 

 使用材料を表－6.2.2に示す。軽量骨材は，頁岩を主成分とする従来型の人工軽量骨材を用い，

プレウェッティングして使用した。材料分離抵抗性を確保するペーストの粘性を調整するために，

また，モルタルの単位容積質量と粗骨材の密度差を低減するために，混和材としてフライアッシ

ュを用いた。これは，温度応力の低減も踏まえてのことである。さらに，材料分離抵抗性の向上

とフレッシュ性状を安定させる目的でウェランガムを添加した。高性能 AE 減水剤は，ポリカル
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ボン酸系のものを用いた。 

 コンクリートの配合は，第５章で得た知見を反映させて選定した。単位粗骨材量を 300ℓ/m3，

細骨材容積比 Vs/Vm を 40％し，モルタルと粗骨材の密度差が 0.1～0.2g/cm3となることを想定し

て，500mm フロー到達時刻が 5 秒以上，V75漏斗流下時間 7 秒以上となるように，水粉体容積比

Vw/Vp を調整した。試験練りによって選定したコンクリートの配合を表－6.2.3 に，室内練混ぜ

試験におけるフレッシュコンクリートの試験結果を表－6.2.4 に示す。フレッシュコンクリート

は，いずれの試験においても目標値を満足するものであり，高い流動性とともに，良好な材料分

離抵抗性，自己充塡性を有していた。 

 

 

表－6.2.1 コンクリートの仕様 

項目 規格

軽量骨材コンクリートⅡ種

自己充填性を有する
高流動コンクリート（ランク２）

設計基準強度 18N/mm2

単位容積質量 1,750±50kg/m
3

スランプフロー 650±50mm

空気量 6.0±1.5％

セメント種類 普通ポルトランドセメント

細骨材 人工軽量細骨材

粗骨材 人工軽量粗骨材

コンクリートの種類

 
 

表－6.2.2 使用材料 

使用材料 記号

非造粒型人工軽量骨材 絶乾密度：1.29g/cm3，表乾密度：1.67g/cm3，
主原料：膨張頁岩 含水率:29.6％

非造粒型人工軽量骨材 絶乾密度：1.53g/cm3，表乾密度：1.84g/cm3，
主原料：膨張頁岩 含水率:20.5％，実積率64.0％，最大寸法：15mm

細骨材 S

密度：2.27g/cm3，比表面積：4,020cm2/g

摘要

セメント Ｃ 普通ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄ 密度：3.16g/cm3，比表面積：3,240cm2/g

混和材 FA

粗骨材

混和剤
SP 高性能AE減水剤

フライアッシュ

ポリカルボン酸系標準形

VIS 増粘剤 ウェランガム

Ｇ

 

 

表－6.2.3 コンクリートの配合 

設計基準
強度

ｽﾗﾝﾌﾟﾌﾛｰ 空気量 W/C Vw/Vp Vs/Vm SP VIS
理論単位
容積質量

（N/mm2） (mm) (%) (%) (%) (%) Ｗ Ｃ FA S Ｇ (P*×%) (W×%) （kg/m3）

165 300 281 471 501

165 95 124 256 300

W/C：水セメント比　Vw/Vp：水粉体容積比　Vs/Vm：細骨材容積比 ＊：Ｐ＝Ｃ＋FA

18 650±50 6±1.5 55.0

単位量

（上段：kg/m3，下段：㍑/m3）

17181.6075.3 40.0 0.05
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表－6.2.4 フレッシュコンクリートの試験結果 

項目 試験結果

コンクリート温度 22.0℃

スランプフロー 650×610mm

500mmフロー到達時間 7.3秒

V75漏斗流下時間 13.0秒

空気量 5.7％

単位容積質量 1.724kg/m3

U形充填性試験 充填高さ：350mm

（ランク２） 充填時間：16.2秒  
 

なお，室内試験においては，アーチリブならびに内部のダイアフラムを模擬した透明アクリル

型枠にコンクリートを流し込み（写真－6.2.1），充塡状況や骨材の分布状況を確認した。脱型後

の供試体の切断面を写真－6.2.2 に示す。コンクリートは，型枠の隅々に，また，ダイアフラム

を模擬した板の周りに，密実に充塡されていた。供試体の切断面の観察でも，粗骨材が一様に分

布しており，優れた自己充塡性と材料分離抵抗性を有することを確認した。 

 

 

写真－6.2.1 アーチリブを想定した型枠内への充塡実験 

 

 
写真－6.2.2 供試体の切断面 
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２）実規模部材充塡実験 

選定した軽量骨材を用いた自己充塡性を有する高流動コンクリートを用いて実規模部材を対象

とした充塡実験を実施した。実験では，現地生コンクリート工場の製造，アジテータ車による場

外運搬,下向きの圧送性という，施工の各段階でのコンクリートの流動性や材料分離抵抗性,アーチ

リブ内ダイアフラム上縁のエア抜き孔の有効性などに着目し，実施工の検証を行った。実験フロ

ーを図－6.2.2に，実験状況を図－6.2.3に，型枠を写真－6.2.3に示す。 

 

 
図－6.2.2 実験フロー 

 

 
図－6.2.3 実験状況 

（写真－6.2.3） 

（写真－6.2.5） 

（図－6.2.3） 

（写真－6.2.4，図-6.2.4） 
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写真－6.2.3 実橋を模擬した部材 

 

実験では，フレッシュコンクリートの性状確認を出荷時，荷卸し時，圧送後の各段階で行い,

場外運搬と圧送による性状の変化を確認した。各段階のフレッシュ性状および圧縮強度の測定結

果を表－6.2.5 に示す。フレッシュコンクリートの性状は良好であり，現地生コンクリート工場

で十分に製造可能であることが分かった。圧送後ではスランプフローが目標値をわずかに下回っ

たが，V75 漏斗流下時間や U 形充塡性試験における充塡高さとも，目標値を満足したこと，型枠

内での流動状況や脱型後の観察による充塡状況が良好であったことから，施工上問題ないと判断

された。また，ブームを用いた圧送（下向き，打下ろし）においても，コンクリートが筒先から

分離することなく，また，配管内で閉塞することなく，円滑な圧送が可能であった。 

充塡実験の状況を写真－6.2.4に，型枠内の充塡状況（流動勾配）を図－6.2.4に，脱型後の状

況を写真－6.2.5 に示す。軽量骨材を用いた自己充塡性を有する高流動コンクリートは，型枠内

をスムーズに流動して充塡していく様子が確認された。また，流動先端部においても，軽量骨材

の浮上がりは見られず，7.5ｍの流動距離を分離することなく充塡した。ダイアフラム周りにおい

ても，エア抜き孔からコンクリートが排出され，脱型後の供試体でも空隙なく充塡がなされてい

る状況が観察された。 

 

表－6.2.5 コンクリートの品質管理試験結果 

ｽﾗﾝﾌﾟﾌﾛｰ
（mm）

500mmﾌﾛｰ
到達時間

（秒）

単位容積質量

（kg/m3）
空気量
（％）

ｺﾝｸﾘｰﾄ
温度
（℃）

V75漏斗
流下時間

（秒）

U形充填
高さ

（mm）

圧縮強度
（材齢28日）

（N/mm2）

目標値 650±50 5以上 1,750±50 6.0±1.5 5～35℃ 7以上 300以上 18以上

出荷時 635 6.1 1,730 5.2 9.5 11.8 ― ―

荷卸し時 640 5.3 1,730 5.5 10.0 14.3 350 26.7

圧送後 580 5.6 1.740 4.7 9.0 14.0 340 29.8  
 

 

6.0ｍ 

7.5ｍ 
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写真－6.2.4 充塡実験の状況 

 

 

図－6.2.4 型枠内充塡状況（30秒ごとの流動勾配） 

 

  

(a)全景（右側が打込み位置）        （b）流動先端部の充塡状況 

写真－6.2.5 脱枠後の状況 

エア抜き孔 エア抜き孔 
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（３）実施工 

１）施工概要 

実規模部材充塡実験の結果を反映させるとともに，高流動コンクリートの側圧によるアーチリ

ブの変形,現地生コン工場のコンクリート製造能力等を勘案して，コンクリートの施工計画を策定

した。 

コンクリートは，図－6.2.5および図－6.2.6に示すように，アーチ支点から両側それぞれ４パ

ネル（部位①～⑥）は，橋下の道路を一時通行止めして作業帯を設けて，コンクリートポンプの

ブームを用いた上向き圧送により打ち込み，残りのアーチ中央部８パネル（部位⑦～⑩）につい

ては，橋面の片側１車線を作業帯として占有し，片側通行規制を行いながら，コンクリートポン

プのブームを用いた下向き圧送により打ち込んだ。打込みは，図－6.2.6 に示すように，アーチ

支点から中央部に向かって順次行った（①→⑩）。その際，打ち込んだコンクリートの自重がア

ーチリブに対して偏載しないよう，同じ順番の４カ所（上越側，長岡側，山側，海側）を１回の

施工で打ち込んだ。コンクリートの側圧によるアーチリブ腹板の変形（はらみ）を防止するため，

図－6.2.7 に示す補強材をアーチリブ全長にわたって設置した。さらにアーチ支点から２パネル

はパネル区間を２回（①＋②，③＋④）に分けて打ち込むことにより，１層の打上がり高さを抑

えて側圧を軽減した。軽量骨材コンクリートは，この側圧の軽減にも一役を担った。 

実施工程表を表－6.2.6に示す。 

 

 

図－6.2.5 打込み計画 

 

 
図－6.2.6 打込み順序 
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図－6.2.7 はらみ防止用の補強材 

 

表－6.2.6 実施工程表 

 
 

 

２）コンクリートの打込み 

①～⑧の区間は，アーチ下部にあたり，高低差があるため，ブーム先端に取り付けたフレキシ

ブルホースを打設孔に挿入し，コンクリートを高い位置から低い位置に流動させる方法とした。

打込み速度は 10m3/h 程度とし，コンクリートの充塡状況の確認と打止めの判断を，エア抜き孔か

らのコンクリートの溢れと打音調査によって実施した。 

⑨～⑩の区間は，高低差がなく水平に近くなるため， 図－6.2.8に示すように，打込み用パイ

プ（打設パイプ）と充塡確認用パイプ（圧力用パイプ）をアーチリブ各区間の側面に設置し，ブ

ーム先端のドッキングホースを打設用パイプに接続して，コンクリートを圧入する方法とした。

打込み速度は 20m3/h とし，圧力用パイプ内にコンクリートが最低でも高さ 500mm まで上昇させ

て圧力を保持した状態で，打込みを完了した。これは，時間とともにコンクリートが隅々まで行

き渡り，アーチリブ内のコンクリート上面が下がって上面鋼板との間に空隙が生じることを回避

するためである。  

コンクリートの圧送状況を写真－6.2.6および写真－6.2.7に示す。圧送速度が小さいこともあ
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り，過大な圧送負荷は生じず，また，閉塞も生じることなく，円滑な圧送が可能であった。アー

チリブ内のコンクリートの充塡性も良好であり，全てのエア抜き孔からの溢れ出しが確認された。

また，打音検査からも未充塡が疑われる箇所は一切発生しなかった。 

コンクリートの受入れ時の品質管理試験は，スランプフロー，空気量，単位容積質量について

午前・午後各１回，圧縮強度試験用供試体を午前１回の頻度で実施したが，全ての項目で目標値

を満足し，性状が安定したコンクリートの製造・供給が可能であった。 

 

 
図－6.2.8 打込み用配管と圧力保持配管 

 

 

写真－6.2.6 圧送状況①（橋下の道路からの圧送） 
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写真－6.2.7 圧送状況②（橋面からの圧送） 

 

３）打設中のアーチリブ変形管理 

一般交通を供用しながらコンクリートの打込み作業を実施したため，打込み中の橋体の構造不

安全状態を防止することが最重要課題であった。このため，先に述べたコンクリート打設順序お

よび打設高の検討と側圧によるアーチリブのはらみ防止補強材設置のほかに，施工ステップごと

の橋体部材の応力照査と打込み中のアーチリブ変状管理を行った。コンクリートの打込みに伴う

荷重増加に伴うアーチリブの変形を，あらかじめ設定した変位管理値と計測値を照合しながら管

理した。コンクリートの水和熱による影響が小さくなった打設完了日の２週間後に計測した結果，

コンクリートの自重，剛性を考慮したアーチリブの変形は，ほぼ計算通り（アーチ中央部の

-15.0mm に対し，実測値-15.9mm）であり，橋体に悪影響を及ぼすような残存応力を生じさせる

ことなく補強工事を完了し，安全性を向上させることができた 19）。 

 

（４）まとめ 

軽量骨材を用いた自己充塡性を有する高流動コンクリートをアーチリブ内に充塡するという新

しい補強工法に取り組んだ。コンクリートの配合選定や充塡実験を踏まえた施工計画や施工管理

によって，円滑な工事を行うことができた。 
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６．２．２ 鋼コンクリートサンドイッチ合成床版（試験施工） 

 

（１）はじめに 

鋼コンクリートサンドイッチ合成床版は，床版厚が薄くても，高い耐力，靭性および疲労耐久

性を有する合理的な構造である。さらに，床版コンクリートに自己充塡性を有する高流動コンク

リートを用いることで，施工時の省力化と内部コンクリートの充塡性の向上が図られ，施工コス

トの縮減と品質の向上が可能となっている 20）。この合成床版に軽量骨材を用いた自己充塡性を有

する高流動コンクリートを適用して，合成床版のさらなる軽量化を図ることを試みた。これによ

り，下部工や支承などの簡略化による建設コストのさらなる縮減が期待できる。ここでは，鋼コ

ンクリート合成床版（桁長 25ｍ，幅員５ｍ，床版厚 162mm）に単位容積質量 1,900kg/m3 の高流

動コンクリートを試験的に施工した 21）。 

 

（２）構造物の形状 

試験施工を行った合成床版桁橋を図－6.2.9 および写真－6.2.8 に示す。桁橋は橋長 26ｍ，幅

員５ｍの単純桁橋であり，床版は鋼コンクリートサンドイッチ合成床版となっている。なお，床

版厚 162mm（コンクリート厚さ 150mm）は，従来にない薄肉断面である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－6.2.9 合成床版橋の形状 

 

 

写真－6.2.8 合成床版橋 

 

単位：mm 

Ａ１ Ａ２ 
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（３）コンクリートの配合 

合成床版に適用したコンクリートの仕様を表－6.2.7に，使用材料を表－6.2.8に示す。設計基

準強度 30N/mm2（材齢 28 日），単位容積質量 1,900kg/m3の自己充塡性を有する高流動コンクリー

トとし，一般的な普通骨材コンクリートを適用した合成床版よりも，さらなる軽量化を志向した。

コンクリートの目標スランプフローは 700mm とした。これは，限られた打設孔からの圧入施工

となることに加え，床版厚が極めて薄いことを考慮したためである。粗骨材には頁岩を主原料と

する従来型の人工軽量骨材をプレウェッティングして使用した。また，材料分離抵抗性を向上さ

せるために，混和材としてフライアッシュを混和して，モルタルの軽量化と粘性の調整に活用し

た。さらに，フレッシュコンクリートの品質のばらつきや材料分離を抑制し，圧送性を向上させ

るために増粘剤ウェランガムを添加した。ウェランガムは高性能ＡＥ減水剤にプレミックスして

使用し，混和剤として一液化したものを用いた（第４章参照）。 

コンクリートの配合は，第５章で得た知見を反映させて室内練混ぜ試験で決定し，実機による

練混ぜ試験により最終確認した。単位粗骨材量を 300ℓ/m3，細骨材容積比 Vs/Vm を 40％し，モル

タルと粗骨材の密度差が 0.5g/cm3となることを想定して，500mm フロー到達時刻が 7 秒程度以上

となるように，水粉体容積比 Vw/Vp を調整した。最終的に Vw/Vp を 65.0％（単位水量 151kg/m3）

とした配合を選定した。試験練りによって選定したコンクリートの配合を表－6.2.9 に，室内試

験および実機試験におけるコンクリートの試験結果を表－6.2.10に示す。いずれの試験において

も目標値をほぼ満足し，高い流動性とともに，良好な材料分離抵抗性，自己充塡性を有していた。 

 

表－6.2.7 コンクリートの仕様 

項目 規格

軽量骨材コンクリートⅠ種

自己充填性を有する
高流動コンクリート（ランク２）

設計基準強度 30N/mm2

単位容積質量 1,900±50kg/m3

スランプフロー 700±50mm

空気量 6.0±1.5％

セメント種類 早強ポルトランドセメント

粗骨材 人工軽量粗骨材

コンクリートの種類

 

 

表－6.2.8 使用材料 

使用材料 記号

密度：2.26g/cm
3
，比表面積：4,920cm

2
/g

強熱減量：0.45％
Ｓ1 幌延産川砂 表乾密度：2.64g/cm3，吸水率：1.28％

細骨材 Ｓ2 由仁産陸砂 表乾密度：2.61g/cm
3
，吸水率：2.67％

S1:S2＝50:50 粗粒率：2.71
非造粒型人工軽量骨材 絶乾密度：1.26g/cm3，表乾密度：1.56g/cm3，

主原料：膨張頁岩 含水率:23.8％，実積率64.8％，最大寸法：15mm

摘要

セメント Ｃ 早強ポルトランドセメント 密度：3.14g/cm3，比表面積：4,470cm2/g

混和材 FA フライアッシュ

ポリカルボン酸系　標準形

VIS 増粘剤 ウェランガム（SPに一液化して使用）

Ｇb粗骨材

混和剤
SP 高性能AE減水剤
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表－6.2.9 コンクリートの配合 

設計基準
強度

ｽﾗﾝﾌﾟﾌﾛｰ 空気量 W/C Vw/Vp Vs/Vm 単位量（上段：kg/m3，下段：㍑/m3） SP VIS
理論単位
容積質量

（N/mm
2
） (mm) (%) (%) (%) (%) Ｗ Ｃ FA S1 S2 Ｇ (P

*
×%) (W×%) （kg/m

3
）

151 366 259 338 334 485
151 117 117 128 128 300

W/C：水セメント比　Vw/Vp：水粉体容積比　Vs/Vm：細骨材容積比 ＊：Ｐ＝Ｃ＋FA

19330.9065.0 40.0 0.0530 700±50 6±1.5 41.3

 

表－6.2.10 コンクリートの試験結果 

項目 室内試験 実機試験

スランプフロー 650×650mm 725×715mm

500mmフロー到達時間 5.3 6.8

空気量 5.3％ 5.1％

単位容積質量 1,866kg/m3 1,915kg/m3

圧縮強度（材齢28日） 56.3N/mm2 51.7N/mm2

 

 

（４）施工方法 

コンクリートの製造は，市中のレディーミクストコンクリート工場で行い，約 30 分かけて施工

現場まで運搬した。アジテータ車が施工現場に到着した後，フレッシュコンクリートの品質管理

試験を行うとともに強度試験用の供試体を採取した。コンクリートの打込みは，油圧ピストン式

コンクリートポンプ（理論吐出圧力 7.85N/mm2）を用いて行い，26.5ｍのブーム先端に取り付け

た７ｍのフレキシブルホース（100A）を介して圧入した。圧入孔は，図－6.2.10に示すように床

版内部のフランジで区切られたＡ～Ｆの６ブロック（１ブロック：8.4×2.5ｍ）に，各２カ所を設

けた。コンクリートの圧入はＡ－１から行い，吹出孔やエア抜き孔からコンクリートが排出され，

Ａ－２のコンクリート面が上昇したことを確認した後，筒先をＡ－２へ移動し，その後のＡ－２

からの圧入により，上面全ての孔からコンクリートが吹き出したことを確認して，打込みを完了

する計画とした。 

 

3@8,400=25,200

5
,0

0
0

●コンクリート打設孔（φ=120mm）

単位：mm

Aブロック 　 ：鋼板（SS400，ｔ＝6mm）
○：貫通ボルト（φ26.5，75mmピッチ）
●：貫通ボルト（φ24.5，150mmピッチ）
●：打設孔（φ=120mm）
　 ：吹出孔（φ=120mm，900mmピッチ）
　 ：エア抜き孔（φ＝12mm，900mmピッチ）

6

100

150
6

600 3.600 4,200

A-1

A-2

＜Aブロック詳細＞

Bブロック Dブロック

Cブロック Eブロック

Fブロック

1
6
2

2
,5

0
0

 
図－6.2.10 合成床版の圧入孔 
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（５）施工結果 

１）コンクリートの品質管理試験結果 

コンクリートの受入れ時に実施した品質管理試験の結果を表－6.2.11に示す。コンクリートの

性状は安定しており，受け入れた全てのアジテータ車において，スランプフロー，空気量，単位

容積質量とも目標範囲内に管理することが可能であった。なお，500mm フロー到達時間について

は，目標（7 秒）よりもやや小さい時間であったが，軽量粗骨材の浮上がりは見られず，優れた

材料分離抵抗性を有していた。 

 

表－6.2.11 品質管理試験結果 

単位容積 500mmﾌﾛｰ 圧縮強度（N/mm2）

質量 到達時間 （標準養生）

（mm） （％） （kg/m3） （秒） ７日 28日

１台目 730×680　（705） 6.4 1927 6.9 - -

２台目 730×730　（730） 7.4 1880 6.3 48.1 57.7

３台目 750×710　（730） 5.4 1936 4.4 - -

４台目 720×690　（705） － － － - -

平均 718 6.4 1914 5.9 48.1 57.7

参 室内試験 650×650 （650） 5.3 1866 5.3 50.4 56.3

考 実機試験 725×715 （720) 5.1 1915 6.8 43.5 51.7

空気量
ｱｼﾞﾃｰﾀ車

スランプフロー

 
 

２）コンクリートの施工結果 

コンクリートの打込み状況を写真－6.2.9 に示す。施工計画に準じて，打込みを行った結果，

設置した全ての吹出孔から材料分離が生じていない均質なコンクリートが溢れ出した。また，全

てのエア抜き孔からモルタルの流出が確認され，良好な充塡性が得られた。なお，１ブロック

（3.2m3）の打込みに要したピストン稼働時間は平均 15 分であり，圧送速度は 13m3/h であった。 

施工後，床版上面からの全面打音検査と，コア抜き調査を行って鋼板とコンクリートの一体性を

検証した。その結果，未充塡部が皆無であること，鋼板とコンクリートが完全に一体化している

こと，コア供試体の表面に粗骨材が均一に分布していることが確認され，施工に供したコンクリ

ートが優れた自己充塡性を有していたことが示された。 
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写真－6.2.9 合成床版への打込み状況 

（６）まとめ 

軽量骨材を用いた自己充塡性を有する高流動コンクリートを鋼コンクリートサンドイッチ床版

に試適用した。その結果，厚さ 162mm という薄肉の鋼コンクリートサンドイッチ合成床版に自

己充塡性を有する軽量骨材コンクリートを適用することが十分に可能であり，合成床版の更なる

軽量化が図れることを明らかにした。 
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６．２．３ 支柱杭耐震補強（鋼殻補強コンクリート地盤改良工法） 

 

（１）はじめに 

1995 年に発生した兵庫県南部地震や 2011 年に発生した東北地方太平洋沖地震など，大規模地

震の発生により，既設構造物およびその基礎に対する耐震補強の需要が高まっている。しかしな

がら，都市部の鉄道橋脚の杭基礎の補強では，敷地制限や空頭制限等の制約条件により耐震補強

工法が限定される。 東京モノレールの運河内橋脚基礎の耐震補強工事では，鋼殻補強コンクリー

ト地盤改良工法が採用され，補強コンクリートに軽量骨材を用いた自己充塡性を有する高流動コ

ンクリートを適用した。 鋼殻補強コンクリート地盤改良工法とは、杭基礎の杭頭部を鋼殻および

コンクリートで補強し，杭地中部を地盤改良することで，杭横抵抗を増大させ耐震性能を向上さ

せるものである 22），23）。 

 

（２）構造物の形状 

工事着手前の構造物の状況を写真－6.2.10に示す。対象構造物は，東京モノレール軌道直下の

橋脚で，フーチング下面から 4～5ｍ下までが水中，地盤はＮ値 0～1 程度のヘドロおよびシルト

層が 17ｍ程度あり，その下が礫層のという構成となっている。橋脚は礫層に貫入させた 12 本の

ＰＣ杭による群杭基礎の上にフーチングが載った構造となっている。 

耐震補強は，既設 PC 杭の周辺地盤を高圧噴射で改良し，海底部から上の部分を鋼殻で覆い，

その鋼殻と既設部材（PC 杭ならびにフーチング）の間に，コンクリートを充塡するものである。

補強構造を図－6.2.11に示す。 

 

  

写真－6.2.10 工事着手前の構造物 
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既設橋脚

鋼殻

補強コン
クリート

地盤改良体
(下部）

A.P.+2.1m（H.W.L)

A.P.±0.0m（L.W.L)

泥土
（ヘドロ）

泥土
混じり
シルト

砂礫（N>50）

(海底面）

地盤改良体
(上部）

底版コン
クリート

施工機械

改良ロッド
回転引上げ

橋脚基礎
空頭制限3m

シルト

砂混じ
りシルト

 

図－6.2.11 耐震補強の概要 

 

（３）コンクリートの配合 

既設杭が支持する死荷重の増加を抑え，また地震時慣性力の基礎への負荷を抑えるために，補

強コンクリートの重量を極力軽くし，単位容積質量を 1,750kg/m3以下に設定とした。軽量化を図

るために全ての骨材に人工軽量骨材を使用することとし，目標空気量を 8％とした。また，作業

の制約の観点（長時間鋼殻内に入って打込み・締固め作業する際の安全性確保）から，バイブレ

ータによる締固めを必要としない自己充塡性を有する高流動コンクリートを採用することとした。

コンクリートの仕様を表－6.2.12に示す。 

 

表－6.2.12 コンクリートの仕様 

項目 規格

軽量骨材コンクリートⅡ種

自己充填性を有する
高流動コンクリート（ランク２）

設計基準強度 24N/mm
2

単位容積質量 1,750kg/m3 以下

スランプフロー 650±50mm

空気量 8.0±1.5％

セメント種類 高炉セメントB種

細骨材 人工軽量細骨材

粗骨材 人工軽量粗骨材

コンクリートの種類

 

 

 

コンクリートの使用材料を表－6.2.13 に，試し練りで選定したコンクリートの配合を表－

6.2.14に示す。海洋構造物であることから，セメントには高炉セメントＢ種を用い，細骨材，粗

骨材とも頁岩を主原料とする従来型の人工軽量骨材をプレウェッティングして使用した。生コン

クリート工場の制約があり，第５章ならびに本章の事例（前述）のようにフライアッシュを使用

軽量骨材を用いた自己充塡性 

を有する高流動コンクリート 
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することができず，増粘剤ウェランガムの使用量を増加し，強度ではなく，流動に対する材料分

離抵抗性を確保する目的で単位セメント量（水セメント比）を決定した。また，第５章の検討内

容を踏まえ，空気量を 8％まで増加させることで，モルタルと粗骨材の密度差を 0.1g/cm3以下（空

気を含むモルタルの密度：1.69g/cm3，粗骨材の表乾密度：1.61g/cm3）とし，ペースト，細骨材，

粗骨材の密度差が小さくなるようにした。単位水量は 180kg/m3となったが，コンクリートは鋼殻

内に打ち込まれ，硬化後，気中に曝されるのは，打込み上面のごく一部であることを踏まえつつ，

流動性と材料分離抵抗性の観点から各単位量を決定した。室内試し練りにおけるコンクリートの

試験結果を表－6.2.15 に，スランプフロー試験におけるコンクリートの性状を写真－6.2.11に示

す。フレッシュコンクリートの性状は良好であり，骨材の浮上がりや沈降は認められず，良好な

流動性と分離抵抗性を有していた。 

 

表－6.2.13 使用材料 

使用材料 記号

非造粒型人工軽量骨材 絶乾密度：1.65g/cm
3

主原料：膨張頁岩 含水率:15.0％，粗粒率:2.75
非造粒型人工軽量骨材 絶乾密度：1.26g/cm

3

主原料：膨張頁岩 含水率:28.0％，実積率64.3％，最大寸法：15mm

摘要

セメント Ｃ 高炉セメントB種 密度：3.04g/cm
3
，比表面積：3,790cm

2
/g

ポリカルボン酸系標準形

細骨材 Ｓ

VIS 増粘剤 ウェランガム

Ｇ粗骨材

混和剤
SP 高性能AE減水剤

 
 

表－6.2.14 軽量高流動コンクリートの配合 

設計基準
強度

ｽﾗﾝﾌﾟﾌﾛｰ 空気量 W/C Vw/Vp Vs/Vm
単位量

（上段：kg/m
3
，下段：㍑/m

3
）

SP VIS
理論単位
容積質量

（N/mm
2
） (mm) (%) (%) (%) (%) Ｗ Ｃ S Ｇ (C×%) (kg) （kg/m

3
）

180 456 513 528

180 150 270 320
W/C：水セメント比　Vw/Vp：水粉体容積比　Vs/Vm：細骨材容積比

1,6771.70120.0 45.0 0.2524 650±50 8±1.5 45.8

 

 

表－6.2.15 コンクリートの試験結果 

項目 試験結果

コンクリート温度 23.0℃

スランプフロー 635×615mm

500mmフロー到達時間 5.3

空気量 7.5％

単位容積質量 1,617kg/m3

圧縮強度（材齢27日） 50.4N/mm2

硬化後の単位容積質量
（材齢27日，水中養生） 1,669kg/m3
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写真－6.2.11 スランプフロー試験におけるコンクリートの性状 

 

 

（４）コンクリートの施工方法 

コンクリートの運搬経路を図－6.2.12に，運搬の流れを図－6.2.13に示す。構造物が運河に位

置していることから施工するコンクリートは海上運搬となるが，コンクリートプラント船では搬

入経路上の橋下を通過できないという状況であった。そこで現場から約２km 離れたコンクリー

トプラントの岸壁にてコンクリートをバケットに受け，そのバケットをクレーン付台船で平台船

に積み込み，台船にて海上運搬する計画とした。海上施工では，海上保安部の許可条件で施工時

間が日の出から日没までとなるため，片付けを含めて 17 時までに完了させることを基本とした。

台船には，生コンクリートの製造時間などを考慮して，１隻につき２m3 のバケットを 10 個搭載

して運搬する計画とした（20 ㎥/隻）。台船 1 隻の往復のサイクルが 2.5 時間程度となるため，台

船を２隻用意して折り返し海上輸送することにした。 

コンクリートの製造から打込み完了までに要する時間が２時間程度となるため，バケット内に

置かれたコンクリートの流動性の変化が懸案事項であった。 

 

      
図－6.2.12 コンクリートの運搬経路    図－6.2.13 コンクリートの運搬の流れ 
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（５）施工を想定したコンクリートの性状確認 

実施工に先立ち，コンクリートの練混ぜ完了から 120 分後のフレッシュ性状（流動性，空気量）

を確認するために，実機練混ぜ試験を実施した。試験では，写真－6.2.12に示すようにアジテー

タ車から２m3 バケットに荷卸しして静置し，30 分毎にバケットから排出したコンクリートのフ

レッシュ性状を確認した。また，運搬中に流動性が低下した場合に備え，パン型強制練りミキサ

（写真－6.2.13）で再撹拌した場合についても試験を行った。 

 

 

写真－6.2.12 アジテータ車からバケットへの荷卸し状況 

 

 
写真－6.2.13 再撹拌に用いたミキサ 

 

 

実機練混ぜ試験の結果を表－6.2.16に，スランプフローの経時変化を図－6.2.14に示す。これ

らに示すように，経過時間に伴うコンクリートの流動性の低下は小さく，再攪拌を行わない状態

であっても練混ぜ完了から 120 分後において良好な流動性を有していた。なお，再撹拌を行った

場合には，空気量の低下ならびにこれに伴う単位容積質量の増加が認められたことから，実施工

では，攪拌設備は使用しない計画とした。 
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表－6.2.16 実機試験におけるフレッシュコンクリートの試験結果 

平均

5 600 × 570 585 6.2 35.2 8.4 1,596 18.0

30 660 × 650 655 4.8 64.9 8.5 1,621 17.0

60 640 × 640 640 7.9 50.6 8.5 1,623 17.0

90 640 × 630 635 6.6 62.8 8.5 1,645 16.0

120 620 × 620 620 7.9 59.0 8.0 1,648 16.0

30 635 × 625 630 10.5 56.8 4.3 1,706 17.0

60 690 × 685 685 5.7 42.0 3.4 1,731 14.0

90 670 × 650 660 6.2 57.8 4.5 1,717 15.0

120 630 × 630 630 6.0 58.4 5.5 1,691 13.0

ｺﾝｸﾘｰﾄ
温度
（℃）

経過
時間
（分）

練上がり

経
時
変
化

撹拌あり

撹拌なし

条件

スランプフロー
（mm）

500mmﾌﾛｰ
到達時間

（秒）

ﾌﾛｰ
停止時間

（秒）

空気量
（％）

単位容積
質量

（kg/m3）

 
 

500

550

600

650

700

0 30 60 90 120 150

ス
ラ

ン
プ

フ
ロ

ー
（
m

m
）

練上がりからの経過時間（分）

撹拌なし

撹拌あり

 
図－6.2.14 経過時間に伴うスランプフローの変化 

 

 

（６）施工結果 

コンクリートの施工状況を写真－6.2.14に示す。生コンクリート工場の岸壁にて，アジテータ

車からバケットにコンクリートを荷卸しし，岸壁に接岸したクレーン船にて，海上運搬用の平台

船にバケットを積み込んだ（２m3バケット×10 基）。バケット下部排出口は，コンクリートの漏

出防止用にシートでくるみ，また，バケット上面は，海上運搬中の日射と風によるコンクリート

表面の水分逸散防止用にシートで覆った。施工位置においては，ポンプ車上に設置した構台にバ

ケットを移送した。 

その後，バケットから採取したコンクリートについて品質管理試験を実施し，ピストン式コン

クリートポンプのブームを介して，コンクリートを打ち込んだ。コンクリートの性状は良好であ

り，長時間運搬に伴う流動性の低下やバケット内部での軽量骨材の浮上がりも認められなかった。

また，圧送後においても，材料分離が生じることなく，杭回りや鋼殻内の隅々まで充塡していく

様子が確認された。ポンプの実吐出量は 40m3/h 程度，流動勾配は５％（0.2ｍ/4.0ｍ）程度であっ

た。 
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岸壁での 

コンクリートの荷卸し 

（平台船への積込み） 

  

海上運搬 

（平台船の曳航） 

 

  

コンクリートポンプ 

への移送 

 

 

  

ブームを用いた圧送 

 

鋼殻内・既設杭廻り 

へのコンクリートの 

充塡状況 

 

  

写真－6.2.14 コンクリートの施工状況 
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実施工におけるコンクリートの品質管理試験結果を表－6.2.17 に示す。試し練り，実機試験，

実施工を通じて，良好な管理状態にあり，目標とした自己充塡性，圧縮強度，単位容積質量

1,750kg/m3以下を満足することができた。  

工事完了後の状況を写真－6.2.15に示す。 

 

 

表－6.2.17 コンクリートの品質管理試験結果 

項目 施工日：1/25 施工日：1/26

コンクリート温度 11.0℃ 11.0℃

スランプフロー 670×670mm 625×605mm

空気量 7.5％ 6.7％

単位容積質量 1,660kg/m3 1,640kg/m3

圧縮強度（材齢28日） 41.9N/mm2 43.0N/mm2

 
 

 

  

写真－6.2.15 工事完了後の状況 

 

 

（７）まとめ 

部材の軽量化と打込み・締固め作業の省力化を目的として，軽量骨材を用いた自己充塡性を有

する高流動コンクリートを運河内の橋脚の耐震補強工事に適用した。長時間運搬，水上施工とい

った特殊な条件下での適用となったが，材料・配合・施工方法を十分に検討し，それを実践する

ことで良好な施工結果が得られた。 
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６．２．４ その他特殊用途での軽量骨材コンクリートの利活用 

 

流動性を高めた軽量骨材コンクリートを，特殊な用途に用いた事例の概要を以下に示す。 

 

（１）水中不分離性コンクリートへの展開 

１）支柱杭耐震補強工事への適用（東京モノレール橋脚基礎の耐震補強） 2011 年 

 ６．２．３に記した耐震補強工事では，軽量骨材を用いた自己充塡性を有する高流動コンクリ

ートを，鋼殻と既設支持杭，フーチングの空間をドライアップした状態で打ち込んだ。このドラ

イアップを実現するには，底版（耐圧版）を構築する必要があるが，この底版にも，自重を軽減

する目的で軽量骨材コンクリートが適用された（図－6.2.15）。底版コンクリートは，水中で構築

することになるが，ドライアップのための止水性能が求められ，水中での自己充塡性，セルフレ

ベリング性が求められることから，水中不分離性コンクリートが採用された 23）。 

 軽量骨材を用いた水中不分離性コンクリートの配合を表－6.2.18に示す。目標とした単位容積

質量は，高流動コンクリートと同じく 1,750kg/m3以下であるが，空気量の設定は 8.0％ではなく，

3.5％とした。これは，水圧を受けつつ水中流動する際に，エントレインドエアのつぶれや脱泡 24）

による単位容積質量の増加を回避するためである。ただし，空気量を小さく設定しても，水中不

分離性混和剤の添加とセルフレベリング性を確保のための単位水量が増えるため，コンクリート

の単位容積質量の目標値を満足できる。モルタルと粗骨材の密度差は 0.14g/cm3と小さく（モルタ

ル：1.75g/cm3，粗骨材：1.61g/cm3），また，水中不分離性混和剤の添加によって粘性が高まるこ

とから，目標スランプフロー500mm という流動性に対して，良好な材料分離抵抗性，水中不分離

性を有するコンクリートの製造が可能であった。 

 

既設橋脚

鋼殻

補強コン
クリート

地盤改良体
(下部）

A.P.+2.1m（H.W.L)

A.P.±0.0m（L.W.L)

泥土
（ヘドロ）

泥土
混じり
シルト

砂礫（N>50）

(海底面）

地盤改良体
(上部）

底版コン
クリート

施工機械

改良ロッド
回転引上げ

橋脚基礎
空頭制限3m

シルト

砂混じ
りシルト

 

図－6.2.15 耐震補強の概要（再掲） 

 

軽量骨材を用いた自己充塡性 

を有する高流動コンクリート 

軽量骨材を用いた 

水中不分離性コンクリート 
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表－6.2.18 軽量骨材を用いた水中不分離性コンクリートの配合 

設計基準
強度

ｽﾗﾝﾌﾟﾌﾛｰ 空気量 W/C s/a
理論単位
容積質量

（N/mm
2） (mm) (%) (%) (%) 水

高炉ｾﾒﾝﾄ
B種

軽量
細骨材

軽量
粗骨材

流動化剤 （kg/m3）

239 360 507 596 7.91

239 118 266 370 7.0

単位量　（上段：kg/m
3，下段：㍑/m3） 水中不分

離性
混和剤
（kg）

1,70942.3 1.9518 500±50 3.5 60.0
 

 

水中不分離性コンクリートの運搬から打込みについては，６．２．３に記した高流動コンクリ

ートと全く同じ方法とした。図－6.2.16に示すように，長時間運搬に伴う流動性の変化は小さく，

円滑な打込みが可能であった。 

 ドライアップを行った空間では，底版本体はもとより，既設杭周りや鋼殻との界面からの漏水

は認められず，良好な止水性を確保することができた。これにより，次ステップの高流動コンク

リートの施工を，水に接することなく品質を確保しながら，安全に実施することができた。 
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管理値（500±50mm）

 
図－6.2.16 経過時間に伴う流動性の変化 23）を一部修正 
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２）東武伊勢崎線荒川放水路橋梁（北千住～小菅間）の耐震補強工事  2015 年 

河川内の橋脚基礎をシートパイルと水中不分離性コンクリートで巻き立て，耐震性能を向上さ

せる工事である。構造一般図を図－6.2.17に示す。この工事では，既設躯体とシートパイル間を

隙間なく，密実にコンクリートで充塡することが最も重要となる。施工の確実性を増すためには，

シートパイルと既設躯体の空間をドライアップすることが有効であるが，シートパイルの水密性

の確保や大掛かりな仮設支保工が必要となる。また，コンクリートの打込みに伴う重量増は，河

床沈下を引き起こし，ネガティブフリクションによる既設躯体の沈下が生じるため，鉄道を供用

しながらの補強工事においては，河床沈下に伴う躯体の沈下だけは絶対に回避しなければならな

かった。そこで，単位容積質量 1,750kg/m3以下の軽量性を有し，水中で自己充塡性が得られる水

中不分離性コンクリートを適用した。 

 

 

 

図－6.2.17 構造一般図 

 

軽量骨材を用いた水中不分離性コンクリートの配合を表－6.2.19に示す。河川内かつ供用中の

鉄道橋路下という条件に加え，施工面積が広いこと，さらには，コンクリートを河川敷から橋脚

まで配管を用いて圧送する必要があったことから，スランプフローの目標値を 600mm とした。

骨材は，細骨材，粗骨材とも頁岩を主原料とする従来型人工軽量骨材をプレウェッティングして

使用した。 
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表－6.2.19 軽量骨材を用いた水中不分離性コンクリートの配合 

設計基準
強度

ｽﾗﾝﾌﾟﾌﾛｰ
設計

空気量
W/C s/a

理論単位
容積質量

（N/mm2） (mm) (%) (%) (%) 水
普通ﾎﾟﾙﾄ
ﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄ

軽量
細骨材

軽量
粗骨材

流動化剤 （kg/m3）

298 590 332 484 12.5

298 187 184 300 11
W/C：水セメント比　s/a：細骨材率

単位量　（上段：kg/m3，下段：㍑/m3） 水中不分
離性

混和剤
（kg）

1,71938.0 2.7827 600±50 2.0 52.4

 
 

 

コンクリートの施工平面図を図－6.2.18に示す。コンクリートの打込みは，シートパイルへの

側圧と河床に作用する重量変化を緩和するため，７回に分割して行った（125m3/回，合計 884m3）。

Ｐ４橋脚の施工では，左岸側ヤードにポンプ車（理論吐出圧力 10MPa）を配置し，既設橋の歩道

に５インチの輸送管を設置し，配管先端部にフレキシブルホース取り付けて，台船上の 4.9ｔクロ

ーラクレーンで先端ホースを移動させながら，水中不分離性コンクリートを打ち込む計画とした。

Ｐ４橋脚への圧送は，水平換算距離で約 240ｍの長距離圧送となるため，実施工に先立って，事

前に圧送実験を実施して，管内圧力損失や圧送に伴うコンクリートの流動性の変化を把握した。

圧送実験の状況を写真－6.2.16に，圧送実験で得られた水平管１ｍ当たりの管内圧力損失を図－

6.2.19 に示す。管内圧力損失は，土木学会コンクリートのポンプ施工指針 25）に記される普通骨

材を用いた水中不分離性コンクリートに比べて小さく，むしろ，スランプ 12～18cm の通常の軽

量骨材コンクリートに近い結果となった。また，吐出量を増加させることで管内圧力損失は増大

したが，その増大傾向も緩やかであった。さらには，圧送によるスランプフローの低下もほとん

ど認められなかった。これは，軽量骨材のプレウェッティングを徹底したことに加え，水中不分

離性混和剤の添加によりペーストの粘性が高まり，骨材への加圧吸水が生じなかったこと，さら

には，スランプフローの管理目標値を一般的な水中不分離性コンクリートよりも大きい 600mm

としたことによるものと考えられた。なお，ベント管の圧力損失は水平管の 1.3 倍程度であった。 

 

 

図－6.2.18 コンクリートの施工平面図 
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写真－6.2.16 圧送実験の状況 

 

 
図－6.2.19 管内圧力損失の測定結果 

 

Ｐ４橋脚の打込み状況を写真－6.2.17に，ドライアップ後のコンクリート上面の状況を写真－

6.2.18に示す。水平換算距離 240ｍのコンクリートの圧送は円滑であり，水中における筒先の位

置を管理して水中落下が生じないように打込みを行った。水中に打ち込まれたコンクリートは，

橋脚基礎下側にほぼ同じ高さで廻り込んでおり，優れたセルフレベリング性を示した。また，軽

量骨材の浮上がりも生じておらず，分離抵抗性も確保されていた。ドライアップ完了後の漏水は

非常に少なく，コーピングコンクリートを気中で施工した後，シートパイルの余長を切断・撤去

し，補強を完了した。 

 

水中コンクリート(セルロース系)25） 

人工軽量骨材コンクリート 25） 
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写真－6.2.17 コンクリートの打込み状況 

 

  
写真－6.2.18 ドライアップ後のコンクリート上面の状況 
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（２）低収縮型超高強度コンクリートへの展開（秋葉原公共デッキ） 

 コンクリートを高強度化するにしたがって増大する自己収縮は，ひび割れの発生を誘引し，構

造性能や耐久性の低下の原因となる。自己収縮を抑制する手法として，①膨張材の使用，②収縮

低減剤の使用，③吸水した人工軽量骨材を活用する方法が知られている。③については，図－

6.2.20 に示すイメージ図 26）のように，コンクリート中に練り混ぜられた軽量骨材の内部の保有

水がセメントの水和に伴う硬化体の自己乾燥を補償し，細孔空隙中の湿度低下を防止するセルフ

キュアリング効果に期待するものである。この効果を活用し，圧縮強度 150N/mm2 レベルの超高

強度コンクリートの自己収縮を低減し，秋葉原公共デッキ（歩道橋）に適用した 26）。 

 

 

図－6.2.20 セルフキュアリングのイメージ 26） 

 

軽量骨材を活用した収縮低減型超高強度コンクリートの配合を表－6.2.20に示す。粗骨材とし

て安山岩系の砕石を使用するが，その容積の 20％を，比較的高い強度と高い吸水率を併せ持つ石

炭灰人工軽量骨材 27）で置換し，単位セメント量の 0.5 重量％に相当する収縮低減剤を添加するこ

とで，低収縮性を実現した。図－6.2.21に圧縮強度と自己収縮ひずみの測定結果を示す。W/C＝

17％の配合で収縮低減対策をとらない配合 B に対し，軽量粗骨材と収縮低減剤による収縮低減対

策をとった（JL20R05）は，圧縮強度が若干低下するものの，150N/mm2程度の超高強度を確保し

つつ，自己収縮ひずみを 70％程度低減することができている 28）。なお，この自己収縮ひずみは，

設計基準強度 40/mm2程度の一般的なコンクリートと同等のものである。 

 

表－6.2.20 軽量骨材を用いた低収縮型超高強度コンクリートの配合 

種類 ｽﾗﾝﾌﾟﾌﾛｰ
設計

空気量
W/C

(mm) (%) (%) 水
ｼﾘｶﾌｭｰﾑ

ｾﾒﾝﾄ
安山岩
砕砂

安山岩
砕石

軽量
細骨材

155 912 618 639 105
155 296 234 240 60

160 890 491 773 105
160 289 186 290 60

W/C：水セメント比

締固め併用型 400±50 1.5 18.0 0.50 1.0

単位量　（上段：kg/m
3
，下段：㍑/m

3
） 収縮

低減剤
（C×%）

1.50.50自己充填型 650±50 1.5 17.0

高性能
減水剤
（C×%）

 

 

軽量粗骨材 
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図－6.2.21 圧縮強度と自己収縮ひずみ（対策の有無による比較） 

 

 

 このコンクリート用いて構築したのが，秋葉原公共デッキ（歩道橋）26）である。構造物の一般

図を図－6.2.22に示す。本公共デッキ（歩道橋）は，一般道路を横断して，超高層ビルのフロア

に接続するが，駅前広場の空間を創出するため，橋脚数が制限された。そのうえで，桁下の建築

限界 4.7ｍを確保する必要があり，最大支長 33.2ｍ，桁高 1.2ｍのスレンダーな構造とする必要が

あった。そこで，主桁の剛性を確保しつつ，プレストレスを有効に活用するために，設計基準強

度 120N/mm2（実強度レベル 150N/mm2）の収縮低減型超高強度コンクリートが適用された。 

上部工主桁は，プレキャストウェブ，上床版，支点横桁部，偏向部およびストラット（鋼管）

で構成される。このうち，ストラッド以外の部位には，収縮低減型超高強度コンクリートが適用

されたが，各部位の構造条件，施工条件に応じて流動性（配合）を使い分けた（表－6.2.20）。製

品工場で製作するプレキャストウェブと鋼材が密に配置される支点横桁部には，スランプフロー

650mm の自己充塡型を，仕上がり勾配が２～３％となる上床版部には，スランプフロー400mm

の締固め併用型のコンクリートを用いた。締固め併用型の打込み状況を写真－6.2.19に示す。打

込みは，バケットを用いて行い，内部振動機を用いて入念に締め固め，所定の床版厚になるよう

に均した。その後，表面のこわばりや乾燥を防止し，こて仕上げを容易にするために初期養生効

果も有するパラフィンエマルション系の仕上げ補助剤を散布し，金ごて仕上げを行った。W/C が

17％ということもあり，コンクリートの粘性が高く，締固めに伴う軽量骨材の浮上がりは皆無で

あった。仕上げ完了後，養生マットを敷設して，給水養生を入念に行った。その結果，打込み上

面や脱枠面にひび割れは確認されず，懸案であった自己収縮に起因するひび割れの発生を，材料

ならびに施工の両面から対策により，防止することができた。 
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図－6.2.22 秋葉原公共デッキ（アキバブリッジ） 

 

 

 

写真－6.2.19 上床版の打込み状況 
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６．３ まとめ 

  

本章では，第４章，第５章の研究成果を反映し，設計条件，構造条件，施工条件に応じたワー

カビリティーを有する軽量骨材コンクリートを実構造物へ適用した事例を記した。適用結果をま

とめると，以下のようになる。 

 

（１）ダム仮排水路閉塞工事でのプレキャスト埋設型枠への適用 

 独立空隙型の人工軽量粗骨材を用い，単位容積質量 1,750kg/m3，スランプ 12cm のコンクリー

トでプレキャスト埋設型枠を作製した。部材の軽量化により，工期短縮，工事費削減，施工の合

理化および閉塞工事の安全性向上を実現した。 

 

（２）新幹線高架橋 PC 上部工への適用 

独立空隙型人工軽量骨材を用いた単位容積質量 1,800kg/m3のコンクリートを大規模工事に初め

て適用した。第４章に示したワーカビリティーに関する研究や種々の施工実験を通じて得られた

知見を施工計画に反映し，施工管理を十分に行ったことで，順調に施工を終了することができた。

材料費（コンクリート単価）は増大するもの，主桁重量が 22％軽量化され，下部構造の簡素化，

押出し架設などの建設機械の小型化が可能となり，約 10％のコスト縮減を実現した。 

 

（３）鋼ローゼ橋アーチリブ補強工事への適用 

軽量骨材を用いた自己充塡性を有する高流動コンクリートをアーチリブ内に充塡するという新

しい補強工法に取り組んだ。第５章の研究成果を反映させ，単位容積質量 1,750kg/m3，骨材全て

に人工軽量骨材を使用した高流動コンクリートによって，アーチリブの合理的な補強を実現した。 

 

（４）鋼コンクリートサンドイッチ合成床版への適用 

 床版厚 162mm（上部鋼材厚 6mm＋コンクリート厚 150mm＋下部鋼材厚 6mm）という薄肉のフ

ルサンドイッチ合成床版に，粗骨材に軽量骨材を用いた自己充塡性を有する高流動コンクリート

を試験的に適用した。第５章の研究成果を反映させ，モルタルの粗骨材の密度差を考慮して水粉

体容積比を調整した単位容積質量 1,900kg/m3の高流動コンクリートは，優れた充塡性を示し，薄

肉で軽量な合成床版の実現性を示した。 

 

（５）水中基礎の支柱杭耐震補強工事への適用 

 軟弱地盤上に立つモノレール橋脚の支柱杭基礎の耐震補強工事に，単位容積質量 1,750kg/m3以

下の２種類の軽量骨材コンクリートを適用した。底版に水中不分離性コンクリートを打ち込み，

ドライアップを行った上で，自己充塡性を有する高流動コンクリートを打ち込んだ。コンクリー

トの海上運搬に約２時間を要する厳しい施工条件の中，密度差を考慮したコンクリートの配合設

計と綿密な施工計画ならびにその管理により，品質を確保しながら耐震補強を行うことができた。 

 

（６）河川内の橋脚基礎の耐震補強工事への適用 

 軟弱地盤上に立つ鉄道橋脚の基礎を水中コンクリートで巻き立てる耐震補強工事に，単位容積

質量 1,750kg/m3 以下の水中不分離性コンクリートを適用した。水平換算距離が 240ｍという圧送

条件においても，圧送性を確保して円滑な施工を実現し，耐震補強を行うことができた。 
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（７）超高強度コンクリートを用いた公共デッキへの適用 

 150N/mm2 レベルの超高強度コンクリートの自己収縮を低減する手法として，粗骨材の一部に

軽量骨材を用いるとともに収縮低減剤を併用する方法を検討し，公共デッキ（歩道橋）の主桁に

適用した。配筋条件（鋼材量）や構造条件（橋面の勾配）に応じて，自己充塡型（スランプフロ

ー600mm）と締固め併用型（スランプフロー400mm）の配合を使い分け，合理的な施工を実現し

た。 

 

 これらの適用事例は，構造物に求められる性能，施工に求められる性能を，コンクリートの材

料および配合設計でサポートした事例であり，本研究の第４章，第５章で示した人工軽量骨材コ

ンクリートに関する研究ならびに提案をうまく活用することで，実構造物の構築を合理的に行う

えることが示された。 
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第７章  結論 

 
７．１ 本研究の成果 

 

本論文では，第２章で，我が国における軽量骨材コンクリートの歴史・発展と現状に触れ，軽

量骨材コンクリートが抱える課題を改めて抽出した。実構造物への適用に際しては，圧送性と凍

結融解抵抗性の両立が課題であること，近年の構造物の新設工事，既設構造物の補修・補強なら

びに更新工事における構造条件，施工条件での活用を踏まえると適切なワーカビリティー，特に

自己充塡性の付与が望まれることを示した。第３章では，圧送性と凍結融解抵抗性を両立しうる

軽量骨材として開発された独立空隙型人工軽量骨材を用いたコンクリートの基本特性に触れ，こ

の骨材を実構造物へ適用する上で，確認すべき項目を抽出した。内部に独立空隙を有するこの骨

材は，常圧下では吸水が生じにくく，それゆえ絶乾状態あるいは気乾状態で練混ぜに供すること

になる。これにより，凍結融解抵抗性の確保を実現できるが，圧送を行った際，すなわち管内圧

力を受けた際の性状が未解明であり，また，従来の軽量骨材よりも軽いことから，打込み・締固

め，仕上げといった一連の作業工程において，骨材の浮上がりを抑制するための留意点ならびに

対策を明らかにしておく必要性を示した。さらに，骨材の浮上がりに対して，部材の均質性を確

保する上でも，振動締固めを行わない自己充塡性を有する高流動コンクリートの配合選定手法の

必要性を示した。以下，第４章では，独立空隙型人工軽量骨材を用いたコンクリートについて圧

送性をはじめとするワーカビリティー確保のための提案を，第５章では，自己充塡性を付与する

ための配合設計手法の提案を，実験的研究で得られた知見とともにとりまとめた。そして，第６

章で，これらの提案を実構造物の施工に反映させ，その検証を行った。以下に，第４章，第５章

ならびに第６章で得られた結論を総括する。 

 

「第４章 適切なワーカビリティーを有する独立空隙型人工軽量骨材コンクリートの提案」で

は，独立空隙型人工軽量骨材を気乾状態で使用した，橋梁の上部工を対象として，水セメント比

40％程度の軽量骨材コンクリートに適切な圧送性を付与することを目指した。室内実験ならびに

圧送実験を実施して，安定した圧送が行える配合を提案した。また，打込み・締固め・仕上げの

方法について，実規模部材を対象に試験施工を実施して，施工上の留意点を洗い出した。これら

を通じて得られた知見をまとめると以下のようになる。 

(1) 増粘剤ウェランガムを添加することで，ポンプ圧による軽量粗骨材の吸水を抑制することが

可能であり，圧送性および圧送後の流動性の低下を軽減できる。 

(2) 配管長 100ｍ程度の圧送を行う際には，コンクリートの流動性をスランプフロー500mm 程度

以上とすることが有効である。 

(3) 上記の対策を行うことで，気乾状態の独立空隙型人工軽量骨材を使用した水セメント比 40％

程度の高強度コンクリートの円滑な圧送を行うことができる。 

(4) 非排水加圧ブリーディング試験により，ポンプ圧送後のコンクリートの流動性をある程度評

価できる。 

(5) 圧送性確保するために流動性を高めたコンクリートは，横移動やバイブレータによる振動締

固めに対して軽量粗骨材が浮き上がる材料分離のリスクがある。 

(6) 軽量粗骨材の浮上がりは，自由落下高さの影響よりも，過度な横移動や振動締固めの影響の

方が大きい。なお，高さ 3m 程度の自由落下に対する分離抵抗性が確保された理由として，水

セメント比が小さく，増粘剤ウェランガムを添加したことが主たる理由であるが，軽量であ
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るがゆえに落下・衝突に伴うエネルギーが小さいことも影響している。 

(7) 打込みに際しては，横移動が生じないように筒先を連続的に動かす。これは，普通骨材コン

クリートも同じであるが，骨材の浮上がりを防止する上で重要な作業である。 

(8) 適切な圧送性を付与した独立空隙型人工軽量骨材コンクリートは，流動性が高く，骨材の形

状が球形に近いため，鉄筋間でのロッキングが生じにくく，また，ロッキングしても解消さ

れやすく，短い締固め時間で良好な充塡性が得られる。 

(9) 締固めに際しては，骨材の浮上がりの状況を観察しながら締め固める必要がある。その目安

としては，φ28～40mm の細径の内部振動機を用い，締固め位置の間隔を 50cm 程度，1 箇所の

締固め時間５秒程度とする。 

(10) 仕上げに際しては，打込み上面に浮き上がってくる骨材を荒均しの段階で，押し込んでおく

必要がある。その際，ジッターバッグを使用するのが効果的である。 

(11) 最終の仕上げの段階では，こてでしっかり押さえる。その際，仕上げ補助剤を用いるのが有

効である。 

(12) 仕上がり面が４％程度の勾配であれば，仕上げが可能である。 

 

【配合設計のポイント】 

 ・独立空隙型軽量骨材は，気乾状態で用いることになるため，施工中の吸水抑制がポイントと

なる。 

・そのため，水セメント比を 40％以下とし，増粘剤ウェランガムを添加する。 

・凍結融解抵抗性を考慮する場合には，打込み時の目標空気量を 6.0～7.0％とする。 

 ・単位水量を 160～170kg/m3程度，単位粗骨材容積を 300～330ℓ/m3程度とする。 

 ・流動性保持性能の高い高性能 AE 減水剤を使用する。 

 ・圧送前のスランプフローを 500mm 程度以上とする。 

 

【施工のポイント】 

・ピストン前面圧を可能な限り小さくして圧送する。具体的には，3～4N/mm2程度以下となる

ように圧送計画を立案する。 

・ピストン前面圧をモニタリングしながら圧送する。前面圧が上昇を続ける傾向が認められた

ら，圧送を中断し，圧送速度を見直す。これは，通常のコンクリートと同じである。 

 ・打込みに際しては，コンンクリートの流動性が高く，横移動が生じやすいため，流動に伴う

材料分離（骨材の浮上がり）が生じやすく，筒先を可能な限りこまめに移動する。 

 ・過度の振動締固めは，鉛直方向の材料分離（骨材の浮上がり）を引き起こすため，打込み上

面の様子（骨材の浮上がり）を注視しながら適切に締め固める。 

 ・仕上げ作業において，骨材の浮上がりが見られたら，荒均しの段階でジッターバッグなどを

用いて骨材をコンクリート中に押し込む。ペーストを表面に浮上させ，木ごて，金ごてでし

っかりと押さえる。 

 

普通骨材コンクリートの振動締固めにおける「骨材が沈む」現象とは，真逆の「骨材が浮き上

がる」現象が起きるということを，念頭において施工する必要がある。特に，骨材の浮上がりは，

目視で確認できることから，過度の振動締固めを行わないように，十分に配慮する。 
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「第５章 独立空隙型人工軽量骨材を用いた自己充塡性を有する高流動コンクリートの提案」

では，第４章で示した独立空隙型人工軽量骨材を用いたコンクリートの施工において，バイブレ

ータによる振動締固めによって骨材が浮き上がり，打込み上面の均しの際にジッターバッグ等の

器具で骨材を押し込むといった特殊な作業の必要性が示されたことを受け，振動締固めを行わな

くても，型枠内の隅々まで充塡し，かつ，骨材の浮上がりを抑制してコンクリートの均一性を高

めるために，自己充塡性を有する高流動コンクリートの実現を目指した。軽量骨材は，普通骨材

に比べてモルタルとの密度差が大きく，流動性を高めた場合には，材料分離が生じやすくなる。

流動性を高めた際に，この密度差をいかに克服し，材料分離抵抗性を保つかが，配合設計のポイ

ントであった。モルタルと粗骨材の密度差，水粉体容積比，軽量粗骨材の種類および単位量に着

目した実験を行い，それらの配合条件が流動性と材料分離抵抗性に及ぼす影響を評価した。そし

て，その結果をもとに，軽量骨材の特性に応じた高流動コンクリートの配合設計手法を導き出し

た。これらの知見をまとめると以下のようになる。 

(1) 骨材の絶乾密度が 0.9g/cm3，モルタルとの密度差が 1.2g/cm3を超えるような場合であっても，

ペーストの粘性を適切に調整することで，骨材の浮上がりのない高流動コンクリートを製造

できる。 

(2) 軽量骨材を用いた高流動コンクリートは水平流動方向よりも流動先端部の鉛直方向の材料分

離が顕著となる。 

(3) 単位粗骨材量は 300ℓ/ｍ3程度が適当である。 

(4) 900mm 流動性試験により，軽量骨材を用いた高流動コンクリートの自己充塡性，材料分離抵

抗性の評価が可能である。 

(5) 普通骨材を用いた場合と同様，Ｖ75漏斗流下時間と 500mm フロー到達時間には高い相関があ

り，両者は配合設計を行う際の自己充塡性，材料分離抵抗性の指標となる。 

(6) 軽量骨材とモルタルとの密度差に応じて，良好な材料分離抵抗性が得られる V75 漏斗流下時

間と 500mm フローと到達時間が存在する。これらを満たすように，水粉体容積比を設定する

ことで，適切な高流動コンクリートの配合を選定することができる。 

 

これらを盛り込んだ自己充塡性を有する軽量骨材コンクリートの配合選定フローを本論文中に

図－5.4.1として示し，配合選定手法として提案した。 

 

 

「第６章 実構造物への適用」では，設計条件，構造条件，施工条件に応じたワーカビリティ

ーを有する軽量骨材コンクリートを実構造物へ適用した事例をとりまとめた。第４章，第５章で

記した本研究の成果を実証するとともに，「軽量性」と「ワーカビリティー」によって現場の課題

解決に貢献した。実構造物への適用を通じて得られた知見をまとめると以下のようになる。 

(1)ダム仮排水路閉塞工事では，独立空隙型の人工軽量粗骨材を用いた単位容積質量 1,750kg/m3，

スランプ 12cm のコンクリートでプレキャスト埋設型枠を作製した。部材の軽量化により，工

期短縮，工事費削減，施工の合理化および閉塞工事の安全性向上を実現した。 

(2)新幹線高架橋 PC 上部工に，独立空隙型人工軽量骨材を用いた単位容積質量 1,800kg/m3のコン

クリートを大規模工事に初めて適用した。第４章に示したワーカビリティーに関する事前検討

や種々の施工実験を通じて得られた知見を施工計画に反映し，施工管理を十分に行ったことで，

順調に施工を終了することができた。材料費（コンクリート単価）は増大したものの，主桁重

量が 22％軽量化され，下部構造の簡素化，押出し架設などの建設機械の小型化が可能となり，

約 10％のコスト縮減を実現した。 
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(3)鋼ローゼ橋アーチリブ補強工事では，軽量骨材を用いた自己充塡性を有する高流動コンクリー

トをアーチリブ内に充塡するという新しい補強工法に取り組んだ。第５章の研究成果を反映さ

せ，単位容積質量 1,750kg/m3，骨材全てに人工軽量骨材を使用した高流動コンクリートによっ

て，アーチリブの合理的な補強を実現した。 

(4)床版厚 162mm という薄肉の鋼コンクリートフルサンドイッチ合成床版に，粗骨材に軽量骨材

を用いた自己充塡性を有する高流動コンクリートを試験的に適用した。第５章の研究成果を反

映させ，モルタルと粗骨材の密度差を考慮して水粉体容積比を調整した単位容積質量

1,750kg/m3 の高流動コンクリートは，優れた充塡性を示し，薄肉で軽量なサンドイッチ合成床

版の実現性を示した。 

(5)軟弱地盤上に立つモノレール橋脚の支柱杭基礎の耐震補強工事には，単位容積質量 1,750kg/m3

以下の水中不分離性コンクリートと自己充塡性を有する高流動コンクリートを適用した。海上

運搬に約 2 時間を要する厳しい施工条件においても，軽量性と自己充塡性を確保し，耐震補強

工事を合理的に行うことができた。 

(6)河川内の軟弱地盤上に立つ鉄道橋脚の基礎を水中コンクリートで巻き立てる耐震補強工事に，

単位容積質量 1,750kg/m3 以下の水中不分離性コンクリートを適用した。水平換算距離が 240ｍ

という圧送条件において，圧送性を確保しながら所定の品質を確保することができた。 

(7)圧縮強度 150N/mm2レベルの超高強度コンクリートの自己収縮を低減する手法として，粗骨材

の一部に軽量骨材を用いるとともに収縮低減剤を併用する方法を検討し，公共デッキ（歩道橋）

の主桁に適用した。配筋条件（鋼材量）や構造条件（橋面の勾配）に応じて，自己充塡型（ス

ランプフロー600mm）と締固め併用型（スランプフロー400mm）の配合を使い分け，合理的な

施工を実現した。 

 

 これらの適用事例は，構造物に求められる性能，施工条件に適したワーカビリティーを，コン

クリートの材料および配合設計でサポートして実現した事例であり，人工軽量骨材をうまく活用

することで，要求に応えられることを示すことができた。また，その施工に本研究成果を反映さ

せることで，円滑に工事を完了させることができた。 
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７．２ 今後の展望 
 

我が国において人工軽量骨材が商品化され，土木構造物に初めて使われるようになった昭和 39

年（1964 年，首都高速三宅坂，国鉄高円寺駅，日本道路公団花輪跨道橋）から，56 年が経過した。

この間に様々な構造物の建設において，軽量骨材コンクリートの「軽量性」を利点として捉え，

その利点を活用して，設計・施工における様々な課題解決がなされてきた。軽量骨材自身の研究

開発や，それらを用いた軽量骨材コンクリートの材料特性や施工技術に関する研究も進み，設計・

施工基準も整備され，普通骨材コンクリートと同じように，施工ができるようになった。軽量骨

材を用いて構築された構造物は，すでに役割を終えたものもあれば，今なお，健全に供用されて

いるものもあり，長期の耐久性に関する知見も蓄積されている。 

本研究で，中心的に取り扱った独立空隙型人工軽量骨材は，1999 年に製品化され，土木分野で

は，本研究の対象とした奥三面ダム，東北新幹線沼宮内 Bi のほかに，北海道縦貫自動車道シラリ

カ川橋，仙台北部道路橋，山形新幹線稲舟川橋梁等に適用され，従来の軽量骨材よりも耐久性を

改善しつつ，施工の合理化に寄与してきた。しかしながら，その後の需要の低迷により，2005 年

頃には，残念ながら製造が中止されている。さらには，2021 年 3 月末をもって，関西エリアで広

く活用されてきた人工軽量骨材（アサノライト）の製造・販売が中止される予定となっている。

第２章で記した通り，2000 年以降では，2001 年をピークに軽量骨材コンクリートの出荷量の低迷

しているのは事実である。一方で，建設現場における生産性向上を目的に，i-Construction が掲げ

られ，その中では，プレキャスト埋設型枠やプレキャスト部材の利活用が推進され，プレキャス

ト製品が多く用いられるようになるであろうし，地震や疲労荷重など，設計当初には想定してい

なかった作用や過酷な供用環境における経年劣化に対して，既設構造物を補修あるいは補強する

工事，道路床版の取替えをはじめとする大規模な更新工事も年々増えている。このような条件で

は，コンクリートの「軽量化」によって，設計施工の合理化が図れることが数多くあるものと思

われる。現に，第２章で紹介したように，膨張材併用型軽量骨材コンクリート，下水処理場のリ

ニューアル工事に向けた軽量骨材コンクリート，取替え用高強度プレキャスト PC 床版，超軽量

高流動コンクリートを用いた取替え用サンドイッチ型複合床版，など市場を見据えた新たな研究

開発や実工事に向けた取り組みが始まっている。低迷していた軽量骨材コンクリートの需要にも

変化が生まれてきている。 

コンクリート構造物の建設に際しては，構造物に求められる性能や供用環境，施工環境に応じ

た合理的な工法が適用されることは言うまでもない。コンクリートに「軽量性」が求められる際

には，軽量骨材コンクリートが候補として挙げられ，構造物に求められる性能を満たすための材

料，配合，施工に関する技術が備わっていなければならない。本研究の成果が，多くのシーンで

活用されることを強く期待する。 
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三田村浩博士（現（株）サンブリッジ）には，フィールドの提供や研究方針についてご指導を頂

きました。ここに厚く御礼申し上げます。 

新設構造物の適用に際しましては，新潟県・峰村修博士，東日本旅客鉄道（株）・在田博之様，

大郷貴之様ほかの皆様にご理解とご指導を頂きました。また，既設橋梁の補強工事への技術展開

に際しましては，宮地エンジニアリング（株）・北原稔様にご尽力を頂くとともに，長岡技術科学

大学名誉教授・丸山久一先生に，貴重なご助言を頂戴いたしました。改めて，御礼申し上げます。 

 

このほか，多くの方々のご好意ならびに関係各位のご指導とご鞭撻を賜りました。ここに甚大

なる謝意を表する次第です。 
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・本研究に関する主な発表論文（主な査読付き論文）

①高性能軽量コンクリートのポンプ圧送性に関する一考察

坂田昇，柳井修司，石川雄康，栩木隆

コンクリート工学年次論文集，Vol21，No.2，pp.355～360，1999.6

【抄録】 従来の軽量骨材に比べて大幅に吸水率が小さい軽量骨材が開発され，軽量骨材コン

クリートのポンプ圧送性改善および凍結融解抵抗性の向上が期待されている。本論文では，こ

の軽量骨材を用いたコンクリートのポンプ圧送性について，室内試験および施工性実験によっ

て検討した。その結果，その軽量骨材を絶乾状態で使用した場合でも，圧力が作用しない状態

ではコンクリート中の軽量骨材はほとんど吸水せず，コンクリートの流動性の経時変化に影響

を及ぼさないこと，圧送前のコンクリートのスランプフローを 50cm 程度とすることによって

十分に圧送が可能であることなどが分かった。

②高性能軽量コンクリートの配合がポンプ圧送性に及ぼす影響

柳井修司，坂田昇，信田佳延，石川雄康

コンクリート工学年次論文集 Vol.22，No.2，pp.1405～1410，2000.6

【抄録】 流紋岩系真珠岩を原料とする独立空隙型の高性能軽量骨材を用いたコンクリートの

配合がポンプ圧送性に及ぼす影響を検討するために流動性，水セメント比，特殊増粘剤ウェラ

ンガムの有無などの配合要因を変化させて室内試験およびポンプ圧送試験を行った。その結果，

ウェランガムの添加により，加圧による骨材内部への吸水が抑制され，流動性の低下，圧力損

失，吐出効率などのポンプ圧送性が改善されること，コンクリートのスランプフローを 550mm

程度とすることで円滑なポンプ圧送が可能であること，水セメント比 38％の高強度軽量コンク

リートのポンプ圧送が可能であることが明らかとなった。

③高性能軽量コンクリートを用いたＰＣ橋梁用プレキャストセグメントの試験施工

南浩郎，柳井修司，坂田昇，児玉明彦

コンクリート工学年次論文集 Vol.22，No.2，pp.1411～1416，2000.6

【抄録】 流紋岩系真珠岩を原料とする高性能軽量骨材を用いたコンクリートを橋梁上部工プ

レキャストセグメントに適用することを想定して，幅 10.6ｍ，桁高 2.0ｍ，セグメント長 1.5ｍ

の実規模セグメントの試験施工を行った。試験施工に供したコンクリートは，設計基準強度

40N/mm2，単位容積質量 1,800kg/m3の高強度軽量コンクリートであり，コンクリートポンプ車

のブームを用いて打ち込んだ。試験施工に供した軽量コンクリートは良好な性状を有しており，

セグメントの出来形は良好であった。
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④ダム仮排水路閉塞工のプレキャスト型枠への高性能軽量コンクリートの適用 

峰村修，丸山久一，坂田昇，柳井修司 

コンクリート工学年次論文集，Vol.22，No.2，pp.1417-1422，2000.6 

 

 【抄録】 ダム本体工事中に川を転流させていた仮排水路の閉塞工事は，ダム工事で重要な工

種であるとともに非洪水期間の限られた工期の中で確実な施工が求められる。また，万一の出

水による危険性を低減させるためにも工程を少しでも短縮することが求められる。そこで，架

設・運搬・設置において，工程短縮に有利な人工軽量骨材コンクリートで製作した軽量プレキ

ャスト型枠をこの閉塞工事に適用した。人工軽量骨材に従来のものよりも軽量な絶乾密度

0.9g/cm3の独立空隙型人工軽量骨材を用い，コンクリートの単位容積質量を 1,750kg/m3とした。

その結果，型枠工の更なる合理化が図れ，閉塞工の大幅な工程短縮を実現することができた。 

 

 

⑤独立空隙型人工軽量骨材を使用したコンクリートによる PC 連続箱桁橋の施工 

在田浩之，大郷貴之，大久保秀樹，柳井修司 

 コンクリート工学年次論文集 Vol.23，No.2，pp.997～1002，2001.6 

 

【抄録】 東北新幹線盛岡～八戸間に建設された沼宮内Ｂｉは，11 径間連続ＰＣ箱桁橋であり，

その上部工に真珠岩を主原料とする独立空隙型人工軽量骨材を用いた軽量骨材コンクリート

（設計基準強度 40N/mm2，単位容積質量 1,800kg/m3）が適用された。材料費（コンクリート単

価）は増大するもの，主桁重量が 22％軽量化され，下部構造の簡素化，押出し架設に必要な建

設機械の小型化などが可能となり，約 10％のコスト縮減が可能であった。本報では，沼宮内Ｂ

ｉ上部工工事における軽量コンクリートの特性，施工に至るまでの検討内容および施工結果に

ついて報告する。 

 

 

⑥高強度軽量コンクリートの橋梁への適用性 

柳井修司，坂田昇，三田村浩，池田憲二 

 コンクリート工学年次論文集 Vol.23，No.2，pp.1093～1098，2001.6 

 

【抄録】 高強度軽量コンクリートを橋梁へ適用する技術を開発するために，実規模大のＰＣ

橋梁プレキャストセグメントおよび鋼コンクリートサンドイッチ合成床版を有する単純桁橋を

試験的に施工した。プレキャストセグメントおよび橋台には真珠岩を主原料とする独立空隙型

人工軽量骨材を用いた設計基準強度 50N/mm2，単位容積質量 1,850kg/m3の高強度軽量コンクリ

ートを，合成床版には頁岩を主原料とする人工軽量骨材を用いた自己充てん性を有する軽量コ

ンクリートを適用した。その結果，これらの軽量コンクリートの施工性は良好であり，実構造

物への適用が可能であることを明らかにした。 
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⑦高性能軽量・高流動コンクリートに関する研究 

 柳井修司，坂田昇，信田佳延，岡本享久 

 土木学会論文集，No.648/Ⅴ-47，pp.23～32，2000.5 

 

【抄録】 人工軽量骨材コンクリートⅠ種に自己充塡性を付与することを目的として，水粉体

容積比，モルタルの単位容積質量，軽量粗骨材の種類および単位量を要因として，流動性試験，

充塡性試験および材料分離抵抗性試験を行った。その結果，人工軽量粗骨材を使用した高流動

コンクリートは，粗骨材の密度が小さいことから，粗骨材の浮上りによる材料分離が生じやす

いこと，適正なモルタルの粘性（水粉体容積比），モルタルの単位容積質量および単位粗骨材量

を選定することで，軽量粗骨材の特性に応じて，高流動性，自己充塡性，材料分離抵抗性を有

する軽量骨材コンクリートの配合を選定できることが分かった。 

 

 

⑧鋼ローゼ橋アーチリブへの軽量高流動コンクリート充てん工法 

 北原稔，栩木隆，柳井修司 

 コンクリート工学，Vol.40，No.2，pp.57～63，2002.2 

 

【抄録】 一般国道８号線に架橋されている上輪橋はアーチ支間 120m の上路式鋼ローゼ橋で

あるが，交通量の増大や車両の大型化による影響および強風による横揺れや海塩粒子の飛来に

よる部材の腐食により，応力的に過酷な状況に置かれている。このため，種々の補強を行って

耐荷力や耐震性の向上が図られた。補強工の内，アーチリブの剛性を高めるために，リブ内部

にコンクリートを充塡する工法が採用されたが，自重の増加を抑制しつつ，確実な充塡を行う

ために，自己充塡性を有する軽量高流動コンクリートを適用し，良好な結果が得られた。 

 

 

⑨Study on Mix Proportion for Self-Compacting High Performance Lightweight Aggregate 

Concrete 

Shuji YANAI，Noboru SAKATA，Yoshinobu NOBUTA，Takahisa OKAMOTO 

2nd International Symposium on Structural Lightweight Aggregate Concrete，Kristiansand，Norwegian 

Concrete Association，pp.705-716，2000.6 

 

【Abstract】 Use of smaller cross sections of structural members and reduction in dead loads in 

massive civil structures have become important topics in recent years.  These members are often 

densely packed with steel reinforcing bars and the concrete is required to possess high strength, 

lightweight and self compactability.  With the objectives of endowing lightweight aggregate concrete 

with self compactability and developing high performance lightweight concrete having high strength and 

excellent durability, various tests were carried out as part of this research to evaluate self compactability, 

strength characteristics and durability of concrete by varying the type of aggregate, unit quantity of 

coarse aggregate and water to powder volume ratio.  The results of the tests showed that concrete could 

be endowed with excellent flowability, self compactability and resistance to material segregation by 

adjusting the unit quantity of lightweight aggregate and water to powder volume ratio according to the 

properties of lightweight aggregate.  It was also verified experimentally that a high compressive 

strength of about 50N/mm2 and excellent resistance to freezing and thawing could be obtained. 
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